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はじめに 

「森林作業の最適化に関する研究会」は、「機械化森林施業研究会（平成 17～19 年）」、
「低コスト森林作業研究会（平成 20～22年）」、「森林作業システム・路網研究会（平成 23
～25 年）」、「地域特性に対応した森林作業システム研究会（平成 26～平成 30 年）」の後を
受け、令和元年に設置しました。 
本格的な利用期を迎えた人工林資源を循環利用していくため、架線集材技術など従来の

技術に加え、ICT などの最新技術も活用して、間伐および主伐、再造林における各作業の最
適化を進める必要があります。それには、森林路網、林業機械、労働安全など数多くの要素
と地形などの地域特性を考慮する必要があり、各機関の限られた人材で効率よく成果を生
み出していくためには、互いに連携を図ることが不可欠です。当研究会は貴重な連携の場と
して機能してきました。コロナ禍により活動が制約された時期もありましたが、オンライン
による研究会開催など新たな形も模索してきました。本報告書では、この 5 年間の研究会
で報告された調査・研究事例をまとめました。森林作業の最適化のヒントとなれば幸いです。
なお、森林作業の最適化は一朝一夕に達成できない目標であり、今後も最優先の課題であり
続けることから、令和 6年度以降も引き続き「森林作業の最適化に関する研究会」として活
動を続けることとしております。 
最後に、この 5 年間に会長をお引き受けいただいた山梨県森林総合研究所、富山県農林

水産総合技術センター森林研究所、森林総合研究所の関係者各位に感謝申し上げるととも
に、参画機関の皆様には地域林業及び日本林業の振興に向けて、今後ともご支援賜りますよ
う宜しくお願い申し上げます。 
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（別紙） 

様式１ 

平成３０年１０月２６日 

関東・中部林試連

研 究 会 計 画 書 

１ 研究会の名称：森林作業の最適化に関する研究会 

２ 提案機関・提案責任者（所属・氏名）：岐阜県森林研究所・臼田寿生

  平成３１年度開催機関事務局担当者（所属・氏名）：山梨県森林総合研究所

・大地純平

  幹 事（所属・氏名）：長野県林業総合センター・髙野毅

岐阜県森林研究所・臼田寿生

森林総合研究所・中澤昌彦

森林総合研究所・宗岡寛子

３ 目  的：

戦後造林された人工林は本格的な利用期を迎えており、森林資源を循環利用す

ることが重要な課題となっているが、採算性が確保できないなどの理由から、主

伐期にある人工林は十分に活用されていない。このため、架線集材技術など従来

の技術に加え、ICT などの最新技術も活用した木材生産における各作業の最適化

といった間伐および主伐、再造林を合理的に進めるための研究と技術開発が急務

となっている。木材生産における各作業を最適化するための研究を進めるにあた

っては、森林路網、林業機械、労働安全など数多くの要素と地形などの地域特性

を考慮する必要があるが、当該分野の研究に携わる各機関の限られた人材で効率

よく成果を生み出していくためには、関係機関との連携が不可欠となる。

そこで、本研究会では各地の地域特性などに対応した森林作業の最適化に関す

る参加機関の研究成果や取組について互いに検討・評価し、これらに関する研究

を推進することを目的とする。なお、最終年度には研究会の成果をとりまとめた

報告書を発行する。

４ 設置期間：平成 31-35年度（5年間） 

５ 実施方法： 

・ 原則として、年 1回、1泊 2日での開催を予定している。

・ 開催場所は参加機関での持ち回りとし、山梨県等での開催を予定している。

・ 森林作業の最適化に関する検討会を実施し、それらに関する調査事例などの情
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報交換や協議を行う。 

６  参加予定機関：

森林総合研究所、茨城県林業技術センター、栃木県林業センター、群馬県林業試

験場、埼玉県寄居林業事務所 森林研究室、千葉県農林総合センター森林研究所、

東京都農林総合研究センター、神奈川県自然環境保全センター、新潟県森林研究

所、富山県農林水産総合技術センター森林研究所、長野県林業総合センター、山

梨県森林総合研究所、静岡県農林技術研究所 森林・林業研究センター、愛知県森

林・林業技術センター、岐阜県森林研究所 

７ 想定される外部資金：農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業など 

８ そ の 他：なし 
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令和元年度 

関東・中部林業試験研究機関連絡協議会 

森林作業の最適化に関する研究会 

令和元年７月 3日（水）～７月 4日（木） 

山梨県森林総合研究所 
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日程 

７月 3日（水） 会議（Royal Hotel 八ヶ岳：会議室「オリオン」） 

鉄道利用者と合流 ＪＲ小淵沢駅：12：00、 甲斐大泉駅：12：15 

(自動車での参加者は直接会場へ) 

研究会討議 13：00 ～ 16：40 

議題（1）調査・事例紹介 

①森林総合研究所（13：20～13：40）

「林道における異なる簡易な横断排水溝を通過した際に発生する加速度」 

「荷役作業の軽労・自動化に資する材認識システムの開発」 

②岐阜県（13：40～13：50）

「森林作業道における構造物設置箇所と路体損壊箇所の特徴について」 

③新潟県（13：50～14：00）

「新潟県の再造林におけるコンテナ苗植栽の実用化」 

④静岡県（14：00～14：10）

『「木材需給情報共有システム」実現への取組』 

⑤長野県（14：10～14：20）

「機械地拵え使用機械別特徴と作業功程」 

⑥富山県（14：20～14：30）

「コナラの伐木および造材作業の功程調査と出材量の推定」 

⑦山梨県（14：30～14：50）

「造林作業の軽減を目指した普及指導業務について 

～クラッシャー地拵え導入による効果～」 

「チェーン式集材システムの紹介」 

休憩 （14：50～15：00） 
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議題（2）提案・要望事項について 

①森林総合研究所（15：00～15：10）

「各都県における林道台帳及び林道施設災害査定資料の電子化の状況についての情

報提供依頼」 

「森林作業道実態把握調査への調査協力依頼」 

②愛知県（15：10～15：20）

「森林施業の機械化について」 

③岐阜県（15：20～15：30）

「壊れにくい森林作業道の整備を推進するための取り組みについて」 

④静岡県（15：30～15：40）

「ICT を活用した地域の林業現場の最適化に関する取組の共有」 

⑤山梨県（15：30～15：50）

「企業との共同研究について」 

議題（3）今後の研究会の目標、取り組みについて （15：50～16：20） 

議題（4）次期会長県の選出について （16：20～16：30） 

議題（5）その他 （16：30～16：40） 

７月４日（木） 

宿から現地検討会 視察地①へ移動  8：15 ～ 8：45 

視察地① クラッシャー地拵え予備試験地 

山梨県北杜市明野町上手地内民有林（峡北森林組合 皆伐更新事業地） 

（緯度：35°46'5.82"N 経度：138°27'22.19"E） 

現地検討会視察地②へ移動 9：45 ～ 10：15 

視察地② （株）日建 山梨本社・工場 

山梨県南アルプス市上今諏訪 564-1 電話：055-282-3211

閉会 12：00 

  研究会終了、解散

（ 電車参加者を甲府駅まで送迎 ） 

※上記の日程は、諸般の事情により、変更する場合があります。

※２日間とも昼食の用意はありませんので、各自でご対応をお願いします。
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森林路網研究室 主任研究員 山口智

森林路網研究室 研究員 白澤紘明

機械技術研究室 研究員 有水賢吾

富山県
農林水産総合技術センター

森林研究所
森林資源課 課長 図子光太郎

育林部 主任研究員 大矢信次郎

指導部 担当係長兼林業専門技術員 高野毅

森林資源部 専門研究員 臼田寿生

森林資源部 主任研究員 和多田友宏

静岡県
農林技術研究所

森林・林業研究センター
森林資源利用 上席研究員 佐々木重樹

きのこ・特産課 課長 涌井克彦

きのこ・特産課 専門研究員 倉島郁

群馬県林業試験場 森林科学係 主任 飯田玲奈

愛知県森林・林業センター 技術開発部 主任研究員 小林寛生

山梨県中北林務環境事務所 主幹・林業指導普及員 齋藤寛

所長 田邊幹雄

普及・指導科 副主査・林業普及指導員 小峰正之

資源利用科 研究員 大地純平

（株）日建 製造部 業務Gリーダー 堀田盛一

国立研究開発法人
森林研究・整備機構
森林総合研究所

地域連携戦略室長 山田毅

令和元年度
関東・中部林業試験研究機関連絡協議会

森林作業の最適化に関する研究会

機 関 名 氏名役 職

オブザーバー参加

国立研究開発法人
森林研究・整備機構
森林総合研究所

長野県林業総合センター

岐阜県森林研究所

新潟県森林研究所

山梨県森林総合研究所
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    森林総合研究所         

発表者名  山口智              
 

調査・事例名 
林道における異なる簡易な横断排水溝を通過した際に発生する加速度 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

非舗装の林道や作業道では降雨や湧水などによって路面に流水が発

生すると洗掘が起こり通行上維持管理上で問題となる。そこで素掘やシ

スイエースなどの簡易横断排水施設で排水を行った際には形状によって

は車両通行時に衝撃が発生しやすくことから車両の運転者に嫌がられる

ことが多い。そこで、車内に加速度計を取り付けた自動車で基幹作業道

を模した試験路を走行して、横断溝上を通過した時の加速度を計測し衝

撃を検証した。設置した横断排水溝は、素掘、樹脂製疎水材、竹束、シ

スイエースである。 

その結果、素掘が最も加速度の振れ幅が大きく、次いで樹脂製疎水

材、シスイエース、竹束の順だった。シスイエースと竹束は近似直線がほ

ぼ重なった。そこから、竹束の使用で衝撃が少なく済む簡易排水施設を

作設可能であると考えられた。素掘りに竹束を追加で設置し、その場合

の緩和効果を調べたところ、素掘に置いただけでも衝撃緩和にはある程

度有効であると考えられた。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付 Ａ４×１枚） 

 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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林道における異なる簡易な横
断排⽔溝を通過した際に発⽣

する加速度について
⼭⼝智・鈴⽊秀典・⽥中良明（森林総研）

泉⽥信幸（林業機械化センター）

作業道での排⽔の重要性
⾮舗装の林道や作業道では降
⾬や湧⽔などによって路⾯に
流⽔が発⽣し、通⾏上維持管
理上で問題となる洗掘

簡易に素掘りを作るが・・・
暫定的に⼊れられた素掘
⾞両通⾏時に⼤きい衝撃が発⽣
⾞両の運転者に嫌がられること
多々

衝撃が少なく済む簡易排⽔施設
は作れないか？
⽵粗朶を設置して衝撃は緩和で
きるか？ ⾞内に設置した加速度計

（これにUSBでノートPCに接続）
⾛⾏速度の算出⽅法

⾛⾏した試験路
試験地：林野庁森林技術総合研修所
林業機械化センター研修林
使⽤⾞両：スバル製ディアスワゴン
⾛⾏回数：
素掘・樹脂製疎⽔材・⽵束・シスイ
エースの組み合わせで10回
→素掘に⽵束を⼊れて8回（10回の
予定が機材故障により中⽌）

作業道に設置した横断溝

素掘（A） 樹脂製疎⽔材（B） ⽵束（C）
シスイエ ス（D）

素掘に⽵束（設置
しただけ）（E）

路⾯に設置後、周囲を締固め

10



結果
通過時の加速度の最⼤振れ幅と瞬間速度の相関
上下⽅向の加速度の最⼤振れ幅

A＞B ＞E＞D＞C
→ ⽵束の使⽤で衝撃が少なく済む簡易排⽔施
設を作設可能

素掘りに⽵束を追加で設置し、その場合の緩和
効果
時速5㎞における近似直線との交点
素掘；2.2G → 素掘+⽵束；0.8G
→ 素掘に設置しただけでも衝撃緩和には有効

まとめ
以上のことから、以下のことが考えられた。
• ⽵束やシスイエースでは素掘と⽐べて加速度が⼩さくなり、通

⾏しやすくできること
• 素掘り束を単純に設置することにより半分以上振れ幅が⼩さく

なり衝撃緩和効果があること

11



(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    森林総合研究所         

発表者名  有水賢吾              
 

調査・事例名 
荷役作業の軽労・自動化に資する材認識システムの開発 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

高性能林業機械は操作が複雑であり，機械を操作するオペレータの

習熟度が生産性に大きく影響する。しかしながら林業機械による荷役作

業の自動化に関する研究はこれまでにほとんど実施されていない。本研

究ではオペレータの習熟度による生産性のばらつきを減少させるため，

荷役作業のイージーオペレーション化・自動化のための要素技術の開発

としてカメラによる外部環境認識技術である材の認識システムを開発す

る。 

ベースマシン (CT-500，イワフジ )前面にステレオカメラ (Zed， 

Stereolab)を設置し，椪積み材（スギ・ヒノキ・モミ混在，30 ～ 40 年生） 

の新鮮材および3 年経過材を撮影した。得られた2日分の動画データよ

り3088 枚の画像データ（1280×720）を抽出し，画像内の材の位置をラ

ベルとして各画像に付した。検出アルゴリズムについては，深層畳み込

みニューラルネットワークベースの物体検出アルゴリズム(Yolo v3)を利用

し，画像内の材が含まれる領域を検出した。 

学習の結果，平均適合率(mAP)が最大91%、平均オーバーラップ率

（IoU）82%と高精度での検出が可能であった。 

発 表 方 法 パワーポイント 

 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    岐阜県森林研究所         

発表者名  和多田友宏              
 

調査・事例名 
森林作業道における構造物設置箇所と路体損壊箇所の特徴について 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

森林作業の最適化を図るためには、経済性と耐久性のバランスが取れ

た壊れにくい森林作業道の作設が必須となる。しかし、実際の現場では、

耐久性よりも低コスト化を優先した結果、作設後、数年の間に路体損壊が

生じ、継続的利用に支障をきたしている路線も多く見られる。 

 そこで、当研究所では、森林作業道の路体耐久性向上に寄与する

構造物について、設置が必要となる条件を明らかにするため、既設作業

道において、構造物設置箇所と路体損壊発生箇所の特徴を調査した。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付 Ａ４×１枚） 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   新潟県森林研究所       

発表者名  倉島郁             
 

調査・事例名 
新潟県の再造林におけるコンテナ苗植栽の実用化 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

全国的にコンテナ苗について、実用化または、試験研究されているとこ

ろであるが、多雪地である新潟県内においては、コンテナ苗の植栽方法

や植栽後の積雪の影響の知見もない。緩傾斜地での調査では、コンテナ

苗の効率性や活着率、成長量に差がなく（裸苗との比較）適応可能であ

ることが示されたが、中・急傾斜地での事例がないため、緩傾斜地と同様

に植栽試験を行い、コンテナ苗植栽の可能性を検討した。 

発 表 方 法 資料配付 （Ａ４×１枚） 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター      

発表者名  佐々木重樹            
 

調査・事例名 
「木材需給情報共有システム」実現への取組 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

静岡県では、素材生産業者と製材加工業者がICTを活用して木材の

生産と需要の情報を共有し、流通の効率化を図る「木材需給情報共有シ

ステム」の実現を目指し、研究に取り組んでいる。 

特に、素材生産業者が生産計画や木材供給の情報を正確に示すの

が困難である現状があり、これを支援するために、日報により日々の作業

を把握する仕組みになっている。これは、生産関連の情報把握にとどまら

ず、林業事業体が自らの作業状況を可視化することで、労働生産性を把

握し、作業のボトルネックを明確化し、次回施業での改善を図る、いわゆ

るPDCAを実現するための「丸太生産コスト計算プログラム」として機能す

る。情報共有の機能については、県東部地域の森林組合、富士市にある

(株)ノダの合板工場、そしてこれらの間で情報を集約する「木材需給コー

ディネーター」としての静岡県森林組合連合会の間で、業務内容を分析

し情報システム化を図った。7月より試行を開始する。 

 日報関連の機能については、県の実施する「低コスト主伐・再造林促

進事業」を行う林業事業体を対象に、試行を進めている。 

発 表 方 法 パワーポイント 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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木材需給情報共有システム
実現への取組
静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター

森林資源利用科 上席研究員 佐々木 重樹

1

新成長戦略研究「多様なニーズに対応する
県産材供給体制構築に関する技術開発」

研究期間：平成29年度～平成31年度（3年間）

1 ICTによる丸太の供給情報の共有化
1-1 木材需給情報共有システムの構築

1-2 丸太生産コスト計算プログラムの改良

2 ドローンを活用した森林資源情報等の把握技術の開発
2-1 ドローンを用いた測量による3次元モデル生成技術の開発

2-2 森林の3次元モデルからの立木評価技術の開発

2

木材需給情報共有システム

素材生産業者

製材加工業者

木材需給コーディネーター

クラウドサービス
インターネット経由で集約

需給マッチング
生産計画

森林の位置・状況
材積・品質

生産予定時期

需給状況の把握

需要入力

需要情報
材積・品質

用途
納期

納入先
（希望価格）

トラック配送管理

供給情報
土場の位置
材積・品質

工期
現在の在庫

現場情報の
共有

PDCA
サイクルの

実現

作業日報

作業計画

作業分析

樹種・樹高・立木本数・
材積（胸高直径）…

作業履歴

1 需給調整・情報共有機能

2 丸太生産コスト計算プログラム

3 立木形質評価プログラム
需給調整・情報共有機能
県内でも地域によって木材の流通構造はかなり異なる

伊豆地域から実証を始めている

4

1-1 木材需給情報共有システムの構築

コーディネーター
静岡県森林組合連合会

素材生産業者
伊豆森林組合
田方森林組合
戸田森林組合

愛鷹山森林組合

製材加工業者
株式会社ノダ

伊豆地域の木材流通

丸太生産
森林組合・素材生産業者

地元製材工場原木市場
県森連富士木材センター森林所有者

木材需給
コーディネーター

1-1 木材需給情報共有システムの構築

（株）ノダ合板工場

5

素材生産業（株）ノダ
合板工場

木材需給コ ィネーター
（県森連富士木材センター）

運送業者

納入予約票

毎週末に翌週の
納入予定を報告

納入計画書

納入予約票を元に情報を集約、
Excelで作成

納入実績明細

納入実績を報告

電話で指示

手書き、FAX送付FAX送付

指示を受け配送
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素材生産業（株）ノダ
合板工場

木材需給コ ィネーター
（県森連富士木材センター）

運送業者

納入予約票

随時
納入予定を報告

納入計画書

納入予約票を元に情報を集約、
Excelで作成

納入実績明細

納入実績を報告

画面上で入力
現在の状況を
共有可能

画面で配車確認

22



(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   長野県林業総合センター      

発表者名  髙野毅            
 

調査・事例名 
機械地拵え使用機械別特徴と作業功程 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

再造林時の作業効率化を図る目的で、機械地拵えが行なわれることが

増えてきました。このため機械地拵えの功程調査を実施したので、報告し

ます。 

発 表 方 法 パワーポイント 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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機械地拵え使用機械別特徴と
作業功程

長野県林業総合センター
髙野毅・小山泰弘・百瀬浩行・大矢信次郎

令和元年７月３日

★背景

変更後：

→若干無理してでも機械地拵えを実施

※カラマツ林では下層植生、落枝の量が多い
ため、国歩掛では採算に合わない

従 来：

◎国庫補助金の地拵え歩掛の変更

人力地拵え(約31人工/ha)

機械地拵え(約1.6人工/ha)

枝条整理のみ（５人工/ha)

実態把握のため調査を実施

刈払地拵え(約17人工/ha)

★調査地の概要

項目＼調査地 佐久穂町
大石熊取C

佐久穂町
大石熊取A

佐久穂町
栃ノ木I

調査日 H29.6.23 H29.9.15 H30.8.23

施業者 南佐久北部
森林組合

(株)吉本 (有)カネホ
木材

林地平均傾斜 13～23° 21～26° 16～30°

調査機種
(ベースマシン)

0.45m3級 0.45m3級 0.25m3級
0.45m3級

（ヘッド） ﾊﾞｹｯﾄ ﾊﾞｹｯﾄ ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ

施業種類 下向 下向、上向 下向、ﾚｰｷ

調査区画数 ３ ５、３ １、４

0.45m3級バケット上向き 0.45m3級バケット下向き

0.25m3級グラップルレーキ下げ0.25m3級グラップル下向き

各使用機械及び方法

レーキ設置

レーキ引張り（下げ）レーキ引張り（上げ）

レーキ：幅2m、長さ：6m、10m

レーキ地拵え
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400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

0 10 20 30

労
働

生
産

性
[㎡

/人
時

]

林地平均傾斜[°]

0.45m3級ﾊﾞｹｯﾄ上向き

0.45m3級ﾊﾞｹｯﾄ下向き

0.25m3級ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ下向き

0.25m3級ﾚｰｷ下げ

0.45m3級ﾚｰｷ上げ

0.45m3級ﾚｰｷ下げ

★調査結果

人力地拵え
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★調査結果

・機械地拵えは、人力地拵えに比べ、1.1～5.7倍
の労働生産性であった。

・林地傾斜による労働生産性の差は明確では
なかった。

・林地傾斜が25°越えの林内に進入して地拵
えを実施している場合があった。

・レーキを作製して地拵えを実施している事業
体があった。

・林内に進入して地拵えをした方が労働生産性
は良いが、次の地拵え箇所への移動時間に
より生産性が低下する可能性があった。
（距離により１～４割低下した）

・土壌水分条件により、土壌への負荷がさらに
大きくなる事例があった。

種 類 利 点 欠 点

ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ

0.25m3級
(約9m幅/列)

小回りが利く
本体重量が軽いた
め機体が転倒する
恐れあり

0.45m3級
(約13m幅/列)

本体重量が重い
ため比較的機体
安定

クローラが空転し
た際、土壌への負
荷が大きい

ヘッド

ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ

林内
進入

枝条を掴み移動
させることがで
きる

ヘッドが重いため
旋回時に転倒の恐
れあり

ﾚｰｷ
道上から作業が
できる

レーキ作成に手間
がかかる

ﾊﾞｹｯﾄ
林内
進入

ヘッドが軽いた
め旋回時にも比
較的機体安定

枝条を爪にひっか
けて移動させる必
要がある

★使用機械別特徴
☆今後の課題

②継続的な現場での調査による
実態の把握

①安全に機械地拵えを実施する
ための指針の作成

ご清聴ありがとうございました
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 富山県農林水産総合技術センター森林研究所      

発表者名  図子光太郎            
 

調査・事例名 
コナラの伐木および造材作業の功程調査と出材量の推定 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

コナラなどの広葉樹については利用材積や伐出作業の功程に関する

十分な資料がないことから、収量予測や伐出経費の見積などを実用的な

精度で行えないのが実態である。そこで、コナラなどいくつかの広葉樹に

ついて利用材積や伐木および造材の作業功程ついて調査を行ったので

報告する。 

発 表 方 法 パワーポイント 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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TPAFFRC

コナラの伐⽊および造材作業の
功程調査と出材量の推定

2019/07/03

富⼭県農林⽔産総合技術センター森林研究所
図⼦光太郎

森林作業システムの最適化に関する研究会
TPAFFRC

はじめに

富⼭県内のコナラ林分布

富⼭県にはスギ林にほぼ匹敵する464 km2

のコナラ林が分布する。しかし、薪炭材
需要の消滅とともに、⼤部分が未利⽤の
まま放置されてきた。

近年、菌床⽤おが粉原⽊や⽊質バイオマ
ス発電所向け燃材としてコナラなど広葉
樹材の受け⼊れ量が増えている。また、
更新伐（森林環境保全整備事業）の導⼊
により、出材量に応じて補助⾦を受け取
ることができる。

⾥⼭コナラ林における更新伐による素材
⽣産が増加傾向にある。

更新伐実施⾯積の推移

TPAFFRC
更新伐

育成複層林の造成及び育成並びに人工林の広葉樹林化の促進、天然
林の質的・構造的な改善のための適正な更新を目的として18齢級
（90年生）以下の林分で行う不用木の除去、不良木の淘汰、支障木や
あばれ木等の伐採、搬出集積、巻枯らしとする。
（林野庁制定の森林環境保全整備事業実施要領より抜粋）

更新伐実施林における
保残⽊の状況

コナラ稚樹の⽣育に適した
環境を保持するため、保残
⽊として伐り残す⽬安は、
haあたり100〜200本
（相対照度50％）とする。

中島（2018）

コナラ林更新伐の伐採量

TPAFFRC
⽬ 的

本研究ではコナラが優占する広葉樹林において伐出作
業の⽣産性や利⽤材積について調査し、これらの結果
もとにコナラ林での更新伐における適切な更新環境の
造成と経済性とを両⽴しうる伐採量について検討を
⾏った。

コナラ林における更新伐を林業事業体が実施する場合、
更新を確実にするための⽴⽊の保残と収益性を確保す
るための出材量をバランスさせる必要がある。

TPAFFRC
調査地

林相区分と調査プロット

⼩⽮部市

宮島団地

団地⾯積 ８４ ha
• コナラ林４３ ha
• スギ林 ３４ ha
• その他 ７ ha

標⾼３４〜２５９m

発電所

オガ粉⼯場

TPAFFRC
⽣産性と収量に関する調査

宮島団地内の２箇所（0.1ha）においてコナラ林の伐⽊およ
び造材作業の⽣産性と収量の調査を⾏った。
伐出作業
• 伐⽊

チェンソー
• ⽊寄せ

グラップル

• 造材
ハーベスタ

• 集材
フォワーダ

造材した丸太について末⼝径、
元⼝径および材⻑を測定した。
スマリアン式により丸太材積を
算出し、⽴⽊ごとの利⽤材積を
求めた。

広葉樹の造材に使⽤した
ハーベスタ

KONRAD WOODY 50 

利⽤材積
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TPAFFRC
コナラ林幹材積

調査プロットの幹材積

その他広葉樹
• アオハダ
• コシアブラ
• クヌギ
• ウワミズザクラ
• ホオノキ

胸⾼直径10cm以上を対象

TPAFFRC
利⽤材積

コナラとその他広葉樹の利⽤材積曲線

TPAFFRC
スギとの伐⽊⽣産性の⽐較

スギと広葉樹の伐⽊⽣産性の⽐較

TPAFFRC
スギとの造材⽣産性の⽐較

スギと広葉樹の造材⽣産性の⽐較
▲︓チェンソー造材併⽤

広葉樹のスギに⽐べ造材
⽣産性が１５%程度低い。
Labelle et. al. (2016)の結果と
概ね⼀致する。

TPAFFRC
経営収⽀の試算

伐出経費
 直接経費
 伐⽊・⽊寄せ・造材・集材
 作業道作設・林内刈り払い・積込み

 間接経費
 ⽊材運搬費・機械運搬費・現場監督費・付帯⼈件費・諸経費

収益（⽊材販売＋補助⾦）
 材単価
 オガ粉︓6,400円/m3（コナラ、クヌギ、アベマキ）
 燃 材︓3,800円/m3（上記以外の広葉樹）

 補助⾦
 平成３０年度富⼭県造林事業補助単価表に準ずる。

TPAFFRC
経営収⽀の試算結果

コナラ林の保残⽊本数
をhaあたり100〜200本
とすることは事業の収
益性の観点からも妥当
である。

更新伐における残存⽊と
経営収⽀の関係

残存⽊と出材料の関係
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 山梨県中北林務環境事務所     

発表者名  齋藤寛            
 

調査・事例名 

造林作業の軽減を目指した普及指導業務について 

～クラッシャー地拵え導入による効果～ 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

林業の担い手対策は林政における長年の大きな課題となっている。有

能な人材を確保・育成していくためには労働環境を改善し、安全かつ儲

かる林業を実現していく必要がある。 

 下刈りは夏季に炎天下での人力作業を強いられるキツい作業である

ことに加え、造林経費の約半分を占める工程との指摘があり、労力の軽

減とコスト縮減の余地が残される作業である。 

近年、山林作業に対応した走行型の刈払機が市販されており、これを

使用すれば下刈り作業の軽減やコストの縮減が期待できると考え、これま

でに現地での試行も何度か行ったが、造林地内では前生樹の切株がそ

れら機械の走行を妨げることが大きな課題であることが判っていた。 

 その解決案として、地拵え作業に大型の専用機械を導入し、末木枝

条等の残存物のほか切り株をも破砕する｢クラッシャー地拵え｣が有効と

考え、当事務所管内にあり、海外向けの地雷除去機を開発製造している

民間企業に対し、これを改造した地拵え機の開発を提案したところ承諾

が得られたことから、山梨県森林総合研究所を窓口に、県と協力体制を

とった取り組みが開始されている。 

このような取り組みに至った経緯を、事例紹介として報告する。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付） 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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山梨県中北林務環境事務所 林業普及指導員 齋藤 寛

造林作業の軽減を目指した普及指導業務について

～クラッシャー地拵え導入による効果～

１ 山梨県中北地域（峡北地区）の概況

峡北地区

全県 峡北地区

１ 山梨県中北地域（峡北地区）の概況 １ 山梨県中北地域（峡北地区）の概況

２ 地域の森林・林業課題

地域林業の現状・・・下刈り作業の現場から

２ 地域の森林・林業課題

過去の経験から

歩行型では疲労軽減効果は少ない

自走式草刈り機 研修会開催や現地での試用（H16～H23 ）

棚や切株が作業を阻害
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３ 解決策の提案

エクスカベータ（油圧ショベル）に装着されたクラッシャー

国が実証しているクラッシャー地拵え

トラック・ローダー型のクラッシャー

３ 解決策の提案

下刈り作業の低減が期待される自走式草刈り機

歩行追従型自走式草刈り機

ラジコン操作式自走式草刈り機

林野庁が開発
支援する大型機

３ 解決策の提案

作業システムの整理

※コストについてはまだ未知数ラジコン操作式草刈り機

３ 解決策の提案

林業事業者の反応

・しっかり刈れて、コストも下がるならOK！

・完璧に出来なくても進入路が開くだけでも違う

・リモコン式の刈り払い機でハチ刺され被害の軽減も期待

・新たな機械を導入する費用

・種類・形状により、刈り刃の損傷が大きく、コスト高？

・クラッシャー地拵えで補助金は？

４ クラッシャー地拵えの現地検証の実施

峡北地区での実証への取り組み（H31.2月～）

実証実施地（北杜市明野町）

４ クラッシャー地拵えの現地検証の実施

平成31年3月6日
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４ クラッシャー地拵えの現地検証の実施

普及への期待と効果

単位：ha

※毎年100～200ha うち８割が北杜市
約１／４が傾斜２０度以下
約30ha／年がこの手法で可能と推定

５ 今後（現在進行中）の取り組み・展開

１ クラッシャー地拵えアタッチメントの開発
２ リモコン操縦式自走式草刈り機の開発
３ K-システム

５ 今後（現在進行中）の取り組み・展開

ICT 情報通信技術の活用（イメージ）
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 山梨県森林総合研究所     

発表者名  小峰正之            
 

調査・事例名 
チェーン式集材システムの紹介 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

傾斜地での集材方法として、スイングヤーダ等の架線集材機械による

集材が広く用いられているが、架設やワイヤーロープの取り扱いには技

能が要求され、適切な運用を怠ると危険度は格段に増す。 

 そこで、上記問題の解決のため、地引き集材システムとして新たに

「チェーン式集材システム」が開発された。ワイヤーロープの代わりにチェ

ーンを用いるもので、ベースマシン（油圧ショベル）のヘッドに取り付けら

れた作動装置とチェーンの回転により、集材を行う。作動装置は自転車

におけるチェーンホイールの役割を担っており、エンドレスになったチェ

ーンが自転車のチェーンのように回転して搬器を移動させる。ドラムやガ

イドブロックに張力をかける必要がなく、チェーン自体が地引きとなりワイ

ヤーロープほど張力がかからないため、安全性は高いと言える。 

従来の集材システムにはない利点（安全性の向上、労働強度の軽減、 

易メンテナンス性・高耐久性等）があるとされており、山梨県内におい

て普及（現地見学会）を検討しているところなので紹介する。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付） 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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⼭梨県森林総合研究所 研修・普及科
副主査・林業普及指導員 ⼩峰 正之

令和元年度関東中部林業試験研究機関連絡協議会
森林作業の最適化に関する研究会 調査・事例紹介 ⽬次⽬次

１．業務の紹介１．業務の紹介

２．K-システムの概要２．K-システムの概要

３．考察(利点・⽋点)３．考察(利点・⽋点)

業務の紹介業務の紹介

現在のお仕事

・⾏政技術職（林業）、林業普及指導員

・林業技術の普及のために集団指導（研修）や個別指導を実施

→ ⼭梨県森林総合研究所には常勤の研究職が10名、⾏政技術職が2名配属
→ 専従の普及員は県下に6名が配置

→ 主に機械、森林作業道などに係る研修を担当

お仕事の⾵景

森林作業道に関する研修 ⾼性能林業機械に関する研修

林業架線作業主任者免許講習チェーンソー特別教育

業務の紹介業務の紹介

架設実習（⽀柱作設） 学科（最⼤張⼒の算定）

・免許規程による１００時間（実技50時間、学科50時間）の講習を実施
・１６時間を研究員と外部講師、８４時間を当職と技能員が担当

模型によるシミュレーション ワイヤロープスプライス実習

林業架線作業主任者免許講習

業務の紹介業務の紹介

林業架線の問題点
難しい︖

研修の実施を通じて感じたこと

業務の紹介業務の紹介

危険︖

時間がかかる︖
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林業架線
難しい︖

ワイヤロープスプライス（ショートスプライス）

業務の紹介業務の紹介

林業架線
時間がかかる︖

ワイヤロープスプライス（セミロングスプライス）

業務の紹介業務の紹介

継ぎ代 550d･･･

林業架線
時間がかかる︖

ワイヤロープの巻き取り

業務の紹介業務の紹介

表、裏、表、裏･･･

林業架線

内⾓は⼊っちゃダメ︕

内⾓

危険がいっぱい︖

業務の紹介業務の紹介

林業架線

講習では内⾓に⼊らないことを徹底

危険がいっぱい︖

業務の紹介業務の紹介

林業架線
危険がいっぱい︖

先柱（ランニングスカイライン）

3⾞でとっていたが→

業務の紹介業務の紹介
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林業架線
危険がいっぱい︖

先柱（ランニングスカイライン）

⽀柱としていた⽴⽊が傾いた

業務の紹介業務の紹介

経緯（ひとくちで簡単に説明）経緯（ひとくちで簡単に説明）

（株）⽇建では、地雷除去機を転⽤した地⾯拵え機と⾃⾛式下刈り機の開
発に取り組んでいる。県はアドバイザーとして開発に協⼒している。
（株）⽇建では、地雷除去機を転⽤した地⾯拵え機と⾃⾛式下刈り機の開
発に取り組んでいる。県はアドバイザーとして開発に協⼒している。

NPO法⼈蔵前バイオエネルギーより⽇建に「K-システム」販売権売り渡
しが持ちかけられたため、⽇建が現地検討を⾏うこととなった。

NPO法⼈蔵前バイオエネルギーより⽇建に「K-システム」販売権売り渡
しが持ちかけられたため、⽇建が現地検討を⾏うこととなった。

2019年4⽉17⽇に神奈川県内で⾏われた現地検討に、県も同⾏したため、
そこで得た内容を報告する。

2019年4⽉17⽇に神奈川県内で⾏われた現地検討に、県も同⾏したため、
そこで得た内容を報告する。

アカマツ枯損⽊に発⽣したヒトクチタケ

K-システムの概要K-システムの概要

K-システムの概要K-システムの概要

ワイヤーロープの代わりに
チェーン（市販品）を使⽤

チェーンは基本的に地引き

作業装置でチェーンを送る

ガイドブロックはチェーン⽤

K-システムの概要K-システムの概要

項⽬ 仕様

本
体

本体 4〜5t（0.15m3）級油圧ショベル
※もっと⼩さくても可能︖

作業装置 アタッチメント⽅式

総重量/全幅 4,900kg/2.0m

作
業
装
置
性
能

集材距離 200m

集材⽅法 牽引チェーンによる連続集材
（荷掛は任意位置で可能）

牽引チェーン 特殊強⼒型
30m（30kg）/1本

牽引⼒ 低速︓2.3t（22.4kN）
⾼速︓1.3t（12.5kN）

牽引速度 低速︓30m/分、⾼速︓50m/分

ウィンチ ワイヤロープ︓6φ×100m

適⽤傾斜⾓ 最⼤40度

運
転

本体側 有線または無線による操作

荷掛側 無線操作（到達距離︓100m程度）

諸元

K-システムの概要K-システムの概要 K-システムの概要K-システムの概要

作業装置は下げて固定する

チェーンは専⽤の接続器具で容易に接
続できる（30m単位︖）

ガイドブロックはチェーン⽤

フック（搬器）は任意の位置に掛けら
れる

ガイドブロックは低い位置でよい

チェーン容器（キンクの⼼配がないの
で、多少粗雑に扱ってもOK）
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諸元（スイングヤーダ

7〜12t（0.28m3〜0.45m3）

作業装置は独⽴

12,500kg/2.5m（0.45m3）

120m（φ10/φ8）
平均径︓
HAL 18.2kN、HBL16.3kN

HAL 102m/分、HBL114m/分

HAL 150m（φ10）、HBL 290m（φ8）

ワイヤロープ 200〜400円/m程度

ワイヤロープ 0.35kg/m程度（φ10）

ワイヤロープ 5.51tf（JIS φ10）

有線または無線による操作
無線操作（到達距離︓100m程
度）

考察（利点・⽋点）考察（利点・⽋点）

項⽬ 諸元(K-システム)

本
体

本体 4〜5t（0.15m3）級油圧ショベル
※もっと⼩さくても可能︖

作業装置 アタッチメント⽅式

総重量/全
幅 4,900kg/2.0m

作
業
装
置

集材距離 200m

牽引⼒ 低速︓2.3t（22.4kN）
⾼速︓1.3t（12.5kN）

牽引速度 低速︓30m/分、⾼速︓50m/分

巻取容量 制限なし

単価 チェーン 1,500円/m程度

重量 チェーン 1kg/m程度

破断強度 チェーン 4.5tf程度

運
転

本体側 有線または無線による操作

荷掛側 無線操作（到達距離︓100m程
度）

諸元の⽐較 利点
・スイングヤーダ集材より安全

→ 巻き取り容量に制限がなく、チェーンを地引きする（チェーンの重量が機械にかかっていない）ため。

考察（利点・⽋点）考察（利点・⽋点）

・⼩型の機械で、⻑い距離を集材できる

→ 反発⼒がほとんどないので、破断等が起こっても事故になりにくい。（かも）

・フック（搬器）を任意の位置にセットできる
→ 空搬器を逆転で戻すことも可能だが、反対側に掛けて戻すと効率がよい。ワイヤロープとガイドブ

ロックを組み合わせることにより横取りにも対応。

・ワイヤロープスプライス等の技能が不要
→ チェーン同⼠の接続が容易で、乱巻きも発⽣しない。（アイスプライスは出来た⽅がよいかも）

・メンテナンスが容易
→ チェーンは耐久性が⾼く、ワイヤロープほどメンテナンスに⼿間がかからない。注油が不要なので⽔

に接する環境でも使⽤出来る。

→ ガイドブロックを低い位置で設置できるため、作業負担が少ない。

⽋点
・ベースマシンのヘッドに作業装置が付いているため汎⽤性が低い

→ スイングヤーダに⽐べると遅いが、実⽤上問題となるかは未確認。安全⾯ではメリットとなるかも。

考察（利点・⽋点）考察（利点・⽋点）

・集材速度（搬器の返送速度）が遅い

→ アタッチメント化されているが、換装にはある程度時間を要する。ほぼ専⽤機となってしまう。

・低い位置での地引き集材するため、⽊⼝が障害物に掛かりやすい
→ 根株等の障害物を避けるルートをとり、掛かりやすい場合はキャップを使⽤することが必要。

・専⽤器具、チェーンの購⼊が必要
→ チェーン（1500円/m程度）の購⼊の他に、ガイドブロックや接続器具等も購⼊が必要。

・チェーンが重い

→ 部分的に⽊⼝を持ち上げる⽅策として、チェーン⽤⽚持ち（ジグザグ）滑⾞の開発を進めている。

→ ワイヤロープが0.35kg/m（φ10）なのに対し、チェーンは1kg/m程度ある。
→ 敷設時には装置のウィンチを⽤い、ワイヤロープにチェーンを接続して引き回す。

→ ただし、チェーンの耐久性はワイヤロープより⾼く、メンテナンス性も⾼いとされる。

まとめ
・ターゲット（顧客）は誰か︖

考察考察

→ ⾃伐林家やボランティア団体等の使⽤を想定して開発がスタートした。

→ 効率よりも安全性や使いやすさを優先しているが、改良により林業現場にも耐える仕様となっている。
→ ただし、作業装置及びベースマシンの価格は⾼額になることが予想され、⾃伐林家やボランティア団

体等には購⼊が難しいと予想される。（作業装置及単体での販売は検討中）

・林業経営体に売れるか︖
→ 林業経営体の多くは、スイングヤーダを既に活⽤している。

→ 安全性や作業効率について明確に⽰されれば、購⼊を検討する林業経営体はあるかも。
→ ⼀⽅、⾼齢化や⾼離職率により林業の担い⼿は不⾜しており、林業経営体内での技能の維持が難しくなっている。

・安全性や作業効率の検証が必要
→ 機械が⼭梨県内（（株）⽇建）にあるので、ひとまず敷設して様⼦をみてみます。うまく敷設できよ
うになったら、県内林業経営体を対象に現地⾒学会を開催し、意⾒を募りフィードバックしていきます。

明⽇（7/4）の現地検討会において、開発者から詳細な説明があります。

瑞牆⼭（⼭梨県北杜市）
第52回全国植樹祭開催地
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議題（2）提案・要望事項について

①森林総合研究所

提案・要望項目
各都県における林道台帳及び林道施設災害査定資料の電子化の状況に
ついての情報提供依頼

内容

各都県における林道台帳及び林道施設災害査定資料の電子化の状況
や研究資料としての提供の可能性について、情報提供をお願いしたい。

電子化の状況
① 電子化されていない（紙媒体での保管）
② 紙媒体のものをPDF化している
③ Excel等になっている

理由

森林総合研究所森林路網研究室では、林道台帳や林道施設災害査定
資料を活用して、今後の林道維持管理費用の予測や減災対策につなが
る研究を行えないかを検討している。

そのために、林道台帳及び林道施設災害査定資料を研究資料として提
供いただける都道府県を探しており、資料の電子化の状況や研究資料と
しての提供の可能性について情報提供いただきたい。

なお、提供いただいた資料について集計や統計的な処理を行ったうえ
で研究成果とするため、個別の林道路線名や林道管理者、施工業者等に
言及することはない。

提案・要望項目 森林作業道実態把握調査への調査協力依頼

内容
森林作業道の実態を把握するための調査への協力を依頼したい。現

在、本調査は岐阜県内で実施中であるが、協力をいただけるのであれ
ば、他の都県においても実施したいと考えている。

理由

森林総合研究所森林路網研究室では、森林作業道の継続的な利用の
実現を目的とした研究を実施している。

本調査では、利用が可能な路線は何割程度かを、開設された路線を踏
査することにより明らかにする。また、調査結果をもとに、利用可・利用不
可であった路線の特徴（例えば、地形的な、構造的な特徴、経過年数）の
把握や継続的な利用を前提とする場合の補修費用の概算も行う予定であ
る。

なお、調査結果を研究成果として発表する場合は、調査地域を伏せた
形で公表し、路線名や管理者、施工業者について言及することはない。

②愛知県

提案・要望項目 森林施業の機械化について

内容

① 下刈の機械化について
省力化、効率化、安全性向上等の観点から、（自立走行型）下刈機械の

開発が望まれている。既往の研究成果、開発情報等があればご教示願い
たい。

② かかり木処理機械について
労働災害防止のため、新たなかかり木処理方法の開発が望まれている。

機械化に関する研究成果、開発情報等があればご教示願いたい。

③ ICTプロセッサ・ハーベスタについて
木材の需給情報と直結した、プロセッサ等での丸太生産システムについ

て、地域への導入に向けての情報等があればご教示願いたい。

理由
愛知県では、機械化による省力化や安全性の向上、ICTを利用した需

給情報の活用による木材生産等についての要望が高まっており、この分
野での研究が望まれている。
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③岐阜県

提案・要望項目 壊れにくい森林作業道の整備を推進するための取り組みについて

内容

森林作業の最適化を図るためには、壊れにくい森林作業道の整備が不
可欠となるが、実際の現場では、森林作業道作設指針などの基準を逸脱
した作設などから損壊が発生し、継続的な利用に支障をきたしている路線
も多く見られる。このため、岐阜県では、今年度の計画分から、チェックリス
トや傾斜区分図などを用いた事前チェック制度を導入し、森林作業道の
作設に適した場所であるかを着手前に確認する取り組みを開始したところ
である。

他の地域では、壊れにくい森林作業道の整備を進めるためにどのような
取り組みを行っているか教えていただきたい。

理由
壊れにくい森林作業道の整備に寄与する、より効果的な対策を取り入れ

ていくため、他地域の事例を参考にさせていただきたい。

④静岡県

提案・要望項目 ICTを活用した地域の林業現場の最適化に関する取組の共有

内容
ICTを活用して林業現場の最適化を行っている地域の事例を、各都道

府県間で共有する。

理由

林業現場にICTを導入する、いわゆる「スマート林業」の関連技術等につ
いては、現在全国各地で導入例が報告されつつある。

現状では、技術を開発している各業者が個別に各県、各事業体に売り
込みながら採用事業体を増やしていこうとしている状況であるが、各業者
の説明から、事業体が適切な技術を選択していくのは、非常に困難である
と考えられる。

また、相互に連携が困難な技術が細切れに各事業体に導入されていく
ことで、広域的に情報を連携・活用していく利点が損なわれる危険性もあ
る。

民間業者間での競争も重要であるが、地域において効率的にICTが機
能する環境を整備していくためには、様々な技術の特徴を把握しておき、
適切なものを選択していくことが重要である。次々に新技術が登場する状
況であるが、導入事例についての共有を進めておくことが必要と考える。

⑤山梨県

提案・要望項目 企業との共同研究について

内容
企業との共同研究を実施するに当たり、特定企業への利益供与とならな

いための方策、研究対応の事例などあれば情報提供してほしい。

理由

来年度予より、「チェーン式集材システム」と既存「ワイヤー式集材システ
ム（スイングヤーダ）」の作業功程に関する試験を実施する予定である。

その中で、「チェーン式集材システム」に関しては県内建機メーカーであ
る「（株）日建」に機材提供をうけ、共同研究を行うことを想定しているが、
研究検討部会での意見として「特定企業への利益供与にならないか」との
指摘を受けた。

チェーン式集材システムは山梨県内企業である（株）日建が製造販売を
予定しているシステムであり、全国唯一のシステムである。

そのシステムの特徴から今後の林業作業（集材）に安全で効率的な作業
環境を提案できるものであると考えており、既存システムとの比較、性能検
証を行いたいが先の指摘を受けており、国や他県研究所ではどのような
対応を取っているかじれがあれば参考としたい。
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第１回研究会 令和元年度（山梨県）現地検討会の様子 
視察地：①山梨県北杜市内民有林クラッシャー地拵え予備試験地 
    ②株式会社日建 山梨本社・工場 
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令和２年度 

関東・中部林業試験研究機関連絡協議会 

森林作業の最適化に関する研究会 

令和２年８月～９月 

書面開催 
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令和元年度関東中部林業試験研究機関連絡協議会 

森林作業の最適化に関する研究会開催要領 

 

１ 日時、場所 

   （会     議）  8～9月、書面等による情報共有のみ 

   （現地検討会）  状況が著しく改善した場合に、秋以降に別途開催 

 

２ 提出資料 

ご提出いただく資料は、下記様式２～３およびスライド等PDF資料（例年の様式１は不要）です。各

提出期限までに事務局までご報告ください。 

○様式－１ 参加申し込み票                      不要 

○様式－２ 研究会に対する提案、要望事項            提出期限：７月３１日（金） 

○様式－３ 調査、事例報告に関する事項およびPDF資料    提出期限：７月３１日（金） 

 

３ 議題 

1. 提案・要望事項について 

 山梨県：UAVを用いた森林整備事業の業務効率化について 
2. 各都県の研究情報交換 

 静岡県：無人航空機により得られた森林の3次元モデルを用いた材積推定 
 富山県：地上型3DレーザースキャナーOWLを用いた品質等級別収量の推定 
 長野県：効率的な皆伐作業の設計システム構築 
 山梨県：一貫作業システム導入に向けた段階的試験 ヒノキコンテナ苗植栽試験 

：試作クラッシャー地拵え機による切株処理に関する試験 
 森林総研：降雨強度に応じた林道災害頻度の解明 
 岐阜県：森林作業道計画時におけるチェックリストの作成 

 
3. 今後の研究会の目標、取り組みについて 

 

4.次期会長県の選出について 

 本年度中に現地検討会が開催できなかった場合、引き続き森林総合研究所が担当します。 
 

5.その他 

 

42



(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター 

発表者名 佐々木 重樹

調査・事例名 
無人航空機により得られた森林の3次元モデルを用いた材積推定 

内   容 

無人航空機により撮影された写真画像を用いて、スギ・ヒノキの樹種別

の材積を計測可能な技術を開発した。方法は以下のとおり。 

（１）立木本数及び樹高は、写真画像から生成した三次元データを用いて

個々の立木の樹冠を判別し、既存の地上高データと樹頂点データの標

高差を樹高とした。

（２）写真画像及び三次元データの情報を用いて、スギ・ヒノキの樹種判別

を機械学習により行った。

（３）胸高直径については現地で標本調査を行い、樹高・樹冠投影面積

等との関係式として推定した。

（４）樹種・胸高直径・樹高を用いて幹材積を計算した。

浜松市天竜区龍山町瀬尻地内の国有林にて、ドローンで計測した材

積と、林内での全木調査で計測した材積を比較した。ドローン計測により

検出できた本数は全木調査の７３％であったが、材積については全木調

査の９６％となり、本数よりも差は少なかった。スギ・ヒノキの樹種判別につ

いては、８８％の立木で正しく判別できた。 

発 表 方 法 資料配付 Ａ４×２ページ 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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単年度試験研究成績（2020年３月作成） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

課 題 名：多様なニーズに対応する県産材供給体制構築に関する技術開発 

無人航空機を活用した森林資源情報等の把握技術の開発 

写真測量により得られた３次元モデルを用いた材積推定 

担当部署名：静岡農林技研 森林・林業研究センター 森林資源利用科 

担 当 者 名：星川健史、佐々木重樹 

協 力 分 担：天竜森林管理署 

予算(期間)：県単・新成長戦略研究（2017-2019年度） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

１ 目的 

近年、ドローンの普及と写真測量技術の進展が相まって、森林の３次元モデルを生成する試み

が行われている。ドローン調査により立木密度や立木材積などを自動で計測できれば、森林資源

の把握が大幅に効率化する可能性がある。森林管理署ではドローンを導入して森林管理業務の効

率化を図っている。一方、森林管理署の製品（丸太）販売業務において、立木調査の省力化が課

題となっている。そこで、森林・林業研究センターの開発したドローンを用いた立木調査手法に

より実証を行い、省力化の可能性を検討した。 

２ 方法 

調査地は瀬尻国有林（浜松市天竜区龍山町瀬尻）880 ろ林小班のヒノキ・スギ林 0.65 ha であ

る。まず、マルチローターの無人航空機（Phantom4 RTK、DJI社）を用いて、高度 100m、ラップ

率 85％でプログラム飛行による空撮を行なった。撮影時の天候は晴天、飛行時間は 10分だった。 

撮影した画像から、Pix4D mapper（Pix4D社）を用いて 3次元モデル、オルソ画像を生成した。

次に、3次元モデルから、局所最大値法を応用した樹木検出アプリケーション drone2cw（名古屋

大学と共同開発）を用いて樹木（樹頂点、樹冠範囲）を検出した。得られた樹頂点の高度と標高

モデル（国土地理院）の差分を取ることにより樹高計算を行なった。同時に、樹種のオルソ画像

を深層学習 CNN（畳み込みニューラルネットワーク）により判別させた。得られた樹木情報をタ

ブレット端末に格納し現地で胸高直径を計測した。胸高直径を目的変数に、樹高、樹種、樹冠投

影面積、微地形を説明変数にとり、一般化線形モデルによる推定をおこなった。推定された胸高

直径から材積式により幹材積を求めた。材積推定の精度検証のため、毎木調査を行い、調査後に

皆伐を行なって販売材積を集計した。

３ 結果の概要 

樹木検出により 360本の樹木が検出された。毎木調査では 495本だったので-27%と誤差が大き

かった。ドローンでは被圧木を検出できないため本数に大きな誤差が生じたと考える。毎木調査

とドローン調査で樹高の分布を比べると、ドローン調査では樹高の低い個体が少なく、被圧木が

検出できていない仮説を支持する（図１）。また、周囲測量図により範囲を決定したが、立木位置、

周囲測量ともに位置誤差があるため、集計範囲に含まれるか含まれないかで誤差が生じうる。一

方で、材積はドローン調査で 326m3と推定され、毎木調査 341m3に対して-4%の誤差だった（表、

図２）。また、利用材積を幹材積の 90％（利用率）として計算するとドローン調査、毎木調査と

もに、実際の販売材積に近い数字が得られ、ドローン調査の誤差は+３％だった。樹種の画像分類

は、画像から確認した 360本のうち 317本（88%）で正しく樹種が判別できた（図３）。スギをヒ

ノキと誤判別した例が多く、その結果、スギは毎木調査で 41本に対して画像分類では 32本と誤

差が大きくなった。本実証試験において、ドローン調査における材積・樹種の推定精度は実用に

十分な精度を持っていた。これにより、販売計画や販売額の見積に重要となる、樹種ごとの材積

を推計するのにドローン調査が有効であることが示された。
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表 ドローン調査と毎木調査の比較 

図１ 毎木調査とドローン調査の樹高分布 

図２ 材積区分による立木の表示 

円の大きさは材積の大きさを表す 

図３ 樹種区分による立木の表示 

▲：スギ、●：ヒノキ 

４ 結果の要約 

ドローン調査による材積推定法を開発し評価を行なったところ、幹材積の誤差が４％、利用材

積の誤差は３％となった。別途開発した樹種の画像分類を併用することで、販売計画や販売額の

見積に重要となる、樹種ごとの材積を推計するのにドローン調査が有効であることが示された。 

〔キーワード〕ドローン、写真測量、材積推定、樹種分類 

５ 今後の問題点と次年度以降の計画 

 手法としては有効性が確認できたが、より多くの現場で精度検証を進めていく必要がある。引

き続き、補助事業実施地等を活用し検証を行う。 

６ 結果の発表、活用等 

第 131回日本森林学会大会で発表した（2020年 3月）。民間企業 1社で活用されている。 

本数 材積 (m3)

ヒノキ 445 287 328 (-26%) 290 (+ 1%)

スギ 41 47 32 (-22%) 37 (-21%)

合計 495 341 360 (-27%) 327 (- 4%)

毎木調査

本数 材積 (m3)

ドローン
樹種
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 富山県農林水産総合技術センター森林研究所 

発表者名 図子 光太郎 

調査・事例名 
地上型3DレーザースキャナーOWLを用いた品質等級別収量の推定 

内   容 

 近年、森林資源調査向けの地上型3Dレーザースキャナー（TLS）が製

品化され、林業現場での利用が進みつつある。TLSは樹幹の形状を精密

に計測できることから、造材後の丸太の品質等級別（曲がり量別の）の収

量予測が可能になると考えられる。そこで、富山県のような多雪地帯の根

元曲がりの大きいスギ人工林においてTLS（アドイン研究所 OWL）によ

る計測を行い、品質等級別の丸太収量の推定を試みたので報告したい。 

発 表 方 法 パワーポイント 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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地上型 3D レーザースキャナーOWL を用いた品質等級別収量の推定 

富山県農林水産総合技術センター 森林研究所 

１．目的 

 施業計画の立案や立木の売り払いおよび買い取りなどを行う際には、対象となる森林の資源情報

の取得が不可欠となる。また、素材生産現場においても高精度な森林資源情報を活用した作業効率

や付加価値の向上が求められている。リモートセンシング技術の急速な普及にも関わらず、立木の

本数、直径、樹高、材積、細り、曲がりといった森林資源の現況を正確に把握する際には、多くの

時間と労力を投じ、現地調査によって計測するのが一般的である。近年、これらを短時間に精度良

く計測する手法として、地上型 3D レーザースキャナー（以下地上型スキャナー）の利用が注目さ

れている。地上型スキャナーは照射したレーザーパルスが計測対象物とセンサの間を往復する時間

から距離を計測し、同時にレーザーの照射方向を計測することにより、計測対象物の３次元座標を

取得する装置であり、立木の本数や直径だけではなく、立木の配置や地形も無数の点群データによ

りコンピューター上に再現することができる。そこで、本研究では地上型 3D レーザースキャナー

（アドイン研究所 OWL）による森林計測の測定精度を検証するとともに、富山県のような多雪

地帯の根元曲がりの大きい立木の品質等級別の丸太収量の推定を試みた。

２．材料および方法 

松倉県営林（魚津市松倉地内）の 90 年生スギ人工

林内に地上型 3D レーザースキャナー（TLS）計測に

関する試験地（1.29ha）を設定した（図－1）。2019 年

10 月に毎木調査を実施し，胸高直径，樹高および立

木位置を計測するとともに幹の曲がりを樹幹形状級

により評価した。胸高直径の計測には輪尺（1cm 括

約），樹高の計測にはレーザー測高器をそれぞれ用い

た。樹高については 25 個体のみを計測し，それをも

とに作成した直径との回帰式により全個体の樹高を

求めた。毎木調査後，林内の雑草木を刈り払い，見通

しを確保した上で，地上型 3D レーザー計測器 OWL
を用い，林内の TLS 計測を実施した。計測間隔は約

10m とし，試験地外縁部を含め 144 の計測ポイント

を設けた。なお，TLS 計測によって得られる点群デー

タの解析には OWL に付属する解析ソフト OWL
manager と統計解析ソフト R の点群情報解析パッケ

ージである TreeLS を用いた。

３．結果および考察

胸高直径について輪尺と TLS による計測値の比較を図－2
に示した。TLS と輪尺による計測値の誤差は概ね±5cm 以内

であったが（RMSE：5.3），一部に大きく外れる点が認められ

た。TLS による誤差は計測点から対象となる立木までの距離

に影響を受けるとされていることから，各個体から最近計測

点までの距離と誤差の絶対値との関係について検討した（図

－3）。全ての立木において計測点までの距離は 10m 以下とな

り，誤差の大きさや外れ値の発生頻度に対する距離の影響は

認められなかった。

TLS 計測と従来法における胸高直径，樹高，単木幹材積の

平均値ならびに林分幹材積を表－1 に示した。TLS による胸

高直径の平均値は輪尺より 1cm 程度大きかった。また，TLS
による樹高の平均値はレーザー測高器よりも 8m 低く，この

図-1 松倉試験地の立木位置図 

図-2 TLS と輪尺による計測値の 
比較 
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影響により TLS の平均幹材積および林分材積は従来法よ

り 2 割程度小さかった。 
本調査での TLS の計測精度は，外れ値の発生も含め，既

往の研究（千葉 2017，川北ら 2018）と同様であった。点

群データから直径を推定する解析ソフトの多くは，本調査

で用いた OWL manager を含め，計測対象となる樹幹高さ

付近に分布する点群に円近似することで直径を求めてい

る。このため，点群密度の低下や部分的な点群の欠損によ

り誤差が大きくなることがある。また，雑草木や周辺立木によってレーザー光が遮蔽された場合や，

雑草木やツル類の点群が計測対象木の幹の一部として誤認識された場合にも大きな誤差を生じると

されている。しかし，本調査では，使用されているレーザーの到達限界とされる 30m に対して，何

れの個体についても充分に近い距離から計測が行われており，測定誤差に対する計測点までの距離

の影響も認められなかった。また，雑草木はあらかじめ刈り払われており，計測の障害になったと

は考えにくい。このため，計測対象となる立木に対し，林分内の他の立木がレーザー光を遮蔽する

などして，点群密度の低下や欠損を招いているのかもしれない。このことについては外れ値を発生

した立木の点群についてさらに詳細な解析を行って明らかにする必要がある。ただし，ほとんどの

個体は高い精度で直径の計測が行われており，実用上の問題は無いと考えられる。一方，樹高に関

しては，閉鎖林分での樹高計測に TLS が不適であることは既知であり，さらに本調査地の立木は比

較的高い樹高を有することから，OWL のレーザー光は樹頂まで到達しえない。このため樹高につ

いては従来どおり測高器により計測するか，航空レーザー計測あ

るいはドローン空撮画像の利用について検討すべきであろう。

点群データをもとに OWL manager によって算出された高さ

6m までの幹の矢高を樹幹形状級別に比較した（図－4）。樹幹形状

級が 1 級から 4 級に至るにしたがって矢高の中央値は増加した。

このように算出された矢高は，樹幹形状級による根元曲がりの評

価によく対応しているが，4 級木であっても大部分の個体の矢高

は 10cm 以下であり，全体的にかなり小さい。OWL manager は

高さ 0.5m と高さ 6m の樹幹の水平断面における近似円の中心座

標を直線で結び，この直線から高さ 0.5m～6m の間における 0.1m
毎の樹幹断面近似円の中心座標までの偏差の最大値を矢高として

いる。しかし，実際には胸高以下の点群は解析に使用されず，高

さ 0.5m における近似円の中心座標は胸高（1.2m）における近似

円の中心座標と同一となっているため，矢高が総じて過小になっ

たと考えられる。さらに，OWL manager における幹の直径は高さ

5～8m 付近までしか示されない。これは樹幹水平断面において円近

似を行う高さ方向の間隔を 10cm と比較的小さく設定していること

から，点群密度が低くなる樹幹上部ではその間隔内において円近似

を行うのに十分な点群を確保することが困難になるため，高さ 5～
8m 付近までしか幹直径が示されないと考えられる。 
このように OWL manager では高さ 1.2m 以下および 5～8m 以

上の樹幹の直径や曲がりに関する情報は点群データの有無にかか

わらず示されない。そこで，得られた点群データから樹幹形状に関

する特性値を最大限に取得できるようにするため統計解析ソフトR
とそのライブラリ TreeLS を用いて，樹幹の直径や曲がりを取得す

るためのプログラムを作成した（図－5）。 

林分材積
m3

TLS 47.1 ± 10.2 20.7 ± 2.1 1.6 ± 0.6 1044
従来法 46.0 ± 9.8 28.7 ± 2.0 2.1 ± 0.9 1386

平均胸高直径 平均樹高 平均幹材積
cm m m3

表-1 TLS 計測と従来計測法との林分統計量の比較 

図-3 TLS における最近計測点 
までの距離と誤差の比較

図-4 OWL managerが算出し
た矢高と樹幹形状級との関係 

図-5 R プログラムにより示し
た調査林分の樹幹形状  
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OWL manager と R プログラムのそれぞれから算出された

樹幹高さ 0.5～6m における矢高の比較を図－6 に示した。R プ

ログラムにより算出した矢高は OWL manager の矢高に比べ

て総じて高く，平均すると OWL manager の矢高の 3.8 倍と

なった。また，OWL manager の矢高が小さい場合でも R プロ

グラムでは高い値を示す個体が多数認められた。

R プログラムにより算出した樹幹の曲がりに関する情報を

利用して松倉試験地において生産される丸太（1 番玉：高さ 0.3
～4.3m，2 番玉 4.3～8.3m）の品質等級別（A 材，B 材，C 材）

材積を予測した（図－7）。1 番玉では 60%以上が C 材となり，

A 材は 15％であった。一方，2 番玉では C 材 13％程度であり，

A 材が 50%近くを占めた。なお 3 番玉以降（高さ 8.3m 以上）

についても予測を試みたが，高さ 12.3m 付近の幹断面を推定

できた個体は 50%以下であったことから，ここには結果を示

さない。

OWL manager および R プログラムの何れにおいても樹幹の水

平断面を円近似した際の中心のずれを樹幹の曲がりと仮定し，矢

高を算出している。しかし，実際の樹幹の水平断面形状は複雑で

あり，点群データから算出した曲がりや矢高が実際とどの程度適

合しているかは不明である。今後，こうした点について本試験に

おいて検証していく予定である。

図-6 OWL managerと R プログラ
ムから算出した矢高の比較

図-7 点群データから取得した
樹幹形状に基づく丸太の 

品質等級別材積 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    長野県 林業総合センター  

発表者名    市  原   満    

調査・事例名 
効率的な皆伐作業の設計システム構築 

内   容 

本県が従来から採用している素材生産設計システムは、間伐作業の歩

掛で調整したシステムであったことから、皆伐及び伐採から造林までの一

貫作業システムには対応していなかった。 

そこで今回、皆伐及び伐採造林一貫作業を中心に功程調査を実施

し、事件分析を行い、皆伐に対応した設計システムを作製した。 

発 表 方 法 別紙PDFのとおり 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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効率的な皆伐作業の設計システム構築 

長野県林業総合センター 指導部 髙野毅・小山泰弘・百瀬浩行 

1 背景 

県内人工林が資源として利用可能な収穫時期を迎え、皆伐再造林が進みつつあるが、

県営林事業で実施している素材生産設計システムは、間伐作業の歩掛で調製した設計

システム（以下「間伐設計版」という。）であるため、皆伐及び近年普及し始めている

伐採から造林までの一貫作業システムには対応していなかった。このため皆伐及び伐

採造林一貫作業を中心に功程調査を実施し、時間分析を行い、皆伐に対応した設計シ

ステム（以下「皆伐設計版」という。）を作製した。

２ 皆伐設計版の特徴 

 間伐設計版は、県営林事業で搬出間伐を行うための設計システムとして、長野県林

業総合センターで調査した歩掛と既存文献をもとに、県内で列状間伐による搬出が増

加してきた平成 14 年頃に、林務部が中心となって作製した。このシステムでは、立

木調査と現地の状況から設計条件を入力し、搬出間伐の設計書を作成することができ、

現在も県営林事業で活用されている。一方、近年県内民有林でも皆伐再造林が進むに

併せて、県営林でも皆伐施業の要望が出てきたことから、皆伐設計版を作製すること

とした。インターフェイス等は間伐設計版を活かし、間伐作業とは異なる作業を付加

するとともに、以前の作業では意識されなかった項目について修正した。 

2-1 皆伐作業における間伐作業と異なる点

(1) 事前刈払い：間伐時は間伐木周辺等必要最低限の区域が行われるが、皆伐時は後

の地拵え作業や林地内に機械が進入する際のトラブルを回避するため、区域全

体が行われる。特に県内に多いカラマツやアカマツは下層植生が発達している

ので、その手間が大きく、必要となる。

(2) 伐倒・集材：皆伐は選木作業が不要であるが、伐倒順を考え、整然と伐倒しない

と集材が難しくなる。効率的な集材を考えると、間伐作業以上にくさびを用いて

正確な位置へ伐倒させる必要性が高くなる。

(3) 造材：すべての立木を伐採するため、大径木も処理する必要があり、プロセッサ

造材が困難となることで手造材が増加する。

2-2 間伐設計版作製時には見られなかった作業

(1)グラップル等の伐木機械を用いた直取りや伐倒補助作業

(2)伐採から造材までを一貫して行う作業に伴う機械地拵え

(3) 複数作業の実施：集材、造材時の材の大きさや道からの距離に応じた作業方法

を複数選択することで、全体としての生産性を高める。
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３ 皆伐設計版の作製 

3-1 新たに実施した調査

皆伐設計版の作製にあたり、グラップル補助による伐倒や機械地拵えなど新たに必

要となった作業種を含め、表-1 に示した功程調査を行い、研究報告第 17 号などに示

された既存データとともに各作業のサイクルタイム式を算出し当該作業に要する人

工数を算出することにより積算できるようにした。また、皆伐作業に伴って新たに生

じた事前刈払いについては、1 か所の功程調査結果と 4 か所の日報調査の結果から所

要人工を計算した。 

表－１ 実施した功程調査の概要 表記は「箇所数(サイクル数)」を表す 

伐倒 集材 造材 小運搬 地拵え 

通常 2(56) ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ 2(161) ﾌﾟﾛｾｯｻ 3(147) ﾌｫﾜｰﾀﾞ 1(4) ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ 1(1) 

くさび使用 3(40) ｽｲﾝｸﾞﾔｰﾀﾞ 1(21) ﾁｪｰﾝｿｰ 2(20) ﾊﾞｹｯﾄ 2(13) 

ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ補助 3(147) ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ 1(22) レーキ 1(4) 

自走式搬器 2(91) 

本格架線 2(34) 

3-2 今回採用した複数作業方法の選択基準

皆伐設計版において、初めて採用した複数作業選択方法は、高性能林業機械が広く

導入されていることや、県内森林が大径化している状況を踏まえ、以下の基準により

選択できるようにした。 

ア 集材時

道から届く範囲はグラップル等で、道から届かない場所はスイングヤーダ等により

集材することとした。道から

届く材積は、森林内の立木が

均等配置されていることを前

提に、道から機械により直取

りが可能な面積を算出し、面

積割合をそのまま材積割合と

して決定した。道から一定距

離内の面積は、岐阜県森林研

究所及び岐阜県森林文化アカ

デミーが作製した「路網計画

支援ツール」を用い（図―１）、

民有林 18 箇所 26 区域、国

有林 17 箇所 33 区域を解析

した。 

図－１ 路網計画支援ツール出力結果例 
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イ 造材時

プロセッサで造材できる最大径と毎木又はプロット調査結果を入力すれば、機械と

と手造材の造材可能割合を推計できるようにした。 

ウ 地拵え時

林内に機械が進入できる上限林地勾配を設定し、その勾配を越えた場合は道から届

く範囲のみ機械地拵えとし、残りの場所は人力地拵え歩掛を適用することとした。こ

こでも「路網計画支援ツール」を用いて面積率を算出した。図―２に路網密度と道か

らの一定距離内の面積率との関係の一例を示す。図－２からは、路網密度が 200m/ha

の時は道から７ｍ以内の面積率は約 27%となり、アーム長が約７ｍの 0.45m3 級のベ

ースマシンを使った場合、全体面積の約 27％が機械地拵え、約 73%が人力地拵えとな

ることを示している。この使用機械の面積区分を皆伐システムに組み入れることによ

り積算に反映した。 

なお、各地の皆伐現場を調査する中で、グラップルによる直取りを優先するあまり、

路網密度を極端に高くする現場が散見された。高密度路網とすれば作業能率は高くな

るが、林地保全上の悪影響も大きく、路網面積が多くなることで、再造林後の生産面

積が減少するなど林業経営を考えるうえで好ましくない状況も予測されることから、

路網等の影響で潰れ地となる面積の上限を林地全体の 15％以下となるように設定し

た。（図―３）。 
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図－２ 路網密度と道から一定距離の面積率
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勾配別潰れ地率 車道から 1m 余幅あり 

路網密度 0° 5° 10° 15° 20° 25° 30° 35° 39° 

50 3% 3% 3% 3% 3% 3% 4% 5% 9% 

100 5% 5% 5% 6% 6% 6% 7% 9% 18% 

150 7% 8% 8% 8% 9% 10% 11% 14% 28% 

200 10% 10% 11% 11% 12% 13% 14% 18% 37% 

250 13% 13% 13% 14% 15% 16% 18% 23% 46% 

300 15% 16% 16% 17% 18% 19% 22% 27% 55% 

350 17% 18% 19% 20% 21% 22% 25% 32% 64% 

400 20% 21% 21% 22% 24% 26% 29% 36% 74% 

450 23% 23% 24% 25% 27% 29% 33% 41% 83% 

500 25% 26% 27% 28% 30% 32% 36% 46% 92% 

※潰れ地面積率を 15％未満に抑えるべきとして路網密度の上限を設定。

1)平坦及び緩傾斜地(0～15°)は、路網密度を 250m/ha

2)中傾斜地(15～25°)は 200m/ha

3)急傾斜地(25～35°)は 150m/ha

4)急峻地（35°～）は 50m/ha

図－３ 路網密度別林地勾配と潰れ地 

４ 最後に（今後の課題として） 

皆伐設計版は、令和元年度末に調製を完了した段階で、試験的に当センター構内を

対象とした皆伐作業において、重大な齟齬があるかどうかの確認を行っただけで、現

在運用している間伐作業版のバージョンアップ版として、県内現場で問題なく運用で

きるかどうかの実証には不十分である。長野県の県有林においても、木材需要の拡大

や林齢標準化に向けた動きを進める中で、徐々に皆伐再造林を検討する事例も増えて

いることから皆伐を行う現場で本システムを活用しながら設計を行い、実用に耐えら

れるかどうかの検証を行っていく必要がある。 

本システムが県有林事業で活用できるレベルに到達していれば、すでに運用されて

いる間伐の設計積算部分とあわせた設計積算システムとして活用が可能であるとと

もに、森林環境譲与税の導入により、森林管理の必要性が高まる市町村等公有林への

援用も検討していくことが必要になると思われる。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名  山梨県森林総合研究所  

発表者名 大地純平   

調査・事例名 
一貫作業システム導入に向けた段階的試験 ヒノキコンテナ苗植栽試験 

内   容 

ヒノキコンテナ苗を利用した一貫作業システムの構築には、ヒノキコ

ンテナ苗の特徴、植栽地各地での活着条件を知る必要があるが、本県で

はヒノキコンテナ苗を植栽した事例がないことから、実際にヒノキコン

テナ苗を植栽し、活着条件およびその成長について調査を行った。

試験の概要 

・植栽したコンテナ苗は樹高35 ㎝上、裸苗は経営上の比較を行うた

め、県内で主に植栽される樹高65 ㎝上のものを使用した。

・コンテナ苗植栽は専用器具（ディブル、コンテナ用唐鍬、改良唐鍬）

を使用し、専用器具を使用してコンテナ苗を植栽した場合、裸苗

の1/3～1/2の作業時間で植栽可能。

・コンテナ苗の樹高は植栽2年後で70～112cm、裸苗は107～160㎝、根

元直径はコンテナ苗9～17㎜、裸苗14～26㎜と裸苗の方が大きい。 

・ニホンジカによる食害率は裸苗30～36％に対し、コンテナ苗64～

100％とコンテナ苗の被害が非常に大きかった。

コンテナ苗植栽のメリット、デメリット

・専用器具を用いることで、植栽時間を裸苗の1/2～1/3 に短縮。

・春夏秋での植栽が可能で、春植えは裸苗よりも10％程度活着が良

い。コンテナ苗であれば秋植えも可能。

・植栽2 年では裸苗の生長届かず、保育期間延長の可能性がある。

・ニホンジカによる食害を非常に受けやすく、対策に労力を要する。 

発 表 方 法 パワーポイント（PDF添付） 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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試作クラッシャー地拵え機による切株処理に関する試験 

 

＜目的＞ 

株式会社日建「林業の成長産業化に対応した地拵え用アタッチメントの開発」

が令和１年度やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）として採

択され、「クラッシャー地拵え機試作一号」が完成した。 

試作されたクラッシャー地拵え機を用いて、実際の伐採跡地に残置されてい

る切株、枝条を粉砕処理し、その功程調査を行って作業効率を明確にするため

のデータ収集を行う。 

 

＜試験概要＞ 

試験地：北杜市大泉町石堂地内（(有)天女山実施の伐採跡地） 

傾斜は 0～5°で、局所的には１０°の箇所も見られるが全体的に

はほぼ平坦な地形。面積 3200㎡（エリア内枝条集積地は除く） 

本試験日：令和２年７月２日～３日（予備日７月１０日） 

使用ベース機械：日立建機 

型番 ZAXIS135USX （バケット容量.45～.59㎥） 

処理対象切株数：２８１株 

 

＜調査方法＞ 

本試験では、下記の方法、項目について調査を行った。 

 

1切株の計測（各個） 

・UAV を用いて試験地を事前に撮影しオルソ画像を作成。撮影した画像、

コンパス測量により切株位置を確認し、ナンバリングを行う。 

・伐採面直径（長短２方向）、地際直径（長短２方向）、切株高さ 

・根板の広がり 

・デジタルカメラにより切株直上部から撮影 

  

 

 

 

 

 

 

 

伐根の計測 
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2クラッシャー地拵え試験 

・作業状況のビデオ撮影による作業功程記録 

 ビデオカメラによる切株処理状況 

アクションカメラによる地拵え機オペレータ目線での映像記録 

・ビデオ撮影と並行したストップウォッチによる計測 

・GPSロガーによる移動軌跡の記録 

クラッシャー地拵え機（ヘッド）    作業中のヘッド状態確認 

切株のクラッシャー処理     グラップルによる障害物の除去 

 

3 クラッシャー処理後の調査 

・UAVによるクラッシャー地拵え後の試験地の撮影、比較 

・クラッシャー処理後の切り株の状況確認 

 

 

 

 

 

 

 

クラッシャー処理後の切株の状況 
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＜結果＞ 

詳細な結果については現在データ解析中であるため、概要を報告する。 

 

試験エリア内の対象総株数：281のうち、実際に破砕した切株は 7月 2日 211株、

7月 2日 4株（デモンストレーション）の合計 215株であった（残りの切株につい

ては試作２号機完成後の試験で処理予定）。 

クラッシャー処理した 215 株のうち、データが正確に取得できたものは 210 株で

あり、その内訳はアカマツ 16株、カラマツ 90株、ヒノキ 48株、その他広葉樹 56

株であった。 

下記の表に樹種別の計測結果の概要をまとめる。カラマツ、広葉樹はアカマツ、

ヒノキに比べ、同直径のものでもクラッシャー処理に時間が掛った印象がある。 

 

表 樹種別計測結果の概要 

  切り口直径 地際直径 高さ 切削時間 

アカマツ 18～57 ㎝ 24～68 ㎝ 10～19 6～64 秒 

カラマツ 16～69 ㎝ 20～92 ㎝ 8～37 ㎝ 2～130 秒 

ヒノキ 13～41 ㎝ 17～54 ㎝ 9～29 ㎝ 1～32 秒 

広葉樹 11～68 ㎝ 14～102 ㎝ 6～52 ㎝ 2～120 秒 

 

クラッシャー処理に掛る時間は、切株直径（切り口、地際直径）、高さ、体積、樹

種（硬さ）に影響を受けるものと考えられるが、平刃を多数備えたロータリーを切

株に押し当てて切削を行うことから、切株の直径にまずは強い影響を受けるものと

考えられる。実際に切株の切り口直径と処理時間を比較したところ切り口直径が大

きいほどクラッシャー処理に時間がかかる傾向にあった。 

今後、他要素についても検討し、より効率的な刃の並び、トルク、回転数などに

ついて検討を行っていく。 

 

＜今後の試験＞ 

クラッシャー地拵え試作 1 号機は切株処理に関しては非常に高い性能を持ってい

るが、枝条処理については、咥え込みによるロータリーの停止、材の吹き飛ばしな

どによる切削不良が確認されており、この改善に取り組んでいる。 

これまでの運用試験でえられた不具合部分を修正した試作２号機が年内に完成す

る予定であるため、これを受けて再度クラッシャー処理試験を実施する予定である。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名  森林総合研究所                      

発表者名  宗岡寛子                  
 

調査・事例名 

  

降雨強度に応じた林道災害頻度の解明 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

2019年度の関東中部林業試験研究機関連絡協議会において、林道

施設災害査定資料等を研究データとしてご提供いただけないかとい

う提案・要望事項を出させていただきました。これに対して富山県

農林水産総合技術センター森林研究所、長野県林業総合センターの

ご協力をいただき、林道災害データ、および林道路線基本情報をご

提供いただきました。 

このうち富山県の資料について、気象庁が提供する解析雨量デー

タ（1km四方のメッシュ単位の時間雨量データ）と重ね合わせて分

析することで、降雨強度に応じた林道災害頻度（林道1kmあたりに

発生する被災箇所数）を求めましたので報告いたします。 

 林道災害頻度は降雨強度に応じて大きく変化することが明らかにな

り、近年頻発している高強度の降雨のリスクを定量的に表現すること

ができました。この結果は、気候変動等の影響で豪雨頻度が増加した

場合に林道災害がどの程度増加するのか予測するための基礎データに

なると考えています。 

 今回資料をご提供いただいた両機関にこの場を借りて厚く御礼申し

上げます。今回は富山県の資料を分析させていただきましたが、地域

によってどの程度結果が異なってくるのか解明するため、より多くの

地域の資料について分析させていただければと考えています。 

  

発 表 方 法 PDF資料 

 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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降⾬強度に応じた林道災害頻度の解明
国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構
森林総合研究所 林業⼯学研究領域
宗岡寛⼦

降⾬強度に応じた林道災害リスクの解明

ある強度の降⾬イベントの発⽣下で
林道1kmあたりに何箇所の被害が発⽣するのか︖を解明する。

本研究の⽬的

なぜ︖
• 毎年の林道災害件数は、その年の降⾬条件や、
降⾬発⽣エリアの林道延⻑に⼤きく影響される。

• そのため、気候変動による豪⾬頻度の増加や、林道延⻑の変化を想定
した将来の林道災害件数を、過去の年間件数から予測することは困難。

• それを可能にするには、単位延⻑あたりの被災頻度を
降⾬強度別に知る必要がある。

⽅法
①解析⾬量データ、②富⼭県の林道路線基本情報、
③同県の過去20年間の林道災害資料 をもとに下記を求めた。

降⾬強度x が発⽣した
メッシュ内の合計林道延⻑

降⾬強度x が発⽣した
メッシュ内の合計被災箇所数降⾬強度x 発⽣下における

林道1kmあたり被災箇所数
＝

被災︕

被災︕

①解析⾬量データ ＋②林道路線基本情報 ＋③林道災害資料

降⾬強度xの発⽣メッシュ
（解析⾬量データより）

林道線形
（林道路線基本情報より）

⽅法（補⾜︓解析⾬量データ）
• 気象庁が作成。1kmメッシュ（2006年以降）で時間⾬量を収録
• 気象レーダー及び全国の⾬量計のデータを組み合わせて解析したもの。

結果
林道1kmあたり被災箇所数は、降⾬強度に応じて⼤きく変化。
最⼤24時間⾬量100〜150mmの降⾬イベント発⽣下︓10-3 箇所/km程度
最⼤24時間⾬量300〜350mmの降⾬イベント発⽣下︓10-1 箇所/km程度

まとめ
• 林道1kmあたり被災箇所数は、降⾬強度に応じて⼤きく変化し、
最⼤24時間⾬量100〜150mmでは10-3 箇所/km（1000kmに数箇所）
最⼤24時間⾬量300〜350mmでは10-1 箇所/km(10kmに数箇所）
という頻度となり、⾼強度の降⾬イベントのリスクを定量的に表現する
ことができた。

• 気候変動によって、林道災害を⾼頻度で引き起こす⾼強度の
降⾬イベントが増加すれば、災害件数の⼤幅増が懸念される。

今後の課題
• 異なる地域のデータでも同様の分析を⾏い、結果にどの程度地域性がある
のか明らかにする。

• 今回の結果と、気象学の分野で⽰されている豪⾬頻度の将来予測を⽤い、
将来の林道災害件数を予測する。
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林道災害データ、林道基本情報の研究資料としての貸与について
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その結果、富⼭県農林⽔産総合技術センター森林研究所と
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できました。また、⻑野県林業総合センターからも災害資料の
ご提供をいただきました。
この場をお借りして厚く御礼申し上げます。
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   岐阜県森林研究所        

発表者名  和多田友宏・臼田寿生                    
 

調査・事例名 

  

 森林作業道計画時におけるチェックリストの作成 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

森林作業の最適化を図るためには、壊れにくい森林作業道の整備が不

可欠となるが、実際の現場では、崩壊危険地に作設した路線などで損壊

が発生し、継続的な利用に支障をきたしている事例も少なくない。この

ため、岐阜県では、当所と行政の作業道担当が連携し、路線計画時にチ

ェックリストや傾斜区分図などを用いて、森林作業道の作設に適した場

所であるか、さらには構造物の設置の必要性などについて、着手前に確

認する取り組みを開始した。 

この取り組みにおいて、当所は、チェックリストの内容に対する助言

と解説資料の作成を行った。 

発 表 方 法 その他（資料配付 Ａ４×１３枚） 

 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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傾斜区分図とは

ＣＳ立体図とは

留意事項など
「傾斜区分図」や「ＣＳ立体図」は、図上に現地の地形をわかりやすく表現したものではあるが、

最終的には、現地調査等で得た様々な情報を踏まえて総合的に判断する必要があることに留意す

る。なお、両図ともに、↓Ｇ空間情報センター 岐阜県森林研究所のページ から入手可能。

https://www.geospatial.jp/ckan/organization/gifupref-forestrd

傾斜区分図は、任意の傾斜区分ごとに色分けした地図。傾斜角度が色により「見える化」されているた

め、自分の知りたい場所のおおよその傾斜を素早く確認することができる。

図1は傾斜区分図上に路網の崩壊箇所をプロットしたもの。崩壊箇所の多くは、30度以上の急傾斜地で

あることがわかる。さらに傾斜区分の境界に着目すると、上部の斜面よりも下部の斜面の傾斜が急な箇

所の境界線である「遷急線（せんきゅうせん）」の下方で多くの崩壊が発生していることがわかる。遷

急線は侵食前線とも呼ばれ、次の豪雨で崩壊が発生しやすい場所。このため、遷急線に近い場所で路網

を開設することは基本的に避けた方が賢明。

また、遷急線とは逆に、上部の斜面よりも下部の斜面の傾斜が緩い箇所の境界線である「遷緩線（せん

かんせん）」付近では湧水の発生が多くみられることから、路網を開設する際には湧水処理が必要とな

りますので注意が必要。

ＣＳ立体図は、谷（凹）地形を青色、尾根（凸）地形を赤色で、さらに、傾斜角度に応じて、緩斜面を

淡い色、急斜面を濃い色で塗り分け、直感的に地形を読み取りやすくした地図で、等高線の地形図より

も凹凸が直感的にわかるため、地すべり地形や断層などの危険地形が読み取りやすいことが特徴。

また、ＣＳ立体図上で青色と赤色が交互に集中している色の濃い場所は、地表面の侵食が進み、崩壊し

やすい「侵食域」であり、このような場所も路網開設を避けた方が賢明（図２）。

図1.傾斜区分図上にプロットした路網における崩壊発生箇所

図2.ＣＳ立体図上の侵食域
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０次谷とは
１次谷の上流に位置する谷頭部の集水地形

・過去の崩壊地

・湧水点（土層が湿潤）

・遷急線（侵食前）

・崩積土の堆積  が集中しており崩れやすい。

ＣＳ立体図による０次谷の判読

【判読のポイント】

☑ 凸地形に囲まれた幅広の緩やかな凹地（薄い青色）

☑ 凹地の中に明瞭な流路がない（線状の濃い青色がない）

☑ 下流側に湧水点がある（円形の濃い青色）

☑ 下流側に常水のある谷（１次谷）がある （線状の濃い青色）

田村俊和（1996）：微地形分類と地形発達－谷頭部斜面を中心に－，

水文地形学，古今書院，p.177-188

０次谷

1次谷

崩

壊

水により侵食された

沢（１次谷）

これから侵食される

凹地形（０次谷）

次の大雨で崩壊す

るかもしれない
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ＣＳ立体図による「地すべり地形」の判読

地すべりは多くの場合、滑落崖と移動体からなる

地すべり地形と呼ばれる特有の地形を作る。

また、初生地すべりから、長い間安定して谷の侵

食などによって移動体や滑落崖が開析を受けた地す

べり地まで、発達段階でさまざまな地すべり地形が

現れる。

【判読のポイント】

☑ 馬てい形状の凹地（青色）

☑ 山腹の円弧状の急崖（暗褐色）

☑ 山腹の平坦地（薄い青～白色）（沼・池・棚田がある場合も）

※ インターネット上の「地すべり地形分布図」（防災科学技術研究所）などでも

位置を把握することもできる

地すべり地形とは

地すべり地形でやってはいけない施業

立木に大きな変異は見られず近年動きはなく安定した地すべり地形であっても、脚部を掘削

したり、頭部に土を盛ったりすると再びすべり出し、大きな崩壊につながる可能性がある。

「地すべり地形とは？」（ 防災科学技術研究所）
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ＣＳ立体図による「地すべり地形」の判読（判読例追補）

滑落崖 移動体

地すべり地形分布図（防災科学技術研究所）による
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○断層の特徴 ○断層で見られる礫や粘土

○三角末端面は水の出口あるため崩れやすい

断層とは
断層 ＝ 応力を受けて岩盤が破断した場所

断層運動で、地層や岩石が粉々に砕かれた部分が一定の幅をもち、一定の方向に延びている場

合、その部分を「破砕帯」という。破砕帯は、幅数cm の場合から数百mの場合まである。

大規模な断層には大規模な破砕帯を伴う場合が多く、何々断層といわず何々破砕帯ということ

もある。 また、破砕帯の岩石は強度が低いため、切土時にのり面の崩落が発生しやすい。

読

【判読のポイント】

☑ 三角末端面

☑ 鞍部

☑ 直線状の谷

☑ 河川の屈曲

☑ 尾根の屈曲

※ 断層の位置は、活  れナビ」でも位置を把握する

ことができる。

薄い尖った礫

粘土

圧縮を受けた岩盤

三角末端面や

河川の曲りがみられる（産総研資料より）

水脈は尾根を流れる。

（直線状の谷が連続している例）
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ＣＳ立体図による「断層」の判読（判読例追補）

河川の屈曲 赤実線：三角末端面 黒点線：断層

断層鞍部鞍部をまたいだ直線的な谷が見られる

河川の屈曲と三角末端面が見られる
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異なる地質が隣接する箇所。隣接する地質の強度や透水性などが異なるため崩壊が発生しやすい。

路網の崩壊位置を地質図で落すと、下図のように地質境界に沿って崩壊している傾向が確認でき

る。（●：路網の崩壊位置）

地質境界とは

地質図の縮尺と見方

ＣＳ立体図による「地質境界」の判読

【判読のポイント】 ☑ 斜面勾配が変化

☑ 谷密度が変化

【留意事項】

ＣＳ立体図での地質境界の判読は非常に難しい。地質図や現地確認での情報も必要。

地質図はインターネット等からも入手できる。（地質図Navi（産業総合技術研究所）、

地質図カタログ、岐阜県域統合型GIS、ジオランドぎふ など）

☑ 縮尺について         ⇒  １／５ 万程度（１／２０万な

                                     ど縮尺が大きくなると、細かな

                                    情報が省略されてしまう。）

☑ 初見でわかること ⇒ カラフルな区域は地質が脆く、

崩れやすい。過去に様々な地殻

変動を受け、地質が入り組んで

いる区域であるため。

＊背景色の違いは地質が異なることを表している

・安山岩

・急傾斜

・地すべり、大規模崩壊堆積物

・花崗岩

・やや緩傾斜

・表層崩壊多発
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崩積土（崖錐含む）とは
過去の山腹崩壊や土石流によって流失した土砂や角礫が、堆積し斜面を形成した箇所。

この地形は、1度の土石流でできたのではなく、過去に何度も土石流が出て形成されたもの。豪

雨時には、今後も土石流があると考える。

また、緩斜面を形成していることもあるが、掘削して道を付けると上部から崩落しやすい。

ＣＳ立体図による「崩積土」の判読

【判読のポイント】

☑ 下流側形状が舌状・扇状（舌状・扇状の薄い茶～白色）

☑ 谷から続く緩傾斜地（薄い茶～白色）

☑ 輪郭は判然としない場合が多い

赤破線：崩積土

赤破線：崩積土

74



別紙6 変更（案）

令和 年度 予算ヒアリング版森林作業道等チェックリスト （別紙６）

路 線 名 ：

全 幅 員 ：

森林経営計画名： （承認前の計画は（）書きで記載）

生産基盤強化区域名：

チェック欄 対策等の概要
① □ 確認済

□ 未確認
※未確認路線の要望
は不可。

② □ 確認済
□ 未確認
※未確認路線の要望
は不可。

□ 有
⇒別紙6附則で

構造物設置検討
のチェック

□ 無
※「有」の場合は、下欄
をチェックする。

□ 予定あり
□ 予定なし
※「予定なし」の場合
は、右欄にコメントを記
載。

③ □ 超える箇所
はない

□ 超える箇所
がある

⇒別紙6附則で
構造物設置検討
のチェック

※超える箇所がある場
合は、右欄にコメントを
記載。

④ □ 崩壊危険地に
作設しない

□ 崩壊危険地に
作設する

⇒別紙6附則で
構造物設置検討
のチェック

※崩壊危険地に作設
する場合は、右欄にコ
メント記載。

⑤ □ 事業主体
□ 土地所有者
□ その他
※その他の場合は、右
欄にコメント記載。

⑥
□ あり
□ なし
※「なし」の場合、要望
は不可。
※法手続き等がない場
合、「あり」にチェック。

⑦

□ あり
□ なし
※ ありの場合は、右
欄にコメント記載。

【対象外事業】 「自伐隣家型地域森林整備事業」は本リストの対象外（市町村の間接補助事業であるため。）

周辺の森林作業道等に、補強等が必要性な箇所はありませんか。
※現地調査や、上記①～④をチェックする過程で、補強等が必要
な箇所が見つかった場合には、対策を講じてください。

下流２km以内に保全対象はありますか。
道が崩壊した場合、土石流化し下流２km程度まで被害が及ぶ恐れ
があります。 【土石流の特徴等は、別添資料参照】
（土砂災害（特別）警戒区域、土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危
険箇所などの砂防関係の指定地付近は、保全対象が近く、災害リ
スクが高いため特に注意が必要です）

構造物を設置するなどの万全の対策を講じる必要があります
が、その予定はありますか。
（※ 保全対象がない場合であっても、必要に応じて構造物の
設置の検討が必要です。保全対象がない場合は、対策が不
要との誤解がないよう留意ください。）

計画路線の幅員は、計画路線の林地傾斜度（傾斜区分図で確認）
に基本傾斜を超えていませんか。

＜参考＞
・全幅員3.5ｍは、林地傾斜度30°未満
・全幅員3ｍ以下は、林地傾斜度35°未満 の斜面での作設が基

本

崩壊危険地（０次谷、地すべり、断層、地質境界、崩積土）を避けた
線形となっていますか。
＜参考＞

ＣＳ立体図などで崩壊危険地を推定することができます。
また、断層の位置は地質図や活断層図で確認できます。

【崩壊危険地は、別添資料参照】

作設後の維持管理者は誰ですか。

保安林や砂防指定等の制限区域内に作設する際には、事前に必
要な手続きをとる必要があります。当該路線は、森林経営計画のほ
か、必要な法手続きの許認可が得られる見込みはありますか。

 チ ェ ッ ク 項 目

現地調査に加えて、航空写真や森林簿等で、開設費用、維持管理
費用等に見合った資源量を確認しましたか。

計画路線近傍の保全対象（人家、施設、取水施設等）の位置を地
形図等で確認しましたか。

作設場所：

想定事業：

事業者名：

路線種 ：
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2020/4/8現在
（別紙6附則）

（予算ヒアリング版森林作業道チェックリストの附則資料として）

森林作業道等チェックリスト（構造物を検討する際に留意すべきこと）

全幅員3.0m以上の林内路網の崩壊箇所を調査した結果、自然斜面傾斜30度以上では、崩壊の発生確率が高くなり
ます（図1参照）。また、全幅員3.0m未満の既設森林作業道を調査した結果、路肩崩壊は自然斜面傾斜35度以上かつ
構造物が設置されていない箇所で発生していました（図2参照）。
また、森林作業道等の作設指針において、傾斜35度以上の箇所は全幅員2.5m以下であっても「構造物がなければ
作設困難」とされてします（表１参照）。
路線検討の段階で、緩傾斜を通るように考慮することで、路体耐久性を向上できます。

計画路線上に、急傾斜箇所の占める割合が多い場合、構造物を設置しなければ路体耐久性が維持できない箇所
が多くなるため、構造物設置にかかる費用と森林作業道作設の効果との比較により線形の再検討が必要となりま
す。

□計画路線上に、急傾斜箇所はどの程度含まれていますか？

表１ 作設指針に示された全幅員ごとの構造物設置を検討すべき林地の傾斜区分

森林作業道作設指針（平成22年11月17日林整整第656号林野庁長官通知）および林業専
用道作設指針（平成22年9月24日22林整整第602号林野庁長官通知）に基づき作成

※「必要に応じて構造物を設置」とは、地形・地質などの条件により、土構造では切
土および盛土を安定させることができない場合に構造物を設置することを指す

林業専用道

２．５ｍ ３．０ｍ ３．５ｍ

～３０

３０～３５

３５～
構造物がなければ

作設困難
作設困難

傾斜区分

（度）

全幅員

森林作業道

土構造を基本

※必要に応じて構造物を設置

土構造を基本

※必要に応じて構造物を設置

作設困難

図1 道の崩壊箇所における道の上部
および下部の自然斜面傾斜
（全幅員３．０ｍ以上の路線）

図2 路線全体・路肩崩壊箇所・構造物設置箇所の
道下自然斜面分布の比較
（全幅員３．０ｍ未満の路線）
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◎作設指針に示された傾斜区分以上の箇所
全幅員ごとに示された傾斜区分以上の急傾斜地では、崩
壊のリスクが高くなります。

◎凹地形の箇所
このほか、凹地形等崩壊危険地形と呼ばれる箇所も崩壊
の発生しやすい箇所です。（図3参照）

◎地下水が発生する箇所
また、地下水が発生する箇所（湧水箇所）付近は、路体の
強度が低下するため、速やかに路体外の安定した地盤に
導水する必要があります。

◎傾斜区分図・CS立体図の利用
これらの条件が重なる箇所が、特に構造物の設置を検討すべき箇所となります。傾斜区分図やCS立体図を計画路
線と重ね合わせることで、事前に現地検討すべき箇所を絞り込むことができます。

□構造物のタイプについて
湧水箇所付近に設置する構造物は、透水性の良いものを選定し、洗掘による機能低下が起らない様に留意するこ
とが重要です。

また、丸太組工等中詰土を必要とする構造物については、周囲の土質が中詰土に適しているか確認し、適していな
い場合には、中詰土購入費用を含めて構造物を再検討する必要があります。

□維持管理体制の確認
構造物設置効果を維持するためには、作設後も点検し、機
能が低下している場合は、補修や改修を検討する必要があ
ります。
特に丸太を使用している構造物については、腐朽等丸太
材料の経年変化による機能低下が発生する可能性がある
ので、腐朽状況等を小まめに点検する必要があります。

一事例として、丸太構造物を路肩に施工し、約15年経過
した路線では、部材の腐朽が進み、中詰め土の流出・路面
クラックの発生・路面沈下などの変異が26箇所中25箇所で
発生していました。（写真参照）

作設後の維持管理者を明確にし、施工後の点検の計
画を策定しましょう。

□構造物設置の検討が必要な箇所とは？

凹地形

90%

凸地形

10%
凹地形

46%凸地形

54%

図3 路線全体・路肩崩壊箇所の
凹地形・凸地形の分布の比較
（外円：路線全体、内円：路肩崩壊箇

写真 丸太構造物の腐朽状況

丸太部材の腐朽により、中詰め土が流出

図4 傾斜区分図に計画路線を重ねた例
（現地確認すべき箇所を図上で絞り込み）

丸印が、傾斜35度以上

図5 CS立体図に計画路線を重ねた例
（現地確認すべき箇所を図上で絞り込み）

丸印が、崩壊が起こりやすい凹地形
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□森林作業道における構造物の必要性の評価指標

項目 条件等 該当

保全対象 人家、道路等 □

幅員３ｍ以下の場合 □ ※２

幅員３ｍ超の場合 □ ※２

集水地形 湧水等 □ ※３

※１

※１：該当項目数が２つ以上の場合は構造物の設置を検討

※２：傾斜の項目に該当する箇所が路線の多くを占める場合は作業道の作設は困難

※３：集水地形の項目に該当する場合は、かご枠工等の透水性を確保できる工種を選択

その他：粘土や砂などの2mm未満の土粒子が多い場合は、特に崩壊が起きやすいため、留意が必要

経済性 〇

積算のしやすさ 〇

施工性 〇

透水性 ×

耐久性 △

環境性 ◎

経済性 △

積算のしやすさ △

施工性 〇

透水性 ◎

耐久性 〇

環境性 △

丸太組工に比べて高価となる

生物由来の部材ではない

県内において施工事例が少なく、積上げによる積算とな
る

丸太の利用であり、環境負荷は著しく低い

部材となる丸太の腐朽や中詰め材の流出が発生する
と、路体の耐久性が著しく低下する。

◎構造物の事例とその特徴

枠材となる金網に塗装やめっきを施すことにより、耐久
性の向上が見込まれる

既製品であるかご枠の設置、中詰め材の投入の2工程
のみであり、中詰め材に玉石等を使用する場合は、吸出
し防止材や締固め作業等も不要となる

部材となる丸太は、周囲から調達可能である

〇かご枠工

〇丸太組工

枠材である金網や中詰め材となる玉石等は透水性に優
れている

傾斜

構造上、流水により中詰め材の流出が発生しやすく、枠
材となる丸太も湿潤状態では腐朽しやすくなるため、透
水性は期待できない

凹地形、現地の湿潤指標

該当項目数

評価指標

2km以内にあり

35度超

枠材となる丸太と中詰め土の組み合わせであり、現場調
達が可能であるが、枠材に適した径の丸太が周囲にな
ければ購入する必要がある

県において標準単価が示されており、積算が容易である

30度超
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(様式－２) 

提案・要望事項 

機関名 山梨県森林総合研究所

項   目 内     容 

提案・要望項目 
UAVを用いた森林整備事業の業務効率化について 

内   容 

下記内容について情報提供いただきたい。 

・各県における森林整備事業の実施状況

・事業の申請、検査でのUAV等による計測、現地確認事例の有無

・事例がある場合はその概要について

理   由 

・林野庁は、森林整備事業の申請・検査にリモートセンシング技術の活

用を進めることとしている。

・山梨県でも事業の申請・検査においてUAV等を活用していくために

は、その検査精度が確保されているか実証した上で、森林組合・林

業事業体等に普及していくことが必要である。

・森林整備事業は全国で実施されており、UAV等を活用した申請、検

査の手法はある程度体系化し、情報共有した方が効率的であると考

える。

・来年度より県単課題として「UAV、ICT機器を活用した森林整備事業

の業務効率化」に取り組むので情報交換をお願いしたい。
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令和３年度関東中部林業試験研究機関連絡協議会 

森林作業の最適化に関する研究会開催要領 

１ 日時、場所 

（会   議）  ７月７日（水）13：30～（2時間程度、発表件数による）、オンラインミーティング 

森林総合研究所会議室等から配信（可能な方は来所可） 

   （現地検討会）  状況が著しく改善した場合に、秋以降に別途開催 

２ 提出資料 

ご提出いただく資料は、下記様式１～３およびスライド等PDF資料です。各提出期限までに事務局

までご報告ください。 

○様式－１ 参加申し込み票 提出期限：６月２５日（金） 

○様式－２ 研究会に対する提案、要望事項 提出期限：６月２５日（金） 

○様式－３ 調査、事例報告に関する事項およびPDF資料  提出期限：７月２日（金） 

３ 議題 

1. 提案・要望事項について

特になし

2. 各都県の研究情報交換（各10分程度）

 総研 「森林総合研究所第五期中長期計画の概要」

「情報化施工による森林作業道の作設」

「欧州製中距離対応型タワーヤーダによる皆伐の上げ荷集材生産性」

 東京都 「東京都におけるリワイヤレスコントロール式チョーカーの利用実態について」 
 岐阜県 「森林作業道の土構造による横断排水の機能評価」

 静岡県 「スマートウォッチを用いた林業現場の作業状況モニタリング」

 長野県 「背負い式コンテナ苗用植穴掘機の生産性について」

 富山県 「里山コナラ林における伐出功程と収量について」

 山梨県 「ヒノキコンテナ苗と裸苗のニホンジカ食害の比較」

3. 今後の研究会の目標、取り組みについて

コロナ禍における研究会の進め方について

4.次期会長県の選出について

本年度中に現地検討会が開催できなかった場合、引き続き森林総合研究所が担当します。

5.その他
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「森林作業の最適化に関する研究会」参加者 

機関名 役職 氏名 備考 

森林研究・整備機構 

森林総合研究所 

研究会会長、林業工学研

究領域長 
毛綱 昌弘 会場 

研究コーディネーター（地

域イノベーション推進担

当、関東中部地域担当） 

陣川 雅樹 会場 

地域連携戦略室長 島田 健一 会場 

研究会幹事、事務局、収

穫システム研究室長 
中澤 昌彦 会場 

森林路網研究室長 鈴木 秀典 会場 

その他 WEB 

新潟県森林研究所 主任研究員 佐藤 渉 WEB 

愛知県森林・林業技術セ

ンター
主任研究員 藏屋 健治 WEB 

東京都農林総合研究セン

ター
研究員 吉岡 さんご WEB、発表者 

岐阜県森林研究所 

研究会幹事、専門研究員 臼田 寿生 WEB 

主任研究員 和多田 友宏 WEB、発表者 

山梨県森林総合研究所 

研究員 大地 純平 WEB、発表者 

研究員 武居 正道 WEB 

普及員 日下 慶 WEB 

長野県林業総合センター 

指導部長 倉本 栄 WEB 

研究会幹事、林業専門技

術員 
市原 満 WEB、発表者 

静岡県農林技術研究所

森林・林業研究センター 
上席研究員 佐々木 重樹 WEB、発表者 

富山県農林水産総合技

術センター森林研究所 
副所長 図子光太郎 WEB、発表者 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    森林総合研究所    

発表者名  毛綱昌弘 

調査・事例名 
森林総合研究所第五期中長期計画の概要 

内   容 

森林総合研究所では、令和3年度より第五期中長期計画（令和3年度～7

年度）が開始されましたので、この概要について林業工学研究領域が主

として担当する課題を中心に紹介します。 

発 表 方 法 パワーポイント 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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Forestry and Forest Products
Research Institute

Forestry and Forest Products
Research Institute
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•
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•
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0.43

1 2

…

3

mAP IoU
0.816 0.775
0.385 0.747

•
•
•

•
•
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•
•
•

•
•

•
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    森林総合研究所    

発表者名   鈴木 秀典

調査・事例名 
情報化施工による森林作業道の作設 

内   容 

 作業道作設のための情報化施工システムを開発しました。本システムは、

掘削作業を支援するためのモニタ、機械位置を特定するためのトータルステ

ーション、機械の姿勢を特定するためのセンサ類、路面の締固め状況を特定

するための機器類などから構成されています。これら装置のほか、必要なデ

ータなどについてご紹介します。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付 Ａ４×１枚） 
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情報化施⼯による森林作業道の作設
森林総合研究所 森林路網研究室 鈴⽊秀典

農研機構⽣研⽀援センター「⽣産性⾰命に向けた⾰新的技術開発事業」 2

研究の概要

2

情報化施⼯コンソーシアム
国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構

開発・検証
株式会社前⽥製作所

装置（ハードウェア）
株式会社ジツタ

ソフトウェア
アジア航測株式会社

森林情報データベース
国⽴⼤学法⼈岩⼿⼤学

地上レーザ計測
国⽴⼤学法⼈東京農⼯⼤学

ガイダンス⼿法
⻑野森林組合

作業道作設・評価・検証

協⼒機関
⻑野県林務部

普及⽀援
住友林業株式会社

路線設計ソフトウェア提供

農研機構⽣研⽀援センター「⽣産性⾰命に向けた⾰新的技術開発事業」

「作業道の情報化施⼯に関する実証研究」

3

システムの概要

3

⾞載モニタ

路⾯⽀持⼒計測装置 振動加速度計測装置

モニタ画⾯

ポテンショメータ

IMU（慣性計測装置）

プリズム

4

掘削作業のガイダンス画⾯

4

2D表⽰

3D表⽰

正⾯表⽰

横向き表⽰

ピッチ(%)
ロール(%)
を表⽰

バックホウ⽖先
から設計⾯まで
の距離表⽰

設計⾯

現況地盤

5

使⽤した地形データ

5

航空レーザデータ

地上レーザデータ（歩⾏型）

地上レーザデータ（据置型）

○広範囲のデータを取得できる
×有料（5mDEMなど⼀部無料）
×計測点（1m2あたりの点数）が少ない

○据置型より短時間の計測が可能
△計測点（1m2あたりの点数）がやや多い
×絶対座標の付与に⼯夫が必要
×歩⾏時の急な動きでデータにゆがみ

○歩⾏型より⾼精度
○計測点（1m2あたりの点数）が多い
×絶対座標の付与に⼯夫が必要
×歩⾏型よりも⻑時間を要する ⾚点︓地上レーザ

⻘点︓UAVレーザ

6

SfMによる出来形測量

6

SfM（Structure from Motion）：多視点ステレオ写真測量
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77

SfMによる出来形測量

地上レーザ（据置型）とSfM（動画）との差は約5cm（平均）
のり肩が画像に映っていなかった場所などでは点群が構築されなかった

地上レーザ計測データとの⽐較
据置型
歩⾏型
SfM（動画）

画像に映っていなかった

点群が正しく構築されなかった

据置型
歩⾏型
SfM（動画）

逆光・⽩⾶び・
⿊つぶれもダメ

【点群作成に不向きな画像】
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    森林総合研究所    

発表者名  中澤昌彦  

調査・事例名 
欧州製中距離対応型タワーヤーダによる皆伐の上げ荷集材生産性 

内   容 

森林総合研究所交付金プロジェクトにおいて、「積極的長伐期林業を目指
した大径材生産技術の開発」を平成30～令和2年に実施しました。この中
でタワーヤーダによる皆伐試験を行ったので、この事例を紹介します。

発 表 方 法 パワーポイント 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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Forestry and Forest Products Research Institute Forestry and Forest Products Research Institute

Forestry and Forest Products Research Institute

3% 87% 0%
2

2%

9%
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名  東京都農林総合研究センター  

発表者名  吉岡 さんご

調査・事例名 
東京都におけるリワイヤレスコントロール式チョーカーの利用実態について 

内   容 

ワイヤレスコントロール式チョーカーとは、遠隔操作により、木材の荷外

し作業を自動化し、作業員の負荷を軽減するだけでなく、危険な荷外し

作業から作業員を遠ざけることができる林業用具です。 

東京都においては、森林循環推進事業として大規模な皆伐が進めら

れています。急傾斜地においては、架線による集材方法が、主に採用さ

れています。 

ワイヤレスコントロール式チョーカーは、複数の集材事業地で利用され

てきました。これまでの利用実態と現場作業員の聞き取り調査から見えて

きた課題を紹介します。 

発 表 方 法 その他（資料配付Ａ４×１枚） 
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令和３年７月２日 

東京都農林総合研究センター 

東京都におけるワイヤレスコントロール式チョーカーの利用実態 

■背景

ワイヤレスコントロール式チョーカーワイヤーロープ（以下、オートチョーカー：Ludwig 社製）

とは、遠隔操作により、木材の荷外し作業を自動化し、作業員の負荷を軽減するだけでなく、

危険な荷外し作業から作業員を遠ざけることができる林業工具です。 

多摩地域は急傾斜地が多く、小規模林業所有者が多いといった林業特性から、集材作業

の多くは架線系が採用されている。 

農総研では、平成２５年にオートチョーカーを試験的に購入し、東京都の伐採搬出現場に

貸し出しを行いました。これまでの集材現場での利用実態と、作業員や販売代理店からの聞

き取り調査から見えてきた課題を紹介します。 

■これまでの利用実態

１．青梅市御岳  事業地面積 4.21ha 集材機 

２．あきる野市引田  事業地面積 0.73ha スイングヤーダ 

３．あきる野市小和田 事業地面積 2.02ha 集材機 

■現場作業員の聞き取り調査

１）オートチョーカー自体が重く、山中での作業に、ワイヤーロープの重量及び荷掛け作業時

間において、負荷がかかってしまう。

２）動作に必要な電池が、日本で一般的に市販されている電池ではない。

３）電池の消耗が大きい（荷掛け時の状態で、電源が入る仕組みになっており、人的なミスによ

り電源が入った状態で作業を終えると、翌朝には電池が切れてしまう。）

４）グリースを塗るなど、動作部分のメンテナンスに手間がかかる。

５）山上げ（尾根沿いの林道など、高標高の土場に集材すること）であれば、材の重量でワイヤ

ーロープが緩むことがなく、安全に利用できる。東京都は、急峻で起伏のある現場が多く、

オートチョーカーの使用適地は、事故を未然に防ぐうえでも慎重に選ぶ必要がある。

６）木材によってワイヤーロープの長さを変えること、故障時にスペアとして持っておくことなど、

複数のオートチョーカーがあるとよい。

■販売代理店への聞き取り調査（オートチョーカーの販売代理店は国内で１社）

１）オートチョーカーの販売数は国内で約 20 台程度。タワーヤーダや自走式搬器と同時に購

入されるケースが多い。架線集材が主流の北関東・中部地方・中国四国などでの販売実績

が主になる。

２）冬場の気温の下がる地域では、オートチョーカーの凍結・電源の電圧低下で使用できない
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ことがあった。 

３）代理店への相談として圧倒的に多いのが、メンテナンス不足による動作不良。（チョーカー

部分にグリースを毎日塗布することをメーカーとしては推奨しているが、守っていただけない

ケースが多い。）

■今後について

荷外し作業は、材木の近くで作業する危険な作業であるため、オートチョーカーの利用は、

安全面・効率面においては非常に有利である。安全は、何においても優先される事項であるこ

とから、現場監督員及び作業員のいずれも、オートチョーカーを継続して利用したいとの反応

があった。販売メーカーからも、オートチョーカーのような機能を有する林業工具は少ないこと、

架線集材において、荷掛けや荷外し作業の自動化は難しいことから、今後も需要はあると考え

ているとのことだった。 

■調査協力

東京都森林組合、（株）サナース営業部

図１ 集材機による架線集材の様子 図２ 森林で伐採された木 

図３ 従来のスリングロープ 図４ オートチョーカー 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   岐阜県森林研究所 

発表者名  和多田 友宏  

調査・事例名 
森林作業道の土構造による横断排水の機能評価 

内   容 

森林作業道の路面水などを処理するために設置される横断排水施設は、

規格や設置間隔などの仕様が定められていないため、一部の既設道では排

水施設の機能不全により路面侵食等が発生し、道の利用に支障をきたして

いる路線も見受けられます。そこで、岐阜県内の多くの現場で採用されてい

る土構造の排水施設の適切な仕様を明らかにすることを目的に実態調査と

機能評価を行いました。 

今回は、その調査結果や解析内容について紹介します。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付（概要版） Ａ４×1枚） 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター 

発表者名  佐々木 重樹  

調査・事例名 
スマートウォッチを用いた林業現場の作業状況モニタリング

内   容 

スマートウォッチの加速度センサー、ジャイロセンサー及び心拍センサ

ーを用いて、林業現場での作業者の状態がモニタリング可能かを調査し

た。 

 作業者の左手首（利き腕の反対側）にWear OS by Google対応のスマ

ートウォッチを装着し、3軸方向の加速度センサー及びジャイロセンサー

の計測値、心拍数を記録した。作業内容を把握するため、作業者のヘル

メットにアクションカメラGoProを装着し動画を撮影した。また、作業者の疲

労度を把握するために、作業開始前、休憩の前後に疲労状況をVAS

（Visual Analog Scale）で記録するアンケートを実施した。 

 2020年9月から12月の間に、延べ16名の作業者について、下刈り及び

伐倒の作業を中心に、一連の付帯作業も含めて作業を記録した。 

 加速度センサー及びジャイロセンサーの出力を周波数分析することで、

作業種別に特徴的な動作が検出され、センサーの情報から作業内容を

判別できる可能性が示唆された。 

 疲労度と心拍数については連動した変化が観察されたが、個人差もあ

り、さらなるデータの収集が必要である。また、精神的ストレスについても

心拍数データから推定できる可能性がある。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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https://www.youtube.com/channel/UCTjdTosARpVUFUIX tyY95A
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    長野県林業総合センター  

発表者名      市 原  満    

調査・事例名 
背負い式コンテナ苗用植穴掘機の生産性について 

内   容 

コンテナ苗の普及に伴い、植栽作業における機械化が検討されてい

る。 

植穴掘機としては過去にアースオーガ等が用いられたが実際には普

及しなかった。 

令和３年１月に植穴掘機による植栽が獣害防護柵とセットで実施され

た事例があったので、その生産性を調査し、これまでに報告されているコ

ンテナ苗用のﾃﾞｨブル、ｽﾍﾟｰﾄﾞと比較したので報告する。

発 表 方 法 パワーポイント 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 富山県農林水産総合技術センター森林研究所 

発表者名 図子光太郎 

調査・事例名 
里山コナラ林における伐出功程と収量について 

内   容 

コナラなどの広葉樹については利用材積や伐出作業の功程に関する十分

な資料がないことから、収量予測や伐出経費の見積などを実用的な精度で

行えないのが実態である。そこで里山コナラ林における素材生産収量や伐

出作業の功程について調査を実施したので報告する。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名  山梨県森林総合研究所  

発表者名  大地 純平 

調査・事例名 
ヒノキコンテナ苗と裸苗のニホンジカ食害の比較

内   容 

 山梨県内で実施した、ヒノキコンテナ苗植栽試験地において、防鹿柵破損

によりニホンジカが侵入しました。 

その際のニホンジカ食害による被害がヒノキコンテナ苗、裸苗で差異が見ら

れましたので情報提供いたします。 

発 表 方 法 その他（資料配付 Ａ４×1枚） 
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ヒノキコンテナ苗と裸苗のニホンジカ食害の比較

一貫作業システムにおいて、「コンテナ苗」は伐採、地拵えから植栽までの工程を効率的
に行うためのキーアイテムの一つとして注目されている。山梨県でもヒノキ、カラマツのコ
ンテナ苗植栽が始まっており、今後その植栽本数は増えていくものと考えられる。

一方で、ヒノキコンテナ苗を用いた植栽試験の過程で、ヒノキコンテナ苗と裸苗のニホン
ジカ食害を3試験地で比較したところ、ヒノキコンテナ苗の被害が植栽木の73～１００％で
あったのに対し、裸苗は３０～３６％の被害に止まっており、ニホンジカはヒノキコンテナ
苗を選択的に採食する傾向がみられた。 

表1 試験地の概要 

写真1 植栽地内のニホンジカ 

ヒノキコンテナ苗および比較用ヒノキ裸苗について
〇ヒノキコンテナ苗

根鉢容量150ｃｃ、樹高35ｃｍ上（平均45.6㎝）、愛知県産2年生苗 
〇比較用ヒノキ裸苗 

  樹高65ｃｍ上（大苗、平均65㎝、県有林採用基準） 
植栽本数はコンテナ苗、裸苗ともに県有林植栽基準の2700本/haとした。 

都留試験地 南部試験地 研究所実習林
コンテナ苗 100 73 72

裸苗 31 36 30

表2 各試験地のニホンジカ食害率［％］ 

写真2 葉の食害   写真3 引き抜き 109



令和４年度

関東・中部林業試験研究機関連絡協議会

森林作業の最適化に関する研究会 

令和４年８月４日（木）～令和４年８月５日（金）

森林総合研究所
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令和４年度 関東・中部林業試験研究機関連絡協議会

森林作業の最適化に関する研究会

参 加 者

機 関  名 役  職 氏  名

富山県農林水産総合技術センター 

森林研究所
副所長 図子 光太郎

長野県林業総合センター

課長補佐兼

林業専門技術員
市原 満

主任研究員 大矢 信次郎

愛知県森林・林業技術センター 主任研究員 藏屋 健治

静岡県農林技術研究所

森林・林業研究センター

上席研究員 佐々木 重樹

主任研究員 野末 尚希

山梨県森林総合研究所
研究員 武居 正道

研究員 大地 純平

山梨県林政部森林整備課 緑化推進監 齋藤 寛

新潟県森林研究所 研究員 清水 達哉

岐阜県森林研究所
専門研究員 臼田 寿生

専門研究員 和多田 友宏

森林総合研究所

研究ディレクター 陣川 雅樹

地域連携戦略室長 島田 健一

林業工学研究領域長 毛綱 昌弘

産学官連携・

知財戦略室長
𠮷𠮷田 智佳史

収穫システム研究室長 中澤 昌彦

主任研究員 山口 智

主任研究員 宗岡 寛子

研究員 中田 知沙

研究員 大塚 大

※オンライン参加者を含む。

※上記は事前に参加申込をいただいた方（オンラインでの当日参加は自由）。
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令和4年度関東中部林業試験研究機関連絡協議会 

森林作業の最適化に関する研究会開催要領 

１ 日時、場所 

（会   議）  ８月４日（木）１３：３０～１６：００ 

森林総合研究所 第３輪講室（研究本館北棟２階） 

Teamsによるオンライン配信（13：00～接続テスト） 

   （現地検討会）  ８月５日（金）９：００～１２：００ 

８：３０  森林総研発（事業用車） 

８：４５  牛久シティホテル駅前館、または牛久駅東口ターミナル 

９：００  本社工場（龍ケ崎市庄兵衛新田町２８２） 

１０：３０ 株式会社諸岡 試験開発・デモセンター（稲敷郡阿見町飯倉） 

１２：００ 解散（ひたち野うしく駅、または森林総研） 

２ 提出資料 

ご提出いただく資料は、下記様式１～３およびスライド等PDF資料です。各提出期限までに事務局

までご報告ください。 

○様式－１ 参加申し込み票 提出期限：７月１５日（金） 

○様式－２ 研究会に対する提案、要望事項 提出期限：７月２９日（金） 

○様式－３ 調査、事例報告に関する事項 提出期限：７月２９日（金） 

３ 議題 

＊各発表は5分程度でお願いします。 

1. 提案・要望事項について

 長野県 「グラップルの「用途外使用について」」

 静岡県 「木材生産におけるＣＯ２収支（固定量・発生量）の把握について」

2. 各都県の研究情報交換

 富山県 「森林航空レーザ計測結果の精度検証と活用事例の紹介」

 愛知県 「林業用ドローンによる苗木等の運搬」

 山梨県 「山地帯でのUAVを用いた荷物運搬試験について」

「山梨県における森林業務、作業のスマート化について」

「素材生産性向上に着目した工程管理手法の検討」

 岐阜県 「森林路網計画支援マップの作成」

 静岡県 「スマートウォッチを用いた林業現場の作業状況モニタリング（2）」

 新潟県 「植栽初期の生残・成長から評価した育苗用コンテナ仕様」

 森林総研「複層林（ヒノキ漸伐）における収穫作業の下層木損傷と主作業費」

「フォワーダ集材工程における労働負担の解明」

3. 次期会長県の選出について

4. 今後の研究会の目標、取り組みについて

5. その他

連絡事項等
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 富山県農林水産総合技術センター森林研究所 

発表者名  図子光太郎 

調査・事例名 
森林航空レーザ計測結果の精度検証と活用事例の紹介 

内   容 

近年、航空レーザ計測の普及により、高精度な森林資源情報の把握

が可能となり、森林利用学分野においてもその活用が期待されている。

富山県においても大部分の民有林において航空レーザ計測が実施さ

れ、高精度森林資源量情報の利用が可能となった。そこで、こうした情報

の林業現場への提供に先立ち、データの精度検証を実施するとともに、

その活用方法について検討したので報告したい。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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TPAFFRC

航空レーザー計測の精度と活⽤

森林研究所 図⼦ 光太郎

2022/08/04
TPAFFRC

⽬的

航空レーザ計測によって取得した森林資源
量および標⾼に関するデータの精度を検証
し、その実⽤性などについて検討する。

TPAFFRC
実測値との⽐較

富⼭県農林⽔産公社営林資源量調査

調査時期：2015 ‒ 2017
プロット数：634
プロット⾯積：400 m2

対象樹種：スギ
調査⽅法

樹⾼：レーザー樹⾼計測器
超⾳波樹⾼計測器

直径：直径巻き尺

精度検証に⽤いた毎⽊調査プロット
（634地点）

TPAFFRC
ALSデータの精度検証

精度検証に⽤いた毎⽊調査プロット（634地点）

TPAFFRC
樹⾼

樹⾼における実測とALS計測の⽐較

ALSは樹⾼に関して実⽤的な精度を有する

RMSE
平均平⽅⼆乗誤差

TPAFFRC
⽴⽊本数

⽴⽊本数における実測とALS計測の⽐較

ALSでは被圧⽊の認識は困難

ALS計測の⽴⽊本数は実測より
ha当たり100本程度少ない
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TPAFFRC
胸⾼直径

ALS計測の平均直径は実測より
3 cm 程度⼤きい

胸⾼直径の実測とALS計測の⽐較

直径は回帰式を介し樹⾼から推定される

TPAFFRC
林分材積

林分材積の実測とALS計測の⽐較

TPAFFRC

ALS計測による樹⾼測定値の精度は⾼いが
⽴⽊本数や林分材積の精度は低い

林分統計量間の精度⽐較
TPAFFRC

樹⾼誤差と地形因⼦の関係

解析⽅法：GLM

⽬的変数：RMSPE

説明変数：地形因⼦
elevation 

slope 

openness

profile curvature  

plan curvature

relative slope position

解析結果

急傾斜地、斜⾯下部では誤差が増加

TPAFFRC
⿂津市松倉調査地

ALSと実測の⽴⽊位置の⽐較

⾯積：1.27 ha
林齢：80年⽣

TPAFFRC

特定林分の資源量を⾼精度に把握することは困難。
⽴⽊の売買などに⽤いることはできるか・・・？
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TPAFFRC

素材⽣産経営収⽀
−富⼭県農林⽔産公社営林の事例−

活⽤例

TPAFFRC
⽬的

航空レーザ計測により取得した森林資
源量データをもとに、公社営林の資源
量および素材⽣産を実施した場合の経
営収⽀を明らかにする。

TPAFFRC
公社営林資源情報解析

令和３年度富⼭県農林⽔産公社森林資源情報解析業務委託
請負者：中⽇本航空株式会社 富⼭⽀店

業務内容
• 公社営林⼩班ポリゴンの調整
• ⼩班ポリゴンと台帳情報との

関連付け
• ⼩班ポリゴンと航空レーザ計

測森林資源情報との関連付け
• ⼩班単位の林分統計量の算出

公社営林⼩班ポリゴン

⼩班数：3604
総⾯積：7408 ha
（契約⾯積：7459ha)

TPAFFRC
経営収⽀算出条件

仮定素材単価
• A 材単価：13,000 円/m3

• B 材単価：10,000 円/m3

• C 材単価：4,000 円/m3

伐出作業
伐⽊：チェンソー
⽊寄せ：ウインチ付きグラップル
造材：ハーベスタ
集材：フォワーダ

• 作業路網密度：170 m/ha
路網作設：バックホウ

間接経費
運搬費、販売⼿数料、付帯⼈件費、諸経費

TPAFFRC
伐出経費

単位材積伐出経費の市町別⽐較

氷⾒市の経費は突出して低く、
富⼭管内の経費は総じて⾼い。

TPAFFRC
素材⽣産経営収⽀

単位⾯積経営収⽀の市町別⽐較

収⽀マイナスとなる市町が多
いが、氷⾒市では⼤部分の林
分が収⽀プラスとなる。
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TPAFFRC
主伐を推奨できる⼩班
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 愛知県森林・林業技術センター 

発表者名 藏屋健治 

調査・事例名 
林業用ドローンによる苗木等の運搬 

内   容 

森林資源の循環利用を推進していく中で伐採後の再造林に係

る費用の増加が問題となっており、再造林を行うための資材等の

運搬に係る労働負荷の軽減や低コスト化が望まれている。これら

を解消するため、県内の植栽地において林業用ドローンによる苗

木等の運搬を試みた。

その結果、ドローンによる運搬は、1人日当たり約500～750kg
の運搬能力を有しており、人力運搬に比べて約2.5～2.8倍の運搬

量があることが分かった。また、資材1kg当たりの運搬経費（人

件費のみ）は、人力運搬では約83円に対しドローン運搬では約31
円となり、約50円の経費節減につながることも分かった。また、

今回の実証結果から、ドローンの往復に係る飛行時間は、100ｍ
延長するごとに約35秒伸びること、運搬距離に関係なく下り運搬

が上り運搬に比べて約30秒多く掛かることも分かった。

発 表 方 法 パワーポイント もしくはPDF 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名  山梨県森林総合研究所 

発表者名 大地純平 

調査・事例名 
山地帯でのUAVを用いた荷物運搬試験について 

内   容 

・背景、目的

サントリーホールディングスとの共同研究である「天然水の森

南アルプス」活動の一環として、UAVを使用した山地帯への貨物運

搬について検証を行った。

・方法

試験では、サイトテック社製UAV「YOROI 6S1750F（離陸最大重量

60㎏）」を使用し、UAVの運用についてはサイトテック社（山梨県身

延町）に委託し、事前の現地調査、必要資材の運搬、試験当日の作

業等は協働して行った。

離陸地点（標高約800m）と荷受側（標高約1600m）の標高差は800m、

直線飛行距離は2㎞で、天候の安定した、令和4年3月10、11日に試

験を実施した。 

・結果① 飛行と最大積載量

7往復（計14フライト）実施し、片道平均飛行時間は8分4秒であった。

試験で使用した機体において、バッテリー交換なし、バッテリー残量

30％以上での往復飛行を行う場合、往路13.1㎏、復路積載無しで状態

の良いバッテリーを使用すれば理論上可能である。また、片道飛行の

場合は20㎏程度が最大積載量と考えられる。

・結果② 費用

1飛行（片道）の費用は63,800円（往復127,600円）となった。

発 表 方 法 資料配付Ａ４×5P、3枚） 

飛行映像（1分30秒） 
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山地帯での UAVを用いた荷物運搬試験について 

山梨県森林総合研究所 大地純平 

・背景、目的

サントリーの森作業拠点は、麓の登山起点からおおよそ 4㎞、標高差800mの位置にあり、

試験資材の運搬や捕獲したニホンジカの運搬などにかなりの労力を要する。 

運搬する資材等については一個口 10～30㎏程度の重量のものが多く、ヘリのような大口

運搬用機材ではオーバースペックとなる。一方で小回りが利くと言われる UAVについても

最大積載量、飛行時間（バッテリー性能）、飛行環境の影響などによる制約がある。 

本試験では、現状での最適化として、「山麓～サントリーの森作業拠点」間の安定飛行ル

ートの選定、最適運搬重量、必要資材・人員、費用について明らかにし、サントリーの森

における UAV 荷物運搬の可能性を検討する。 

・方法

試験では、サイトテック社製 UAV「YOROI 6S1750F（写真 1、表 1）」を使用し、UAVの運

用（離陸地点・飛行コースの選定、運搬スケジュールの調整）についてはサイトテック社

（山梨県身延町）に委託し、事前の現地調査、必要資材の運搬、試験当日の作業等は協働

して行った。

山地での UAV による荷物運搬において、強い風と気圧変化は大きな障害となるため、天

候の安定した日を選び、令和 4年 3月 10、11日に試験を実施した。 

写真 1 UAV「YOROI 6S1750F」 

表 1 サイトテック社製 UAV「YOROI 6S1750F」スペック概要 

飛行時寸法 W1,853mm×D1,625mm×H805mm
機体重量 17ｋｇ
バッテリー 18000ｍAh ×3本（12.3㎏）

離陸最大重量 60㎏（実運用：20㎏）
最大飛行高度 2,500m

最大飛行時間目安 12分（20㎏積載時）
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運搬する荷物は、作業拠点での試験で使用する資材を用い、一個口「10～16㎏」の範囲

で調整し、コンテナ、フレコンバックに納め、6個口（67㎏）を用意した。（写真 2） 

試験では、計 6個口の荷物を運搬し、片道飛行（運搬重量）ごとに、飛行時間、飛行後

のバッテリー残量を記録した。 

 

写真 2 ＵＡＶ運搬用荷物 

・事前準備 

試験の事前準備として、サントリーの森作業拠点近くに 100㎡程度の離発着地点を整備

した。今回使用した UAVは計算上では麓～サントリーの森作業拠点までの往復が可能であ

るが、飛行中の環境変化、緊急時の対応などを考慮し、片道飛行ごとにバッテリーを交換

する事として、サントリーの森作業拠点にバッテリー6個と充電器 2個（計 30㎏）を事前

に運び込んだ。 

 

・飛行ルートの選定 

 飛行ルートはサントリーの森作業拠点離発着点を「上」、麓離発着点（35°49'9.63"N, 
138°16'43.08"E）を「下」とし、飛行距離約 2,000mで設定した。飛行は離着陸について

は手動とし、区間移動は自動飛行で行った。（図 1） 

 

図 1 UAV荷物運搬試験飛行ルート 
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写真 3 サントリーの森作業拠点 離発着点（上） 

写真 4 麓側離発着点（下） 
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・UAV運搬試験当日の動きと結果

試験は令和 4年 3月 10、11日の 2日間で実施した。

試験 1日目は、サントリーの森作業拠点への先行班と麓側確認作業班で別れて行動し、

麓からの UAV 飛行ルート最終確認終了後、UAVパイロット 1名がサントリーの森作業拠点

まで移動し、午後 1時半から試験飛行を開始した。

1日目は大型 UAV での実機での往復移動試験を含め、計 4回の飛行試験（2往復）を行っ

た。 

試験 2日目は天候確認、麓側準備完了後、午前 9時より飛行試験を再開し、計 10回の飛

行試験（5往復）を行った。 

飛行試験の結果を表 2に示す。本試験において、UAV飛行中はほぼ無風状態であったた

め、荷物が風に煽られることによる飛行阻害がほぼなかったことから、運搬重量、運搬方

向におけるバッテリー残量（消費量）を比較的正確に計測できたと考えられる（ただし、

バッテリー1セット分について、機材確保のため「劣化バッテリー（飛行に支障はない）」

を使用せざるを得なかった。）。 

表 3、表 4は運搬方向別にデータを分け、運搬重量順にバッテリー残量を比較したもの

である。劣化バッテリーを使用した飛行では他と比べて、急速にバッテリー残量が低下し

ているが、他は概ね順当な残量減比率となっている。 

UAV の飛行では、飛行終了時にフェイルセーフとして 25～30％のバッテリー残量を残し

て飛行終了することが多いことから、今回使用した機体で試験飛行区間を往復するために

は、状態の良いバッテリーセットを用い、表 3、4の赤枠内の組み合わせ（運搬重量 13㎏

以下、空荷での下山）が限界ラインである。 

図 6は下→上方向のデータを縦軸に荷物重量、横軸にバッテリー残量としてプロットし

たものであり、劣化バッテリー分を除くと運搬重量とバッテリー残量は比例関係にあるこ

とが分かる。このグラフの近似式を用いて UAVの実運用運搬重量 20㎏として、飛行後の

バッテリー残量を計算すると約 34％となり、フェイルセーフを含めた上での下→上方向の

運搬荷物も 20㎏がほぼ上限と言える。本試験地のでの往復飛行を実施するためには、①

バッテリーの性能向上に期待する、②運搬重量・飛行時間にさらに余裕のある大型 UAVの

使用などが考えられる。 

・運用費について

本試験での UAV運用の委託費は 893,200円であり、試験飛行を含め、1飛行（片道）の費

用は 63,800円（往復 127,600円）となる。事前調査や飛行コース選定などの手数料も含ま

れるため、ノウハウのある次回以降の飛行ではもう少し費用を抑えられるかもしれないが、

歩荷（30㎏上限/30,000円）を依頼した場合の 4倍程度の費用が必要になるため、現状で

UAV 運搬を活用するためには何かしらの工夫、特殊性が求められる。 
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表 2 UAV運搬飛行結果 

表 3 下→上方向の運搬重量とバッテリー残量 

表 4 上→下方向の運搬重量とバッテリー残量 

図 2 下→上方向の運搬重量とバッテリー残量（劣化バッテリー除く） 

運搬重量 バッテリー残量 備考

9.8 57
11.4 47 ※劣化バッテリー

11.6 53
13.1 50
12.5 49
15.6 45

運搬重量 バッテリー残量 備考

0 59 ※劣化バッテリー

0 76
0 76

1.3 73
1.5 65
1.8 67

飛行回数 運搬方向 運搬物 運搬重量［㎏］ 飛行時間（分：秒） バッテリー残量［%］ 備考

2022/3/10
1 下→上 空荷 0 7:50 68 試験飛行
2 上→下 空荷 0 8:16 60 試験飛行
3 下→上 コンテナ 11.6 8:20 53

4 上→下 空荷 0 8:20 59
2022/3/11

5 下→上 コンテナ 12.5 8:38 49
6 上→下 荷吊り紐 1.3 7:52 73
7 下→上 コンテナ 13.1 8:11 50
8 上→下 荷吊り紐 1.5 7:50 65
9 下→上 フレコン 11.4 7:33 47
10 上→下 空荷 0 8:13 76
11 下→上 フレコン 15.6 8:22 45
12 上→下 空荷 0 7:40 76
13 下→上 水タンク200L 9.8 8:14 57
14 上→下 フレコン（袋） 1.8 7:45 67

合計 67 80：18
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名  山梨県森林総合研究所 

発表者名 大地純平 

調査・事例名 山梨県における森林業務、作業のスマート化について 

内   容 

・背景

スマート林業の推進が全国で進む中で、山梨県でも令和4年度よ

り森林業務、作業のスマート化を推進する「やまなしスマート林業

推進事業」がスタートした。

当研究所は関係各課と連携し、研究方面からの支援、共同検証を

担当する。

・現在の取り組み事例（研究所担当）

自走式草刈機を用いた下草刈り省力化の検証

RTK-GNSSの林地での精度検証と活用 

UAVを用いた現地確認の省力化 

高精度レーザー計測機器を用いた森林計測（治山林道課と共同） 

簡易レーザー計測機器等を用いた森林計測（造林補助金申請） 

発 表 方 法 資料配付Ａ４×8P、4枚） 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 山梨県森林総合研究所 

発表者名 武居正道 

調査・事例名 素材生産性向上に着目した工程管理手法の検討 

内   容 

・背景、目的

本県の人工林は、木材として利用可能な50年生以上の割合が6割以

上ある一方、生産性は、間伐3.60m3/人日、主伐5.59m3/人日と、全国平

均に比べ１割程度低く、が、生産性は、間伐3.60m3/人日、主伐5.59m3/

人日と、全国平均に比べ１割程度低いことから、生産性の向上が急務で

ある。 

生産性を向上させるために、生産性を把握できる日報データと、現場

での作業動線データ等により、生産工程のボトルネックの見つけ方の手

法を検討する。 

・方法と現在の状況

R3年度は、被験者（森林作業員）にスマートウォッチ（Xiaomi社 Mi 

Watch LITE）を装着したままの作業に慣れてもらうため、防火線修理と収

穫間伐でスマートウォッチを森林作業員に装着してもらい、事前調査を行

った。 

令和3年10月に行った防火線修理ではGPS情報による被験者の動きが

概ね確認できた（図１、表１）、令和4年1-2月に行った収穫間伐について

は寒さのため正常に動作しない機器があった（図２，表２）。 

R4年度は既に収穫間伐のデータを１回取得済み。年度内にあと数回

行い、日報と取得データの突き合わせ、解析、考察を行う。 

発 表 方 法 資料配付Ａ４×１枚 
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図２ 被験者AのGPSデータ（収穫間伐） 

図１ 被験者AのGPSデータ（防火線修理） 

表１ ウェアラブル端末による調査結果（防火線修理） 

100-
91(%)

90-
81(%)

80-
71(%)

70-
61(%)

60(%)
以下

10月22日 防火線修理／下刈 N-1 A 20.61 7:08:40 2,203 13,335 0.9 5.6 14.7 26.4 52.3

10月22日 防火線修理／下刈 N-2 B 18.36 7:08:13 1,639 6,526 0.0 1.2 7.2 16.6 75.0

10月22日 防火線修理／下刈 N-3 C 19.54 7:08:54 1,614 10,023 0.1 2.5 9.0 19.1 69.3

10月22日 防火線修理／下刈 N-4 D 19.83 7:08:18 1,404 8,358 0.3 0.6 2.0 11.5 85.6

10月26日 防火線修理／下刈 N-1 A 7.99 7:42:18 2,506 12,626 2.9 5.5 11.2 34.1 46.2

10月26日 防火線修理／下刈 N-2 B 7.17 7:42:15 2,140 7,049 4.4 4.4 14.4 21.0 55.7

10月27日 防火線修理／下刈 N-1 A 3.84 4:11:03 1,329 7,635 2.4 6.8 12.6 30.0 48.2

10月27日 防火線修理／下刈 N-2 B 3.22 4:08:45 1,003 4,886 0.1 1.5 4.8 19.3 74.2

10月30日 防火線修理／集草 N-1 A 8.19 6:02:59 1,954 22,711 2.6 6.3 19.1 28.4 43.7

10月30日 防火線修理／集草 N-2 B 6.89 6:02:36 1,480 21,122 0.0 1.7 8.4 21.4 68.6

10月30日 防火線修理／集草 N-5 C 5.47 6:01:34 1,040 21,715 0.3 3.2 13.1 14.3 69.0

10月30日 防火線修理／集草 N-4 D 7.18 6:02:06 1,866 18,599 0.0 3.6 26.1 34.5 35.8

最大心拍数に対する心拍数ゾーンの割合(%)活動カ
ロリー
(kcal)

日付 作業内容
機器
NO.

被験
者名

移動距
離(km)

活動時間
(h)

歩数

表２ ウェアラブル端末による調査結果（収穫間伐） 

100-
91(%)

90-
81(%)

80-
71(%)

70-
61(%)

60以下
(%)

1月13日 収穫間伐 N-1 5.66 4:26:11 326 5,978 0.0 0.6 5.7 7.9 85.8

1月13日 収穫間伐 N-2 5.13 4:30:26 1,065 5,642 0.3 3.2 7.7 17.0 71.8

1月14日 収穫間伐 N-1 9.52 7:13:11 1,925 10,483 0.8 1.5 14.1 29.3 54.3

1月14日 収穫間伐 N-4 8.1 7:19:39 1,696 9,260 0.2 2.0 6.4 19.8 71.6

2月1日 収穫間伐 N-1 6.62 3:03:19 601 2,599 0.0 0.4 1.8 12.2 85.6

2月1日 収穫間伐 N-3 4.94 3:08:26 739 1,933 2.5 1.5 4.7 19.2 72.1

2月1日 収穫間伐 N-4 6.45 3:02:54 449 2,451 0.0 0.5 1.8 6.1 91.6

2月2日 収穫間伐 N-3 13.72 4:26:39 1,106 287 1.6 8.9 15.7 19.5 54.4

2月2日 収穫間伐 N-4 27.22 9:06:14 671 8,980 0.2 2.1 4.5 7.4 85.9

2月3日 収穫間伐 N-3 37.49 8:18:14 2,201 7,224 3.4 4.4 13.5 28.3 50.3

2月3日 収穫間伐 N-4 159.38 8:48:07 2,323 5,965 0.0 3.5 13.7 29.5 53.3

2月4日 収穫間伐 N-3 26.92 9:24:57 177 10,201 0.0 0.0 0.1 1.6 98.2

2月4日 収穫間伐 N-4 41.05 0.120127 644 1,712 0.0 0.0 3.4 19.5 77.1

時間(h)
活動カ
ロリー
(kcal)

日付
最大心拍数に対する心拍数ゾーンの割合(%)

歩数作業内容
機器
NO

移動距
離(km)
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 岐阜県森林研究所 

発表者名 臼田寿生 

調査・事例名 森林路網計画支援マップの作成 

内   容 

森林内の作業を効率的に進める上では、継続的に利用できる壊れにく

い路網の整備が不可欠である。このため、森林路網の整備にあたって

は、地形と道の構造規格の関係を的確に評価し、地形に適合した無理の

ない道が計画できる場所（計画適地）を選定することが重要となる。 

しかし、計画適地を精度よく選定するためには、正確な地形の把握と

地形データを用いた道の概略設計が必要であり、多大な労力と時間を要

することが課題となっている。 

そこで、適正かつ効率的な森林路網の計画を支援するため、航空レー

ザ測量データなどのデジタル技術を活用し、路網計画適地がわかりやす

い「森林路網計画支援マップ」を作成した。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター 

発表者名 佐々木重樹 

調査・事例名 スマートウォッチを用いた林業現場の作業状況モニタリング（2）

内   容 

林業現場での作業者の状態をモニタリングすることで被災や体調変化

等の異常発生を検知し、労働災害のリスクを低減する技術の開発を目指

し、スマートウォッチから得られるセンサー情報を元にした、作業種の判

別及び身体及び精神への負荷状況の把握の可能性を検討した。 

静岡県内の林業作業の現場において、作業者の手首に加速度センサ

ー・ジャイロセンサー・光学式心拍計を内蔵したスマートウォッチ（Mobvoi 

TicWatch E2）を装着し、作業中の３軸方向の加速度及び角速度と心拍

数を常時測定するとともに、頭部にビデオカメラGoProを装着して動画を

撮影した。また、作業開始時、休憩の前後及び作業終了時に作業者へ

のアンケートを実施し、主観的な疲労度を調査した。 

手首の動きのデータに対して連続ウェーブレット変換を行った結果、ス

カログラムにより各要素作業の特徴を抽出できた。また、機械学習により

一連の作業の中から各要素作業を自動的に判別できた。 

心拍数に短時間フーリエ解析を行い、ストレス指標として知られる

LF/HFの時間変動を観察したが、明確な傾向は見られなかった。運動中

を含むストレス指標として近年提唱されているHR/LFは休憩中に低く、作

業中に高い傾向が見られ、ストレス指標として有効と考えられた。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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1

スマートウォッチを活用した林業現場の
作業状況モニタリング（2）

静岡県農林技術研究所 森林・林業研究センター
佐々木 重樹

令和4年度関東中部林業試験研究機関連絡協議会
森林作業の最適化に関する研究会

共同研究機関：鹿児島大学・浜松医科大学・BIPROGY（株）

林業現場の作業状況モニタリング技術の開発
 IoT(Internet of Things)

の技術を活用
 現場の作業状況を自動的

に検知することで、作業
者の注意を補助し、災害
発生リスク低減を目指す

 作業日報に必要な情報を
自動的に取得できるかも
試みている

2

計測方法
 作業者にスマートウォッチ（Mobvoi TicWatch E2）とビ

デオカメラ（GoPro HERO8）を装着しデータ収集
 スマートウォッチの計測値と動画の作業内容を照合して分

析。主観的疲労度もVAS(Visual Analog Scale)で把握

3

現地調査
 静岡県内の林業経営体に協力を依頼
 2年間で7林業経営体、29名の作業者の協力を得た

 2020年度：6日間（4箇所）、延べ16名
下刈り、伐倒

 2021年度：14日間（9箇所）、延べ32名
植栽、下刈り、枝打ち、伐倒

 基本的に終日、付帯する作業も同時に計測
林内歩行、重機の操縦等

4

   

 

林業作業の連続ウェーブレット変換による可視化

 連続ウェーブレット変換︓時間軸に沿っ
て、短時間の⼩さな波（ウェーブレット）
の周波数を変化させながら適合度を算
出することで、複雑な波形にどんな周波
数の波動が含まれるかを解析する⼿法

 加速度・⾓速度に連続ウェーブレット変
換を適⽤

 伐倒作業等、短時間で動作が次々に変
化する作業を、スカログラム（周波数グラ
フ）で可視化できる
 3軸合成加速度を⽤いた解析が有効
 クサビ打ちは1,2,3 Hzあたりが強く、明
確に識別できている

1 Hz

2 Hz
3 Hz

5

伐倒作業における作業種別の特徴量（例）
 ３軸合成加速度のスカログラムを「特徴量」と考えることができる。
チェーンソー伐倒 歩⾏

Acceler meter
20201209 la1

1 :0 :00 1 :0 :10 1 :0 :20 1 :0 :30 1 :0 :40

日付

 

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

振
幅

クサビ打ち
Acceler meter
20201209 la2

1 :3 :15 10:39:30 1 :3 :45 1 :4 :00

日付

1

周
波

数
 
H

z)

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22

ロープ倒し
Acceler meter
20201218 la1

1 :0 :15 1 :0 :30 1 :0 :45 11:08:00

日付

1

周
波

数
 
H

z)

2

4

6

8

10

12

14

16

18

振
幅

トビ⼝での材移動

グラップル 強度
小

強度
小

強度
大

強度
大

強度
大

強度
中

6
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機械学習を⽤いた作業識別の試⾏
 伐倒作業における作業識別精度の評価（５層交差検証）
 作業時点のCWTスカログラム係数を特徴量とした場合

1.
グ
ラップ

ル

2.チ
ェー

ン
ソ
ー
伐

倒

3.
材

移
動

4.ロ
ー
プ
倒

し

5.
玉

切
り

6.
トビ

移
動

7.
歩

行

8.
クサ

ビ

真のクラス

1.グラップル

2.チェーンソー伐倒

3.材移動

4.ロープ倒し

5.玉切り

6.トビ移動

7.歩行

8.クサビ

予
測

さ
れ

た
ク

ラ
ス

伐倒 Confusion Matrix

24
14.3%

0
0.0%

0
0.0%

0
0.0%

0
0.0%

0
0.0%

1
0.6%

0
0.0%

96.0%
4.0%

0
0.0%

19
11.3%

1
0.6%

0
0.0%

3
1.8%

0
0.0%

0
0.0%

0
0.0%

82.6%
17.4%

0
0.0%

1
0.6%

11
6.5%

0
0.0%

6
3.6%

2
1 2%

0
0.0%

0
0.0%
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45.0%

0
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8.3%

1
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0
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3
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77.8%
22.2%
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20
11.9%
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0
0.0%

0
0.0%
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1
0.6%

0
0.0%

0
0.0%

0
0.0%

34
20.2%

97.1%
2.9%

100%
0.0%

86.4%
13.6%

68.8%
31.2%

87.5%
12.5%

62.5%
37.5%

71.4%
28.6%

90.9%
9.1%

85.0%
15.0%

81.5%
18.5%

サンプル数︓168
正解率︓137/168=81.5%

特徴量が有効であり、
予測の精度向上に役⽴
っているといえる。

 作業判別が⾏えることで、
作業⽇報の記録が⾃動化
できる可能性がある

7

疲労度と⼼拍数の関係

 疲労度(VAS)と⼼拍数はおおむね連動している。
 作業後、疲労は⽣ずるが、休むと回復する。
 疲労や⼼拍数の変化には個⼈差がある。

図A 作業員A 下草刈

休憩時に疲労が回復するが、疲労が蓄積
する傾向がある。
作業終了時の疲労度が高い。

図B 作業員B 下草刈
心拍数は上昇するが、疲労度は比較的低く31
までに抑えられている。

8

⼼拍変動の解析による⼼⾝状態の把握（1）

心拍数

心拍揺らぎ／心拍変動

 休憩時には⼼拍数が低下
 休憩時に⼼拍の揺らぎが相対的に⼤きくなる→緊張の緩和を⽰す

ポアンカレプロット

⼼拍揺らぎ

9

⼼拍変動の解析による⼼⾝状態の把握（2）

LF/HF

HR/LF（心拍数/LF）

 ⼼拍数変動の周波数に着⽬したストレス指標を⽤いて評価
 LF/HFでは、運動中のストレス状況を⼗分に表現できない
 HR/LFは休憩中に⼩さくなる現象を確認→ストレス指標として有⽤と考えられる

心拍数のパワースペクトル例
（100秒間）

LF
HF

10

浜松医科大学との共同研究
 ウェアラブルデバイスを用いた林業作業員の作業の

識別と疲労度の客観的評価手法の開発
 R4～6年度科研費（基盤研究（C））
血液の酸化ストレス度/抗酸化力：疲労度の客観的指標
体水分量の計測→熱中症リスクが判定できるか

11

今後の展開
 スマートウォッチを活用して林業現場の安全に役立

つ機器・サービスの開発
作業状況判別精度の向上
森林における無線通信（LPWA等）技術の有効性の検証
作業者の接近検知手法の検討

 GNSSの活用（QZSS、RTK-GNSS）

 近接無線通信（Bluetooth、Wi-Fi）

12
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Bluetoothによる近接警告の可能性

y = -7.407ln(x) - 59.441

R² = 0.7495

-100

-95

-90

-85

-80

-75

-70

-65

-60

-55

-50
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

RSSI(dBm)

距離(m)

13

最新の研究成果や旬の話題をYouTubeチャンネ
ルで配信中！ 是非ご覧ください！
https://www.youtube.com/channel/UCTjdT
osARpVUFUI X_tyY95A

14
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 新潟県森林研究所 

発表者名 清水達哉 

調査・事例名 植栽初期の生残・成長から評価した育苗用コンテナ仕様 

内   容 

コンテナの資材や根鉢容量の違いが新潟県産スギコンテナ苗の成長

に与える影響を明らかにするため、2018年秋から植栽試験を実施してい

る。 

2021年秋までの調査結果をもとに、植栽から3年後までの生残及び成

長状況を報告する。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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20220804 05

2
4

3

JFA 150cc 300cc

8.45km

13.6
0cm
2,056.3mm
100m DEM

5

2018 11
0.50ha
2,000 /ha
9
1 10
120 3 10 4

2019 2 6

cc ± cm ± mm

150 P-Pla150 12 44.0±2.17 4.37±0.61
250 P-Pla250 12 45.2±3.90 4.65±0.73
300 P-Pla300 12 46.1±3.55 5.14±0.67
150 P-Rib150 12 41.8±4.31 4.41±0.67
390 P-Rib390 12 47.7±4.31 5.84±0.70
150 P-RibSlit150 12 44.1±3.45 5.20±0.61
300 P-RibSlit300 12 47.1±3.45 5.96±1.17
150 P-Slit150 12 42.4±3.73 4.29±0.84
300 P-Slit300 12 49.8±4.41 5.43±0.56

2 4 150 S-Rib150 12 35.9±5.20 4.25±0.51
1 1 2

4

2 1 2
3

5

1
4

5

3
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7

n=12 n=12 n=12 n=12 n=12 n=12 n=12 n=12 n=12 n=12

Kruskal Wallis test

Kruskal Wallis test

8

5

10

9

ln - /
ln 2021 - 2018 /3

N=120 - 30= 90

R ver. 4.1.0
0.05

10

– 3 –
3

Fisher's exact test

cc

150 P-Pla150 12 8
250 P-Pla250 12 9
300 P-Pla300 12 8
150 P-Rib150 12 11
390 P-Rib390 12 10
150 P-RibSlit150 12 11
300 P-RibSlit300 12 7
150 P-Slit150 12 9
300 P-Slit300 12 11

2 4 150 S-Rib150 12 11

1
4

5

3

11

– 3 –
3

3
Steel-Dwass test

cc ± cm ± mm

150 P-Pla150 141.9±41.0 25.5±4.31
250 P-Pla250 161.6±59.4 33.2±11.0
300 P-Pla300 156.9±34.5 32.4±10.2
150 P-Rib150 160.3±48.2 29.0±7.5
390 P-Rib390 183.1±38.4 36.2±8.2
150 P-RibSlit150 171.2±47.0 33.5±6.7
300 P-RibSlit300 189.6±58.9 33.0±11.0
150 P-Slit150 182.1±41.5 33.4±8.3
300 P-Slit300 171.3±45.9 34.3±8.8

2 4 150 S-Rib150 175.9±55.9 34.6±10.5

1
4

5

3

12

– –
n.s Steel-Dwass test

3

n=8 n=9 n=7 n=10  n=9 n=9    n=7    n=9    n=11    n=11
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13

– –
n.s Steel-Dwass test

3

n=8 n=9 n=7 n=10  n=9 n=9    n=7    n=9    n=11    n=11

14

– –

3
A B B C Steel-Dwass test

3
A C B C Steel-Dwass test

n=90

15

1 3

2

3

145



(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 森林総合研究所 

発表者名 大塚大 

調査・事例名 
複層林（ヒノキ漸伐）における収穫作業の下層木損傷と主作業費 

内   容 

木材生産だけではなく，森林の公益的機能も継続的に発揮するこ

とが可能な森林づくりとして，天然更新施業のヒノキ漸伐林に注目

した。 

複層林における収穫作業では下層木の損傷が不可避であり，一方

で効率的な経営のためには健全な下層木を多く残存させる必要が

ある。その作業性を評価するために，下層木の収穫前後の空間出現

パターンを予測するモデルの構築と実用性の検証，また収穫作業の

功定調査から主作業費を算出した。 

1事業地全体について下層木の動態を追跡した結果，終伐前に

1.08ha存在した下層木は0.48haに半減し，50万円/haの造林費が軽

減されると試算できた。この減少した面積のうち，8割は伐採木の

空間座標によって検出された。主作業費は4,080円/m3（伐倒～造材）

であった。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 森林総合研究所 

発表者名 中田知沙 

調査・事例名 
フォワーダ集材工程における労働負担の解明

内   容 

林業におけるフォワーダを使った木材の運搬は、未舗装の作業道を走

行し、路面の凹凸による座席の振動や騒音に晒されることから、オペレー

タへの労働負担も大きい。しかし、オペレータの労働負担については、簡

易に計測できる機器が少なく、従来の方法では被験者の確保が困難で

あったことを背景に、作業中の労働負担を定量化した例は少なく、実際

の作業現場での個別の作業環境や作業条件がオペレータにどのように

負担を与えているかは定かでない。そこで、フォワーダ集材作業の労働

負担を適切に評価できる手法を開発し、作業環境や作業条件による労働

負担の違いを明らかにした。 

発 表 方 法 パワーポイント 
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関東中部林業試験研究機関連絡協議会 2022.8.4

森林総合研究所 中田知沙

フォワーダ集材工程における
労働負担の解明
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• フォワーダ集材作業の労働負担を適切に評価でき
る手法を開発し、作業環境や作業条件による労働
負担の違いを明らかにする。

目的
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• 試験地： 森林総合研究所内

• 走行路： 直線（120m）、曲線（曲線半径6m/8m）

• 被験者： 職員3名

• 計測機器：心電計（WHS-1）

• 計測項目：心拍変動性指標

試験成果①労働負担の評価

走行路
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6m
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試験成果①労働負担の評価

• フォワーダ走行中の心拍水準は39.60～43.59% of max
HR➡車両系林業機械運転時と同程度。

• 被験者AとBは曲線半径6m区間と曲線半径8m区間の
間に有意差（ Tukey-Kramer test 、p<0.001）。曲線半
径6m区間でLF/HF （交感神経の活性度）が22～46%
上昇➡曲線半径が小さいと緊張感が高まる可能性。
（杉江ら 2015）

A

LF/HF （交感神経の活性度）の結果
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• 自由走行

• 計測機器：IMU（慣性計測装置）

①機体のIMU→機体の姿勢角

②左右スプロケットのIMU→回転数

• 移動量と走行方向から走行ルートを推定

成果②作業環境・作業条件の計測

3次元の加速度/角速度
→運動状態/姿勢を測定

IMUの設置箇所
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成果②作業環境・作業条件の計測
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• 縦断勾配は、IMUはTSと比べて、-0.6°～+1.8°程度
の精度で推定が可能。

縦断面図（黒：IMU、赤：TS）
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まとめ

• 心電計（ WHS-1）を用いて走行路ごとの労働負担を
評価した。

• 慣性計測装置（IMU）を用いて、縦断勾配を-0.6°～
+1.8°程度の精度で推定することができた。

• 今後は、作業道にて、作業環境（作業道の線形、縦
断勾配等）や作業条件（走行速度、積載材積）によ
るオペレータの労働負担の変化を明らかにする。

152



(様式－２) 

提案・要望事項 

機関名 長野県林業総合センター 

項   目 内     容 

提案・要望項目 
グラップルの「用途外使用について」 

内   容 

長野県の南佐久地域の複数の事業体では、グラップルにカラマツ材

で作製したレーキ（長さ約10m）を持たせて市場を集める地拵えを行っ

ている。急傾斜地でも作業道から安全かつ効率的な地拵えが可能とな

る技術であるが、用途外使用ではないかという指摘もある。このような場

合、安衛則の例外規定を定めていただくなどできないか。 

理   由 

現場で工夫して安全に作業を行っており、急傾斜地における機械地

拵えの手法として有効と考えている。普及に繋げるために公式に認め

られる作業方法にするにはどうすればよいか、ご助言いただきたい。 
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(様式－２) 

提案・要望事項 

機関名 静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター 

項   目 内     容 

提案・要望項目 木材生産におけるＣＯ２収支（固定量・発生量）の把握について 

内   容 

木材は空気中の炭素を固定しているカーボンニュートラルな資源で

あり、木材を原料とした製品の利用やバイオマス発電はＣＯ２発生量の

抑制に寄与するものである。このため、持続的な木材生産もＣＯ２削減

に寄与する活動と見ることができる。 

一方、木材生産においては、路網開設や伐採、搬出、運送等の際

に燃料を消費し、その点から言えばＣＯ２発生の場ともなっている。 

木材生産および木材利用が環境負荷低減（ＣＯ２発生量の抑制）に

及ぼす効果を提示するため、炭素固定量荷に加え、これらＣＯ２発生

量も加味した生産活動全体のＣＯ２収支（エネルギー収支）を算出して

いきたいと考えているが、本県ではそうした観点からの調査事例はこれ

までない。 

ついては、各機関における調査事例や、このような観点からの調査・

研究を行うことについてのアドバイスなど、皆様からの意見をお聞かせ

ください。 

理   由 近年静岡県では、森林資源の充実を背景に、主伐・再造林を推進し

ている。木材生産の現場においても高性能林業機械を使用した作業

システムの普及が進み、効率化、低コスト化へ向けた取り組みが行わ

れている。

一方、一般的には木材がカーボンニュートラルな資源として注目さ

れており、地域の中には皆伐に対して環境破壊のイメージを持つ住民

も一定数いるなど、単なる効率重視の森林施業ではなく、公益的な観

点から望ましい森林経営を期待する声も多い。 

森林経営を持続的に進めていくためには、地域住民のそうした声を

念頭に置きつつ、安定的な木材生産を行っていくことが必要であると

考えられる。 

そのためには、木材生産においても公益的な側面をＰＲしていくこと

とが重要であり、代表的な指標としてＣＯ２固定効果を客観的に分析し

て提示していきたい。 
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第４回研究会 令和４年度（森林総合研究所）現地検討会の様子 
視察地：株式会社諸岡本社工場、試験開発・デモセンター 
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令和５年度 

関東・中部林業試験研究機関連絡協議会 

森林作業の最適化に関する研究会 

令和５年７月２７日（木）～７月２８日（金） 

富山県農林水産総合技術センター森林研究所 
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令和５年度関東中部林業試験研究機関連絡協議会 

森林作業の最適化に関する研究会開催要領 

１ 開催日時 

令和５年７月２７日（木） １３:３０ ～ ２８日（金） １２:３０まで 

２ 開催場所等 

(1) 会議

パレブラン高志会館（富山県富山市千歳町１－３－１）

(2) 現地検討会

①富山県西部森林組合氷見支所（富山県氷見市中村２６７４）

②氷見市宇波地区大規模集約化団地

(3) 宿泊

各自で富山駅周辺に手配してください。

３ 日程 （日程は変更されることがありますので、ご了承ください） 

（１）７月２７日（木）

１３：３０～１７：００  会議（事例報告・情報交換、協議）

1.提案・要望事項について

2.各都県の研究情報交換

3.今後の研究会の目標、取り組みについて

4.次期会長県の選出について

5.その他

（２）７月２８日（金）

９：００   富山県庁正面玄関付近集合 

１０：００  現地検討会（富山県西部森林組合 氷見支所） 

１２：３０   新高岡駅（希望される方は高岡駅までお送りします） 

※天候の状況等により、現地検討会の予定が変わる場合があります。

※両日とも昼食は手配しませんので、各自で対応をお願いします。

４ 参加者経費 

なし 

５ 研究会協議事項について 

(1) 提案・要望事項について

国への要望事項、課題化にむけた提案などを提出してください。

(2) 各都県の研究情報交換

地域での取り組みなどトピックスや課題などについて情報交換を行います。

(3) 今後の研究会の目標、取り組みについて

当研究会の来年度以降の目標、取り組みについてご意見をお願いします。
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（4） 次期会長県の選出について

次期研究会開催県の選出について、協議決定いたします。

（5） その他

上記以外についてご意見等ありましたら提案お願いいたします。

6 当日配付資料 

   会員に配布する資料等がありましたら、参加人数分を各自で持参願います。 

（参加人数については、確定次第、メーリングリストにより連絡します。） 
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令和５年度 関東・中部林業試験研究機関連絡協議会

森林作業の最適化に関する研究会

参 加 者

機 関  名 役  職 氏  名

森林総合研究所

研究コーディネータ 陣川 雅樹

収穫システム研究室長 中澤 昌彦

主任研究員 瀧 誠志郎

主任研究員 宗岡 寛子

研究員 大塚 大

山形県森林研究研修セン

ター専門研究員
村川 直美子

長野県林業総合センター
課長補佐兼

林業専門技術員
市原 満

愛知県森林・林業技術センター 主任研究員 藏屋 健治

静岡県農林技術研究所

森林・林業研究センター

上席研究員 山口 亮

研究員 稲葉 大地

山梨県森林総合研究所 主任研究員 大地 純平

新潟県森林研究所 研究員 清水 達哉

岐阜県森林研究所
主任専門研究員 臼田 寿生

専門研究員 和多田 友宏

富山県農林水産総合技術センター森林研究所

所長 牧野 吉成

副所長 図子 光太郎

副主幹研究員 佐々木 史

主任研究員 岡山 侑子

主任専門員 小林 裕之
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター  

発表者名     稲葉大地  

調査・事例名 
静岡県内主伐の労働生産性の事例分析 

内   容 

静岡県内の人工林の9割は8例級に達し活用期を迎えている。林業現場

の高性能林業機械の導入が進み、効率的な主伐・再造林が期待されて

いるが、労働生産性について十分な検証は行われていない。 

県内各地の事例を収集し、労働生産性についての分析を行った結果

を報告する。 

発 表 方 法 資料配付 Ａ４×１枚 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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単年度試験研究成績（2023 年３月作成） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

課 題 名：効率的な主伐作業システムのモデル構築に関する研究 

       標準モデルの構築 

県内主伐の労働生産性の事例分析 

担当部署名：静岡農林技研・森林・林業研究センター・森林育成科・森林資源利用科 

担 当 者 名：野末尚希、佐々木重樹、袴田哲司 

協 力 分 担：森林計画課、森林整備課、各農林事務所、林業経営体 

予算(期間)：県単（2020-2023 年度） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

１ 目的 

静岡県内の人工林の約９割は木材としての利用に適する 40 年生に達し、活用する時代を迎

えている。県内では高性能林業機械の導入も進み、効率的な主伐・再造林が期待されている。 

しかし、主伐において具体的にどのような場合にどの程度の労働生産性が見込まれるかは十分

検証されているとはいえない。そこで本研究では、県内各地の事例を収集し、労働生産性等に

ついて分析を行った。 

 

２ 方法 

(1) 試験場所 

県内各地の民有林で行われた主伐のうち、主に低コスト主伐・再造林促進事業および花粉

発生源対策促進事業の現場を対象とした。 

(2) 試験構成 

・2015 年～2023 年に行われた主伐の現場において、林業経営体に作業日報の記録をお願い

した。作業日報の記録は、工程ごとの所要人数、および使用した林業機械が分かるように

留意して記録してもらった。 

・併せて、現場の面積、傾斜、路網密度等の現地条件について、当該事業の実績概要書を提

供してもらい、データを収集した。 

・これらのデータから、労働生産性や現地条件との関係を分析した。 

 

３ 結果の概要 

(1) 主伐の事例は、45 件収集した。このうち、車両系の現場は 27 件（60％）、架線系の現場は

18 件（40％）だった。 

(2) 面積、傾斜、路網密度の件数の内訳を車両系と架線系ごとに分類すると、表１のとおりの内

訳となった。架線系では小面積、急傾斜、低路網密度の条件の現場に集中しているのに対し、

車両系では比較的これらの現地条件が多様な値を示していた。 

(3)車両系の現場における労働生産性は、2.4 ㎥/人日～25.4㎥/人日、平均 10.4 ㎥/人日であっ

た。 

(4)車両系において、労働生産性を目的変数、面積、傾斜、路網密度、およびそれらの交互作用

を説明変数として労働生産性に影響する因子を一般化線形モデルで分析したところ、今回の

事例では、傾斜が労働生産性に有意に影響していた（p<0.05）。 

(5)車両系において、傾斜と労働生産性の関係を図１に示す。労働生産性は傾斜と負の相関があ

った（スピアマンの順位相関係数ρ=-0.43, p<0.05）。 

(6) 架線系の現場における労働生産性は、1.4㎥ /人日～6.3 ㎥ /人日、平均 3.2㎥ /人日であ

った。 
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表１ 調査地における主要な現地条件の件数内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 車両系における傾斜と労働生産性の関係 

 

４ 結果の要約 

県内 45 か所の主伐の事例を分析したところ、平均労働生産性は車両系作業システムの現場

で 10.4 ㎥/人日、架線系作業システムの現場で 3.2 ㎥ /人日であった。 

〔キーワード〕作業システム、車両系、架線系、労働生産性、面積、傾斜、路網密度 

 

５ 今後の問題点と次年度以降の計画 

 ・架線系作業システムの現場の事例を増やして分析を行う。 

 ・各工程の労働生産性にも注目して分析を行う。 

 

６ 結果の発表、活用等（予定を含む） 

・F＆F、森林・林業研究センター研究成果発表会等により、情報発信を行う予定。 

 

～1 6 0 0 0 0
1～2 8 1～10 6 1～100 1
2～3 8 11～20 6 101～200 4
3～4 2 21～30 13 201～300 6
4～5 1 31～ 2 301～400 9
5～ 2 401～500 4

501～ 3

～1 14 0 0 0 14
1～2 2 1～10 1 1～100 2
2～3 2 11～20 0 100～200 2
3～4 0 21～30 5 200～300 0
4～5 0 31～ 12 300～400 0
5～ 0 400～500 0

500～ 0

架線系
（18件）

路網密度（m/ha）

車両系
（27件）

傾斜（度）面積（ha）

傾斜（度） 

労
働
生

産
性

（
㎥
/
人

日
）

 

ρ＝－0.43（p<0.05） 

（スピアマンの順位相関係数） 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 山梨県森林総合研究所 

発表者名     大地純平  

調査・事例名 
自走式草刈機による下草刈り効率化と目視外遠隔操作 

内   容 

1)自走式草刈機による下草刈り効率化

自走式草刈機を用いて肩掛け式草刈機との作業組合せや、作業効率

の比較を行った。

「肩掛け式草刈機のみ」での下刈り作業と「自走式草刈機による先行

下刈り」&「肩掛け式草刈機での仕上げ刈り」の組み合わせでの作業

効率を比較した。肩掛け式草刈機のみでの下刈り作業では

「213.41m2/h」の処理面積に対し、自走式草刈機と肩掛け式草刈機の

組み合わせでは「231.431m2/h」の処理面積となり、8%程度の効率改善

が認められた。効率改善の要因としては自走式草刈機で先行下刈りし

たことにより、作業員がスムーズに移動できたこと、肩掛け式草刈機

での作業が仕上げ刈りのみになったことなどが考えられる。自走式草

刈機での先行下刈りについては、オペレーターが操作に慣れれば作業

効率が更に良くなる可能性がある。

2)目視外遠隔操作による下草刈り

自走式草刈機用FPVカメラユニットを試作し、目視外で自走式草刈機

を遠隔操作するシステムを試作した。

 下刈り試験で得た運用ノウハウを参考に、自走式下刈機の目視外操

作に必要な「FPVカメラユニット」の制作を行い、試験走行を行った。 

 試験走行では、100m程度離れても電波受信、操作が可能であり、現

地下刈り試験に向けた最低限の性能は有していることが分かった。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付 Ａ４×１枚） 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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下刈り作業の機械化に向けた研究

資源利用科

大地純平

長谷川喬平（生産科）

戸沢一宏（生産科）

令和５年度 関中試連
森林作業の最適化に関する研究会

目的・概要
（目的）
「下刈り作業」は、「炎天下の傾斜地で行われる苛酷な肉体労働」であり、就

労者の肉体的・精神的負担が非常に大きい。

研究目的は、下刈り作業の大部分を「自走式草刈機を用いた遠隔作業」で代
替し、下刈りの作業負担軽減と効率化を実証することである。

（研究概要）
1)UAVによる植栽木位置把握 （割愛）

UAVを用いて植栽木の位置を確認し、植栽木位置データベースを作成する。

2)自走式草刈機での下刈り効率化
自走式草刈機と肩掛け式草刈機との作業組合せや、作業効率の比較を行
い、効果的な下刈り作業システムを検討・構築する。

3)目視外遠隔操作による下刈り作業
自走式草刈機搭載用FPVカメラユニットを作成し、目視外での自走式草刈機
操作を実現し、遠隔での下刈り作業を可能とする。

2）自走式草刈機での下刈り効率化

自走式草刈機による下刈り作業

2）自走式草刈機での下刈り効率化

（課題）
・自走式草刈機のみでは植栽木の根元際まで下刈りすることは難しい。

（改善）
・自走式草刈機で植栽木根元際以外を処理し、肩掛け式草刈機で仕上げる。

（比較）
・「肩掛け式草刈機の全下刈り」と「自走式草刈機＋肩掛け式草刈機（仕上げ）」

「自走式草刈機＋肩掛け式草刈機（仕上げ）」で「7％」効率改善

肩掛け式草刈機作業時間の比較

〇肩掛け式草刈機での全下刈り
1haの処理時間 約21時間

〇自走式草刈機＋肩掛け式草刈機（仕上げ）
「肩掛け」式での1ha仕上げ時間 約7時間

自走式草刈機の併用で

肩掛け式草刈機の使用時間は「66％削減」可能

オペレータが自走式草刈機の操作に熟練することで、
全体作業時間の縮小も見込める。

自走式作業時間：20分10秒
肩掛け式作業時間：10分38秒

3）目視外遠隔操作による下刈り作業

FPVカメラユニット（試作１号） FPVカメラユニットを搭載した自走草刈機

・下刈り試験結果を元に、「FPVカメラユニット」を制作。

・試験走行では、100m程度離れても電波受信、操作が可能
で必要最低限の性能は有していることが分かった。

・作業時に発生する振動はFPVカメラに影響し、画像の乱れ
等が発生したことから振動対策を強化する必要がある。
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今後の予定

・ UAVによる植栽木位置把握

・FPVカメラユニットの改良
・目視外遠隔操作による下刈り試験

〇下刈り作業の機械化に向けた作業システムの構築

ガイドフレームの改良・装着 刈払い、粉砕された下草
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 新潟県森林研究所  

発表者名 清水 達哉  

調査・事例名 

スギ植栽試験地における毎木調査データを基にした

林齢4年の成長期終了時点の樹高の予測

内   容 

新潟県内９箇所におけるスギ裸苗およびコンテナ苗植栽試験地の毎

木調査データ（N = 1,697個体）を基に，下刈り判断の基準となり得る

林齢4年の成長期終了時点のスギ個体の樹高を推定するモデルを構築し

た。 

 4年の成長期終了時点までに誤伐や獣害，雪害等の被害がみられなか

った個体（n = 1,132個体）の樹高を応答変数，植栽時の樹高・地際径・

形状比，3年の成長期終了時点の樹高・地際径・形状比，苗種（裸苗・

コンテナ苗），調査地，植栽時期（春植え・秋植え）を説明変数として

ベイズ統計により回帰分析した。 

 その結果，3年の成長期終了時点の樹高を説明変数としたモデルのあ

てはまりがよく，また応答変数に対して有意な効果があった。このモデ

ルにおける95%ベイズ予測区間の上限と下限の差は約70cmであり，約７

70cmの範囲内であれば，造林地における無被害個体の3年の成長期終了

時点の最低樹高を基に，その造林地の無被害個体の4年の成長期終了時

点の最低樹高を概ね予測可能であることが示唆され，下刈り判断の基準

となり得ると考えられる。 

発 表 方 法 パワーポイント 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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スギ植栽試験地における毎⽊調査データを
基にした林齢4年の成⻑期終了時点の樹⾼の予測

新潟県森林研究所 清⽔達哉

令和５年度関東中部林業試験研究機関連絡協議会
森林作業の最適化に関する研究会

関東森林研究 74︓45-48

樹⾼推定式
𝒚 ൌ 𝟏.𝟐𝟑𝒙 ൅ 𝟐𝟗.𝟕𝟎 േ 𝟑𝟓

𝑦 ൌ林齢4年の成⻑期終了時点の
無被害個体の樹⾼(cm)

𝑥 ൌ林齢3年の成⻑期終了時点の
無被害個体の樹⾼(cm)

2

はじめに
◆スギ再造林地における下刈り終了の判断
植栽⽊と競合する雑草⽊(以下，競合植⽣)
との相対的な位置関係について研究が進んでいる

◇植栽⽊の樹冠上⽅が覆われる被圧により

樹⾼成⻑が顕著に低下 (飯⽥ら(2017)︓⽇本森林学会誌 99(3))
(⼭川ら(2016)︓⽇本森林学会誌 98(5))

樹⾼成⻑を抑制しない
…とする研究もある

3

はじめに
◇下刈直前に90%のスギがC1，2になる→前年の冬季までに

ススキの植⽣類型で2.2 m，その他の植⽣類型で1.4 m必要

(鶴崎ら(2020)︓⽇本森林学会誌 102(4))

図 前年成⻑休⽌期のスギ平均樹⾼と当年の下刈り直前に
競合植⽣を抜け出たスギの個体割合の関係

220 cm140 cm

90%
ススキその他

この状態のスギが
林内の90%を占める状況

福岡県での研究事例
雪国の新潟県で適⽤
できるかは不明

4

はじめに
◆植栽⽊の樹⾼成⻑がある程度予測可能であれば

競合植⽣の種類から

下刈り要否の判断を事前に⾏うことが可能

◇スギ植栽⽊の樹⾼成⻑の予測
対数樹⾼値の平均値・分散から樹⾼分布を推定する
⼿法(壁⾕(2022)︓関東森林研究 73(1))はあるが，事例が少ない

この造林地の植⽣類型は，
「その他」だから
前年の冬までに樹⾼が140 cmあれば
来年の下刈りを省略できるかも…

5

はじめに
◆下刈りの実施
◇植栽⽊が雑草⽊より⼤きくなるまでの5〜6年間
初夏から盛夏に1回または2回⾏う(森林・林業実務必携 2021)

⇒林齢5年が下刈り省略の判断のタイミング
⇒植栽⽊の形状から樹⾼を予測できれば，
林業事業体等の下刈り実施判断の省⼒が可能

◆研究⽬的
複数の植栽試験地のスギ植栽⽊の

植栽時・林齢3年の成⻑期終了時点の形状から

林齢4年の成⻑期終了時点の樹⾼を推定
6

調査⽅法 －調査地－
表-１. 調査地の概要

＊1︓DEMから判読
＊2︓⺠有林適地適⽊調査報告書(新潟県)から判読
＊3︓メッシュ平年値2010から判読
＊4︓国⼟数値情報参照

裸 コンテナ

91 91 2016年5月
85 139 2016年11月
90 134 2016年11月 20～130 10～15
90 90 2017年6月 50～160 10～11 20～25

関川村 94 93 2014年12月 60～75 100～150 12～13 2,750～2,800 0～20
90 90 2015年6月
90 90 2015年11月
80 80 2018年6月
90 90 2017年11月

小計 800 897
合計

>=302,100～2,15012～13

11～12 3,020～3,070
20～25

年平均
気温

(°C)*3

年平均
降水量
(mm)*3

斜面
傾斜
(°)*4

10～151,950～2,0008～9

三条市

湯沢町

村上市

苗種別植栽本数(本)
市町村名

1,697

平均最大
積雪深
(cm)*2

標高
(m)*1植栽年月

700

80～90

40～150

300～350

100

150～200
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7

調査⽅法 －調査地－

図-1. 植栽試験地の例

凡
コン
裸苗

8

調査⽅法 －調査地－
◆供試体の概要
・苗齢2〜3年の実⽣苗
・新潟県内の苗⽊⽣産者から購⼊または
新潟県森林研究所で育苗

・コンテナ苗の育成孔容量︓150cc
(JFAまたはBCC社製 Flex Flame 77)

◆植栽
・植栽密度︓2,000〜2,500本/ha
・植付⽅法︓裸苗は唐鍬(根切・ていねい植え)

コンテナ苗はディブル

9

調査⽅法 －調査地－
◆主な競合植⽣
・⽊本類︓アカメガシワ，ヌルデ，

ヤマウルシ，タラノキ，クサギ，
キイチゴ類など

・草本類︓ススキ，タケニグサ，イタドリなど
・その他︓ササ類，フジ，クズ，シダ類など

◆下刈り
林齢4年の年は，全刈り(年1〜2回)実施
ただし，植栽年および何年か下刈りの実施を
おこなわなかった植栽地データが含まれる

10

◆被害状況調査(融雪後・毎年もしくは隔年実施)
前年の下刈りによる損傷，獣害，幹折れ・枝折れ，
枯死の有無を記録
⇒被害なしを無被害の個体とした

調査⽅法 －毎⽊調査－

春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬
春植え ○
秋植え ○

林齢4年林齢3年林齢2年林齢1年

凡例
植栽
成⻑期
成⻑期終了

11

◆成⻑期終了時点調査(10⽉以降・毎年もしくは隔年実施)
・樹⾼(原則1cm括約)および地際径(0.01mm括約)を測定
樹⾼は根元から樹頂点までの最短距離
形状⽐︓樹⾼を地際径で除した値

・被害状況調査以降に損傷等があった場合は
追加で記録

調査⽅法 －毎⽊調査－

折尺による樹⾼の測定 地際径の測定測桿による樹⾼の測定 12

◆林齢4年の成⻑期終了時点の植栽⽊の樹⾼推定
⇒⼀般化線形モデル(GLM)による回帰分析
パラメータはベイズ推定した

◆回帰分析のデータセット
・応答変数⇒ 全供試体(N = 1,697)のうち，

林齢4年の成⻑期終了時点に
無被害の個体(n = 1,132)の樹⾼

・説明変数⇒

調査⽅法 －統計解析︓GLMの概要－

植栽時の植栽⽊の形状のグループ
①樹⾼・②地際径・③形状⽐

その他の変数
④苗種(裸苗・コンテナ苗)
⑤調査地(4つの市町村別)
⑥植栽時期(春植え・秋植え)

林齢3年の成⻑期終了時点の形状のグループ
①樹⾼・②地際径・③形状⽐

※⼆重線は，多重共線性を考慮し，VIFが3以上の場合，除外した変数
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13

◆ベイズ推定
・MCMCによる事後分布のサンプリング設定
バーンイン回数 ︓1,000回
乱数⽣成の繰り返し数︓2,000回
チェーン数 ︓4本

・パラメータ事前分布︓無情報事前分布
事後分布︓スチューデントのt分布

リンク関数 ︓identity

・収束判断︓Rhatが1.1未満である場合収束

調査⽅法 －統計解析︓パラメータのベイズ推定－

14

◆ベイズ推定
・説明変数の事前分布︓⾺蹄分布(Horseshoe)

⇒0および1.0の付近の密度が⼤きい確率分布

・説明変数の効果の有意性
事後期待値が95%信⽤区間において
0を含まない場合に統計学的に有意

(Carvalho et al. (2009)︓Proceedings of Machine Learning Research 5)
κi

調査⽅法 －統計解析︓パラメータのベイズ推定－

15

◆回帰モデルの変数選択
・説明変数の総当たり法により選択
⇒モデルのR2およびWAICであてはまりを評価
⇒合計40モデルのあてはまりを⽐較
⇒R2が0.8以上があてはまりの良いモデルと仮定

◆統計解析ソフト
・R version 4.2.1のbrmsパッケージのbrms関数

・Stan version 2.23

調査⽅法 －統計解析︓モデルの評価－

16
植栽時の樹⾼ ⼤きな違いはない
植栽時の地際径 コンテナ苗と裸苗で⼆分された

図-2. 試験植栽したスギの植栽時の樹⾼と地際径の関係

試験植栽した
コンテナ苗の特徴

①地際径が細い
②形状⽐が⾼い
⇒細⻑い

試験植栽した
裸苗の特徴

①地際径が太い
②地際径の
⼤きさがバラバラ

（清⽔ら 2023）

結果・考察 －供試体の植栽時の形状－

17

結果・考察 －GLMによる解析－
表-2. 林齢4年の成⻑期終了時点の樹⾼を応答変数としたGLMの結果(R2=0.889)

・R2が0.8以上のモデル⇒3年の樹⾼が含まれた
・R2が0.889のモデル⇒3年の形状⽐・調査地が選択

有意な正の効果
有意な負の効果

精度が
良い

精度が
悪い

下限 上限
切片* 33 04 4 43 24 28 41 65
林齢3年の樹高* 1 26 0 02 1 23 1 29
林齢3年の形状比* -0 18 0 05 -0 28 -0 07
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 19 07 3 03 13 18 24 99
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 6 82 2 01 2 86 10 69
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -7 80 2 17 -12 17 -3 50
切片* 31 93 4 56 22 84 40 93
林齢3年の樹高* 1 26 0 02 1 22 1 29
林齢3年の形状比* -0 16 0 05 -0 27 -0 06
苗種 (裸苗) 1 00 1 20 -1 26 3 56
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 19 41 3 09 13 22 25 03
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 6 97 1 94 3 03 10 83
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -7 55 2 15 -11 80 -3 03
切片* 32 77 4 49 24 11 41 72
林齢3年の樹高* 1 26 0 02 1 22 1 31
林齢3年の形状比* -0 18 0 05 -0 29 -0 08
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 19 09 3 07 13 15 25 03
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 7 10 2 14 2 83 11 27
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -7 70 2 24 -12 11 -3 26
植栽時期 (春植え) -0 55 1 62 -3 96 2 54
切片* 31 98 4 73 22 64 41 14
林齢3年の樹高* 1 26 0 02 1 21 1 30
林齢3年の形状比* -0 17 0 06 -0 28 -0 05
苗種 (裸苗) 0 98 1 26 -1 45 3 50
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 19 10 3 10 13 06 25 28
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 6 96 2 20 2 70 11 28
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -7 59 2 32 -12 11 -3 08
植栽時期 (春植え) -0 23 1 58 -3 44 2 99

3 0 889 10008 18

4 0 889 10009 76

WAIC

1 0 889 10006 81

2 0 889 10007 38

順位 説明変数
事後

期待値
事後

標準偏差

95%信用区間
R 2
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結果・考察 －GLMによる解析－

有意な正の効果
有意な負の効果

R2が0.888のモデル⇒ 3年の樹⾼・調査地が選択

表-3. 林齢4年の成⻑期終了時点の樹⾼を応答変数としたGLMの結果(R2=0.888)

下限 上限
切片* 20 72 2 69 15 41 25 97
林齢3年の樹高* 1 26 0 02 1 22 1 29
苗種 (裸苗)* 2 41 1 23 0 02 4 78
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 20 16 3 09 14 07 26 26
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 8 35 1 97 4 59 12 31
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -5 63 2 17 -9 88 -1 37
切片* 21 59 3 16 15 41 27 79
林齢3年の樹高* 1 25 0 02 1 21 1 29
苗種 (裸苗)* 2 52 1 22 0 07 4 95
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 20 04 3 19 13 97 26 37
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 7 79 2 28 3 40 12 25
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -5 93 2 31 -10 31 -1 14
植栽時期 (春植え) 0 93 1 58 -2 15 4 08
切片* 21 01 2 76 15 61 26 44
林齢3年の樹高* 1 26 0 02 1 23 1 30
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 19 52 3 01 13 73 25 62
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 8 33 2 04 4 38 12 23
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -5 81 2 21 -10 13 -1 39
切片* 21 49 3 06 15 53 27 43
林齢3年の樹高* 1 26 0 02 1 22 1 30
調査地(関川村)に対する調査地 (三条)の効果* 19 27 3 02 13 29 25 31
調査地(関川村)に対する調査地 (村上)の効果* 8 00 2 15 3 82 12 28
調査地(関川村)に対する調査地 (湯沢)の効果* -5 99 2 15 -10 03 -1 62
植栽時期 (春植え) 0 38 1 60 -2 75 3 62

7 0 888 10017 01

8 0 888 10019 22

WAIC

5 0 888 10014 55

6 0 888 10016 18

順位 説明変数
事後

期待値
事後

標準偏差

95%信用区間
R 2

精度が
良い

精度が
悪い
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下限 上限
切片* 35 61 3 61 28 69 42 71
林齢3年の樹高* 1 22 0 02 1 19 1 25
林齢3年の形状比 -0 09 0 05 -0 20 0 01
植栽時期 (春植え) 1 53 1 30 -0 88 4 21
切片* 30 26 1 86 26 62 33 92
林齢3年の樹高* 1 22 0 02 1 19 1 26
植栽時期 (春植え) 1 98 1 39 -0 50 4 98
切片* 30 04 1 81 26 56 33 55
林齢3年の樹高* 1 22 0 02 1 18 1 25
苗種 (裸苗) 0 99 1 08 -1 03 3 16
植栽時期 (春植え) 2 10 1 41 -0 40 5 09
切片* 35 76 3 67 28 50 42 96
林齢3年の樹高* 1 23 0 01 1 20 1 26
林齢3年の形状比 -0 10 0 05 -0 20 0 00
切片* 35 51 3 69 28 39 42 83
林齢3年の樹高* 1 23 0 01 1 20 1 26
林齢3年の形状比 -0 10 0 05 -0 20 0 00
苗種 (裸苗) 0 26 0 98 -1 60 2 39
切片* 29 70 1 83 25 97 33 33
林齢3年の樹高* 1 23 0 02 1 20 1 26
切片* 29 52 1 91 25 90 33 71
林齢3年の樹高* 1 23 0 02 1 20 1 26
苗種 (裸苗) 0 80 1 01 -1 07 2 97

15 0 870 10160 76

13 0 870 10158 36

14 0 870 10159 96

11 0 870 10157 59

12 0 870 10157 81

WAIC

9 0 870 10156 38

10 0 870 10157 57

順位 説明変数
事後

期待値
事後

標準偏差

95%信用区間
R 2
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結果・考察 －GLMによる解析－

・R2が0.870のモデル⇒ 3年の樹⾼が選択
・3年の樹⾼のみのモデルでも精度⾼い

有意な正の効果
有意な負の効果

表-4. 林齢4年の成⻑期終了時点の樹⾼を応答変数としたGLMの結果(R2=0.870)
精度が
良い

精度が
悪い

20

結果・考察 －GLMによる解析－
◆GLMの結果のまとめ

・モデルの精度
R2が0.889⇒ 3年の樹⾼・形状⽐・調査地+α(表-2)

R2が0.888⇒ 3年の樹⾼ ・調査地+α(表-3)

R2が0.870⇒ 3年の樹⾼+α (表-4)

⇒林齢3年の樹⾼のみで概ね説明可能
調査地の違い(下刈り・地位等)，形状⽐が
樹⾼成⻑に影響

21

結果・考察 －樹⾼推定式－

樹⾼推定式
𝒚 ൌ 𝟏.𝟐𝟑𝒙 ൅ 𝟐𝟗.𝟕𝟎 േ 𝟑𝟓

事後期待値

約70cmの幅

⻘⾊のハッチングは95%予測区間を⽰す。
図-3. 林齢4年およびの3年の成⻑期終了時点の樹⾼の関係

※イメージ

𝑦 ൌ林齢4年の成⻑期終了時点の
無被害個体の樹⾼(cm)

𝑥 ൌ林齢3年の成⻑期終了時点の
無被害個体の樹⾼(cm)

𝑅2 ൌ  0.870

22

結果・考察 －樹⾼推定式の使⽤例－

例えば…下刈り前に植栽⽊の90%以上が競合植⽣より⾼くなるには，
前年の成⻑休⽌期のスギの樹⾼が

ススキが優占する植⽣類型は2.2m，その他の場合は1.4m以上必要
(鶴崎ら(2020)︓⽇本森林学会誌 102(4))

樹⾼推定式
𝒚 ൌ 𝟏.𝟐𝟑𝒙 ൅ 𝟐𝟗.𝟕𝟎 േ 𝟑𝟓

約90cmの個体のうち

半数程度は140cmを越える

約61cm 約90cm 約118cm

約118cmの個体のうち

ほぼ全個体が140cmを越える

23

結果・考察 －樹⾼推定式の使⽤例－
◆下刈り実施の⽅針決定において考慮すると思われる項⽬
・植栽⽊の推定樹⾼(なんとなくこれくらい⼤きくなりそうだ)

・植栽⽊の推定地際径
・造林地の違い(なんとなくこの⼟地は成⻑が良さそうだ)

・苗の種類(裸苗・コンテナ苗)の違い 他

・競合植⽣の植⽣タイプ

樹⾼推定式によって，下刈りを実施した場合の
・現地における下刈り検討項⽬の削減が可能
・回帰式によるおおまかな成⻑予測が可能

・森林所有者に対する具体的な下刈りの必要性の説明が可能

注意︕

24

まとめ
◆4年の成⻑期終了時点のスギ個体の樹⾼を

3年の成⻑期終了時点の無被害個体の樹⾼のみで
概ね説明可能(R2=0.870)

成⻑予測および下刈り実施判断の省⼒が可能

●課題
地位や施業が植栽⽊に与える影響が不明

環境・⼈為的要因が
植栽⽊に与える影響を検証する必要がある
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   岐阜県森林研究所         

発表者名  臼田 寿生                    
 

調査・事例名 

  

 「ぎふ森林情報WebMAP」の紹介 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 

 

  

 森林作業を効率的に進めるためには、地形図などの地理情報を最大限に

活用することが有効です。そこで当所では、岐阜県立森林文化アカデミーと

連携して、傾斜区分図や過去の航空写真などのさまざまな地理情報を確認

できるＷｅｂGIS「ぎふ森林情報WebMAP」を公開し、地理情報の活用を推進

しています。 

 

発 表 方 法 ウェブサイトの表示 

 

 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。 

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 森林総合研究所

発表者名 中澤 昌彦  

調査・事例名 

集材作業の自動化課題を解決するための3Dセンシング技術を搭載したフォ

ワーダの開発について－全体の概要－

内   容 

労働⼈⼝の減少や安全性確保を背景として⼟⽊建設機械、農業機

械の分野で進む⾃動運転技術について、林業機械分野においてもそ

の開発・実証が期待されている。森林総合研究所は、㈱諸岡、パナ

ソニックアドバンストテクノロジー㈱、東京農工大学（令和5年度

から㈱国際電気通信基礎技術研究所が参画）と産学官民連携で、森

林内での⼀つの課題であるオフライン状態での⾃動運転を実現す

るために、⾼精度・⾼安定GNSSとSLAMを合わせた業界初の3Dセンシ

ング技術を搭載したフォワーダの開発に取り組んでいる。この開発

において、全体の概要を紹介する。 

発 表 方 法 パワーポイント 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 

172



173



174



(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名 森林総合研究所

発表者名 瀧 誠志郎  

調査・事例名 

森林域おけるGNSS-RTK用通信手段について 

内   容 

労働⼈⼝の減少や安全性確保を背景として⼟⽊建設機械、農業機

械の分野で進む⾃動運転技術について、林業機械分野においてもそ

の開発・実証が期待されている。森林総合研究所は、㈱諸岡、パナ

ソニックアドバンストテクノロジー㈱、東京農工大学（令和5年度

から㈱国際電気通信基礎技術研究所が参画）と産学官民連携で、森

林内での⼀つの課題であるオフライン状態での⾃動運転を実現す

るために、⾼精度・⾼安定GNSSとSLAMを合わせた業界初の3Dセンシ

ング技術を搭載したフォワーダの開発に取り組んでいる。この開発

において、351MHzの無線通信を使ったRTK-GNSSを紹介する。 

発 表 方 法 パワーポイント 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名    森林総合研究所    

発表者名   宗岡 寛子

調査・事例名 

 林道台帳等の災害記録を活用した、降雨因子に応じた林道災害発生頻度

の統計的推定手法の開発 

内   容 

気候変動による豪雨の増加は、林道災害の増加をもたらすと考えら

れる。増加の程度を定量的に予測するためには、降雨因子に応じた林

道災害発生頻度を明らかにする必要がある。そのためには長期かつ広

域的な林道災害データが必要である。全国の林道について整備され、

開設時点から現在までの災害復旧事業の履歴が記録されている林道台

帳は有効なデータソースとなり得る。しかし、林道台帳から得られる

のは、各路線の毎年の被災箇所数や復旧事業費等であり、災害発生日

時や詳細な位置、被災の形態等は把握できない。本研究では、林道台

帳のような空間的・時間的解像度の低いデータと、解析雨量データ、

林道線形データを用いて、降雨因子に応じた林道災害発生頻度を推定

する手法を提案した。 

災害発生日や路線内でのおおよその発生位置が特定可能な富山県内

民有林の過去21年間の災害データ（林道施設災害復旧事業の対象とな

った災害）を用いて推定した降雨因子―林道災害発生頻度の関係と、

同じデータを林道台帳と同等の低解像度に落としたデータを用いて推

定したそれは類似したものとなった。本研究で提案した統計的推定手

法の成否は、データを得た期間の豪雨頻度にも依存する。それが富山

県と同等以下の地域であれば、林道台帳等の低解像度データからで

も、降雨因子に応じた林道災害発生頻度が推定可能であると考えられ

る。 

発 表 方 法 パワーポイント、その他（資料配付 Ａ４×１枚） 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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Forestry and Forest Products Research Institute

林道台帳等の災害記録を活用した、

降雨因子に応じた林道災害発生頻度の
統計的推定手法の開発

国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構 森林総合研究所
宗岡寛⼦・⽩澤紘明

1

背景・⽬的

将来の⽇本の林道災害の件数・復旧費⽤は？

気候変動による
豪⾬の増加

2

林道延⻑の
増加

背景・⽬的
復旧費⽤＝被災箇所数× 1箇所あたり復旧費⽤

3

降⾬強度に応じた被災頻度×被⾬林道延⻑

富⼭県のデータから推定された降⾬強度別被災頻度

宗岡ら(2021)森利誌36(1)

降⾬強度に応じて
被災頻度は指数的に増加

4

森林総合研究所交付金（所内）プロジェクト1

課題名：「EBPM実現のための森林路網B/C評価ツールの開発と社会実装」
主査：久保山裕史（林業経営・政策研究領域長） 副査：都築伸行 （同 林業システム研究室長）
参画：林業工学領域、森林管理領域、林業経営・政策領域、北海道・東北・関西・四国・九州支所
期間：令和3年度～令和6年度（4年間）
評価委員：高知大学 鈴木保志教授（←岩手大学 齋藤仁志准教授）

※EBPM：Evidence-based Policy Making （エビデンスに基づく政策立案）

データソース
• 林道台帳
• 林道線形データ
• 地形データ

• 災害復旧コスト
• 日常維持管理コスト

データソースとしての林道台帳の⻑所、短所

背景・⽬的

5

⽬的：
林道台帳の災害記録から、降⾬因⼦に応じた林道災害頻度を推定する

〇全国の林道路線について整備されている
〇⻑期にわたる災害復旧事業の履歴が記録されている
×時間的・空間的解像度が低い

 得られるのは年・路線単位の災害発⽣箇所数と復旧費⽤
 災害発⽣⽇は不明
 路線内のどこで発⽣したかも不明
 被災の形態も不明

⽅法

6

解析⾬量データ

発⽣⽇が特定可能な
災害データ

林道線形データ

降⾬因⼦―被災頻度
モデルのベイズ推定

解析⾬量データ

年・路線単位の
災害発⽣箇所数データ

林道線形データ

降⾬因⼦―被災頻度
モデルのベイズ推定

災害発⽣⽇特定不可能

⽐較

富⼭県の1998〜2018年の
災害査定資料を基にしたデータ

左記データより作成
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結果

7

林道台帳と同等の低解像度のデータでも、
災害査定資料を⽤いたモデルに近いモデルが推定できた。

災害発⽣⽇が特定できない
データを⽤いた推定

災害発⽣⽇が特定可能な
データを⽤いた推定

考察

8

豪⾬の頻度が富⼭県と同程度以下の地域であれば、
林道台帳のような年・路線単位の災害記録からでも、
降⾬因⼦に応じた被災頻度の統計モデル推定が可能
と考えられた。

⼀⽅、地形等の素因と被災頻度との関係を、
被災位置や被災の形態が特定できない林道台帳データから
推定することはかなり難しい。

謝辞

9

本研究では、富⼭県⺠有林の林道施設災害査定資料を基に、
富⼭県農林⽔産総合研究センター森林研究所が取りまとめた
災害データを使⽤いたしました。
貴重なデータのご提供に対し深く感謝申し上げます。
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森林総合研究所交付金（所内）プロジェクト1

課題名：「EBPM実現のための森林路網B/C評価ツールの開発と社会実装」
主査：久保山裕史（林業経営・政策研究領域長） 副査：都築伸行 （同 林業システム研究室長）
参画：林業工学領域、森林管理領域、林業経営・政策領域、北海道・東北・関西・四国・九州支所
期間：令和3年度～令和6年度（4年間）
評価委員：高知大学 鈴木保志教授（←岩手大学 齋藤仁志准教授）

※EBPM：Evidence-based Policy Making （エビデンスに基づく政策立案）

• 災害復旧コスト
• 日常維持管理コスト

林道⽇常維持管理の実施体制の例

A) 林道管理者が受益者(⾃治会、林道管理団体等)に委託
B) 林道管理者が森林組合に委託
C) 林道管理者が建設業者等に委託
D) 林道管理者が維持管理担当者を雇⽤
E) 受益者が無償で実施
F) その他

〜これまでの聞き取り調査から〜

⼭形県鶴岡市槙代地区林道草刈作業
E) 受益者が無償で実施 の例
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   山形県森林研究研修センター    

発表者名   村川 直美子  

調査・事例名 

山形県における林木育種の開発状況について 

内   容 

山形県の林木育種事業では、スギの特定母樹やマツノザイセンチュ

ウ抵抗性クロマツなどの選抜を実施している。

例えば、スギの特定母樹は東北育種場との共同選抜により、令和4年

までに11系統を選抜してきた。ミニチュア採種園を造成して、特定母

樹の種子生産体制構築に力を入れており、令和5年より特定母樹の種子

を配布開始予定としている。 

選抜した系統については、今後実際にどのように育っていくのか検

証する必要があり、試験林造成を計画している。適切な管理体制を維

持するため、また長期間のモニタリングを続けていくため、ICTを活用

した手法を検討していきたいと考えている。 

※他県での管理体制やICT活用事例について、現状や今後検討している

ことなどを情報提供いただければ幸いです。

発 表 方 法 パワーポイント 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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(様式－３) 

調査・事例紹介 

機関名   富山県森林研究所 

発表者名   小林 裕之

調査・事例名 

ドローンによる林道法面のスイッチバック撮影方法の紹介 

内   容 

これまでの，林道法面からの目視による植生モニタリングでは，1)長

大法面上部の植物種の同定や被度の計測が難しい，2)植生の陰になっ

た崩壊地などが見えにくい，3)大斜面全体の植生や被度がわかりにく

い，などの問題点があった。これらの問題を解決するために，目視に

よる植生の判読に加えて，ドローンによる動画の撮影と，ドローンに

よる静止画撮影＋写真測量を併用して，植生の状態を判読，計測する

ことが期待されてきている。 

 従来のドローン空撮＋写真測量は，主として，地面に対して直角

（鉛直下方）にカメラを向けて多数の写真を撮影し，それらの写真か

ら3次元情報を取り出す，という方法で行われてきたが，道路（林道）

の法面など，斜面に対する写真測量は，斜面に対して向き合って（正

対して）カメラを向け，写真撮影，測量を行った方が，より多くの3次

元情報を精度高く取り出せる可能性が高く，国土交通省では最近，

「UAV写真測量についてカメラを計測対象の斜面に正対させた状態での

斜め撮影を行う提案」がなされている。 

そこで，富山県森林研究所では，光学カメラを搭載したDJI社のコン

シューマー向けドローンと，自動空撮アプリのLitchi（ライチ，VC

Technology Ltd）を使用して，ドローンを林道法面に正対させ，撮影

高度とカメラ角度を変えながら，左右方向（側面方向）に移動して空

撮を行う，スイッチバック撮影方法を考案し，マニュアル書やチュー

トリアルビデオを作成して関係機関に配布したところである。

当日はこのスイッチバック撮影方法について紹介する。

発 表 方 法 パワーポイントで発表する。 

その他A4判1枚の資料を配布する。 

・液晶プロジェクター、パソコン等はこちらで準備します。

・パワーポイントで発表される場合は、ＵＳＢ等の外部記憶媒体に入れて持参願います。 
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Litchi If you have one of DJI's latest drone models (Mini 3, Mavic 3 
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3 Classic currently.
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 (様式－２) 

提案・要望事項 

機関名  山梨県森林総合研究所                    
 

項   目 内            容 

 

提案・要望項目 
RTK基地局独自設置の事例および、活用・運用に関する情報の提供 

 

内   容 

RTK基地局を各県等で独自に設置している事例があり、その活用・運

用方法（設置主体、設備管理、情報の公開方法など）について情報が

あれば情報提供願いたい。 

（長野県については森林組合連合会と情報交換済み。ただし、県業務

として活用事例、何かしらの支援を行っている場合は情報提供いただ

きたい。）。 

 

 

 

 

理   由 

RTK測位を行う際、補正情報を外部からリアルタイムで取得する必要が

ある。現状としては企業が提供する補正情報配信サービス（有料）を利

用するか、独自にRTK基地局を設置するなどして補正情報を取得する

必要がある。 

山梨県において、研究所主体でのRTK基地局の設置を試験的に行っ

ているが、研究所のみで活用・運用を継続するのは難しい面もあり、各

県で同様の事例がある場合は情報提供いただきたい。 

研究所本所および付属施設(合計４か所)への試験設置を進めており、

現状は「本所」および「八ヶ岳植物園」の二か所に設置し、半券20km圏

内で補正情報の取得が可能である。 

今後、富士吉田試験園、南部採種園に基地局設置を行う予定である。 
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(様式－２) 

提案・要望事項 

機関名  新潟県森林研究所    

項   目 内     容 

提案・要望項目 
主伐作業経費の予測について 

内   容 

新潟県において、ビデオ撮影による工程調査、作業日報をもとに、

主伐作業の作業経費の予測をおこないたいと思っている。 

 作業する事業体、作業者、使用する機械、林地の傾斜、投入する人

員等、事例ごとの要素が変わるため、大きくはないサンプルサイズで

は、「精度の高い」予測は困難だと考える。 

・以上について、以下3つについてご教授お願い致します。

①実現可能かどうか。

②実現可能な場合、どのような手法をとることが望ましいか。

③過去に調査事例等はあるか。

あれば、どの程度の精度で予測可能だったか。

理   由 

新潟県では、近年、低コストな主伐・再造林を推進しているが、主伐や

再造林の経験が十分にない事業体が多く、作業の見積もり費用と実際

にかかった経費が大きく異なる場合があるため、精度の良い予測が行

えることが期待されているから。 
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第５回研究会 令和５年度（富山県）現地検討会の様子 
視察地：富山県西部森林組合氷見支所 
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